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    人事委員会規則 

和歌山県人事委員会規則第33号 

職員の給与に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

職員の給与に関する規則（昭和32年和歌山県人事委員会規則第23号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（条例第 6 条の人事委員会規則で定める時間） （条例第 6 条の人事委員会規則で定める時間）
第 3 条 条例第 6 条の人事委員会規則で定める時 第 3 条 条例第 6 条の人事委員会規則で定める時

間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、 間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、
当該各号に定める時間とする。 当該各号に掲げる時間とする。

略 略(１) (１)
地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以 地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以(２) (２)

下「法」という。）第22条の 4 第 1 項の規定 下「法」という。）第28条の 4 第 1 項又は第
により採用された職員（以下「定年前再任用 28条の 5 第 1 項の規定により採用された職員
短時間勤務職員」という。） 前号の規定に で同項に規定する短時間勤務の職を占めるも
よる時間に勤務時間条例第 2 条第 3 項の規定 の（以下「再任用短時間勤務職員」という。
により定められたその者の勤務時間を同条第 ） 前号の規定による時間に勤務時間条例第
1 項に規定する勤務時間で除して得た数を乗 2 条第 3 項の規定により定められたその者の
じて得た時間 勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で

除して得た数を乗じて得た時間
・ 略 ・ 略(３) (４) (３) (４)

（定年前再任用短時間勤務職員及び育児短時間 （再任用短時間勤務職員等の給料月額の端数計
勤務職員等の給料月額の端数計算） 算）

第 6 条の 2 次の各号に掲げる職員について、当 第 6 条の 2 次の各号に掲げる職員について、当
該各号に定める規定による給料月額に 1 円未満 該各号に定める規定による給料月額に 1 円未満
の端数があるときは、その端数を切り捨てた額 の端数があるときは、その端数を切り捨てた額
をもって当該職員の給料月額とする。 をもって当該職員の給料月額とする。

定年前再任用短時間勤務職員 条例第 9 条 再任用短時間勤務職員 条例第 9 条の 2(１) (１)
第 3 項

育児短時間勤務職員等 職員の育児休業等 育児短時間勤務職員等 職員の育児休業等(２) (２)
に関する条例（平成 4 年和歌山県条例第 9 号 に関する条例（平成 4 年和歌山県条例第 9 号
。以下「育児休業条例」という。）第19条（ 。以下「育児休業条例」という。）第19条（
育児休業条例第25条において準用する場合を 育児休業条例第25条において準用する場合を
含む。）の規定により読み替えられた条例第 含む。）の規定により読み替えられた条例第
9 条第 2 項又は第10条第 2 項若しくは第 3 項 9 条第 2 項若しくは第 3 項若しくは第10条第

2 項若しくは第 3 項、職員の給与に関する条
例の一部を改正する条例（平成22年和歌山県
条例第54号）附則第 5 項（同条例附則第 6 項
において準用する場合を含む。）の規定によ
り読み替えられた同条例附則第 4 項、職員の
給与に関する条例の一部を改正する条例（平
成23年和歌山県条例第47号）附則第 5 項（同
条例附則第 6 項において準用する場合を含む
。）の規定により読み替えられた同条例附則
第 4 項、職員の給与に関する条例の一部を改
正する条例（平成25年和歌山県条例第 3 号）
附則第 3 項（同条例附則第 4 項において準用
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する場合を含む。）の規定により読み替えら
れた同条例附則第 2 項又は職員の給与に関す
る条例の一部を改正する条例（平成25年和歌
山県条例第58号）附則第 3 項（同条例附則第
4 項において準用する場合を含む。）の規定
により読み替えられた同条例附則第 2 項

（給料の調整額） （給料の調整額）
第 7 条 略 第 7 条 略
2 職員（次項に掲げる職員を除く。）の給料の 2 職員の給料の調整額は、当該職員に適用され
調整額は、調整基本額にその者に係る別表第 1 る給料表及び職務の級に応じて別表第 2 に掲げ
の調整数欄に掲げる調整数を乗じて得た額とす る調整基本額（その額が給料月額の1 0 0分の4.
る。 5 を超えるときは、給料月額の1 0 0分の4 . 5に

相当する額とし、その額に 1 円未満の端数があ
るときは、その端数を切り捨てた額とする。）
にその者に係る別表第 1 の調整数欄に掲げる調
整数を乗じて得た額（再任用短時間勤務職員に
あってはその額に勤務時間条例第 2 条第 3 項の
規定により定められたその者の勤務時間を同条
第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を、
育児短時間勤務職員等にあってはその額に勤務
時間条例第 2 条第 2 項の規定により定められた
その者の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務
時間で除して得た数をそれぞれ乗じて得た額と
し、その額に 1 円未満の端数があるときは、そ
の端数を切り捨てた額とする。）とする。ただ
し、その額が給料月額の1 0 0分の25を超えると
きは、給料月額の1 0 0分の25に相当する額（再
任用短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等
について、その額に 1 円未満の端数があるとき
は、その端数を切り捨てた額）とする。

3 次の各号に掲げる職員の給料の調整額は、調
整基本額にその者に係る別表第 1 の調整数欄に
掲げる調整数を乗じて得た額に、当該各号に定
める数を乗じて得た額とする。

定年前再任用短時間勤務職員 勤務時間条(１)
例第 2 条第 3 項の規定により定められたその
者の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時
間で除して得た数

育児短時間勤務職員等 勤務時間条例第 2(２)
条第 2 項の規定により定められたその者の勤
務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で除
して得た数

4 前 2 項に規定する調整基本額は、次の各号に
掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額
（その額が給料月額（前項各号に掲げる職員に
あっては、その者に適用される給料表並びにそ
の職務の級及び号給に応じた額。以下この項に
おいて同じ。）の1 0 0分の4 . 5を超えるときは
、給料月額の1 0 0分の4 . 5に相当する額）とす
る。

次号に掲げる職員以外の職員 当該職員に(１)
適用される給料表及び職務の級に応じた別表
第 2 に掲げる額

前項第 1 号に掲げる職員 当該職員に適用(２)
される給料表及び職務の級に応じた別表第 2
の 2 に掲げる額

5 第 2 項及び第 3 項の規定にかかわらず、これ
らの規定による給料の調整額が給料月額の1 0 0
分の25を超えるときは、給料月額の1 0 0分の25
に相当する額を給料の調整額とする。

6 第 2 項、第 3 項及び前項の規定による給料の
調整額並びに第 4 項に規定する調整基本額に 1
円未満の端数があるときは、それぞれの端数を
切り捨てた額をもって、これらの規定の額とす
る。

7 略 3 略

（超過勤務手当、夜勤手当及び休日勤務手当） （超過勤務手当、夜勤手当及び休日勤務手当）
第10条 略 第10条 略
2 条例第17条第 3 項の人事委員会規則で定める 2 条例第17条第 3 項の人事委員会規則で定める
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時間は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該 時間は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該
各号に定める時間とする。 各号に掲げる時間とする。

略 略(１) (１)
交替制等勤務職員、定年前再任用短時間勤 交替制等勤務職員、再任用短時間勤務職員(２) (２)

務職員、育児短時間勤務職員等又は任期付短 、育児短時間勤務職員等又は任期付短時間勤
時間勤務職員について、38時間45分に満たな 務職員について、38時間45分に満たない勤務
い勤務時間が割り振られている週に週休日の 時間が割り振られている週に週休日の振替等
振替等により勤務時間が割り振られたとき（ により勤務時間が割り振られたとき（前号に
前号に該当する場合を除く。） 次に掲げる 該当する場合を除く。） 次に掲げる区分に
区分に応じて、それぞれ次に掲げる時間 応じて、それぞれ次に掲げる時間
ア・イ 略 ア・イ 略

3 ～11 略 3 ～11 略

（期末手当及び勤勉手当） （期末手当及び勤勉手当）
第13条 略 第13条 略
2 条例第23条第 1 項後段の規定により期末手当 2 条例第23条第 1 項後段の規定により期末手当
の支給を受ける職員は、次に掲げる職員以外の の支給を受ける職員は、次に掲げる職員以外の
職員とする。 職員とする。

略 略(１) (１)
その退職後基準日までの間において、条例 その退職後基準日までの間において、条例(２) (２)

の適用を受ける職員又は第13条の 5 第 3 項第 の適用を受ける職員又は第13条の 5 第 3 項第
1 号から第 6 号までのいずれかに該当する者 1 号から第 6 号までのいずれかに該当する者
（非常勤である者にあっては、定年前再任用 （非常勤である者にあっては、法第28条の 4
短時間勤務職員、育児休業法第18条第 1 項に 第 1 項又は第28条の 5 第 1 項の規定により採
規定する短時間勤務職員及び地方公共団体の 用された者で同項に規定する短時間勤務の職
一般職の任期付職員の採用に関する法律第 5 を占めるもの、育児休業法第18条第 1 項に規
条の規定により採用された職員に限る。）と 定する短時間勤務職員及び地方公共団体の一
して在職するもの 般職の任期付職員の採用に関する法律第 5 条

の規定により採用された職員に限る。）とし
て在職するもの

略 略(３) (３)
3 ～ 8 略 3 ～ 8 略

（期末手当に係る在職期間） （期末手当に係る在職期間）
第13条の 5 略 第13条の 5 略
2 略 2 略
3 基準日以前 6 か月以内の期間において、次に 3 基準日以前 6 か月以内の期間において、次に
掲げる者（非常勤である者にあっては、定年前 掲げる者（非常勤である者にあっては、法第28
再任用短時間勤務職員、育児休業法第18条第 1 条の 4 第 1 項又は第28条の 5 第 1 項の規定によ
項に規定する短時間勤務職員及び地方公共団体 り採用された者で同項に規定する短時間勤務の
の一般職の任期付職員の採用に関する法律第 5 職を占めるもの、育児休業法第18条第 1 項に規
条の規定により採用された職員に限る。）が条 定する短時間勤務職員及び地方公共団体の一般
例の適用を受ける職員となった場合（第 7 号及 職の任期付職員の採用に関する法律第 5 条の規
び第 8 号に掲げる者にあっては、引き続き条例 定により採用された職員に限る。）が条例の適
の適用を受ける職員となった場合に限る。）は 用を受ける職員となった場合（第 7 号及び第 8
、その期間内においてそれらの者として在職し 号に掲げる者にあっては、引き続き条例の適用
た期間は、第 1 項の在職期間に算入する。 を受ける職員となった場合に限る。）は、その

期間内においてそれらの者として在職した期間
は、第 1 項の在職期間に算入する。

～ 略 ～ 略(１) (９) (１) (９)
4 略 4 略
5 前各項の期間の計算については、次に定める 5 前各項の期間の計算については、次に定める
ところによる。 ところによる。

略 略(１) (１)
1 月に満たない期間が 2 以上ある場合は、 1 月に満たない期間が 2 以上ある場合は、(２) (２)

これらの期間を合算するものとし、これらの これらの期間を合算するものとし、これらの
期間の計算については、日を月に換算する場 期間の計算については、日を月に換算する場
合は30日をもって 1 月とし、時間を日に換算 合は30日をもって 1 月とし、時間を日に換算
する場合は 7 時間45分（定年前再任用短時間 する場合は 7 時間45分（再任用短時間勤務職
勤務職員又は任期付短時間勤務職員であった 員又は任期付短時間勤務職員であった期間に
期間にあっては、当該期間（当該期間におい あっては、当該期間（当該期間において週そ
て週その他の一定期間を周期として一定の勤 の他の一定期間を周期として一定の勤務時間
務時間数が繰り返されていた場合にあっては 数が繰り返されていた場合にあっては、当該
、当該一定期間。以下この号において「算定 一定期間。以下この号において「算定期間」
期間」という。）における勤務時間数を算定 という。）における勤務時間数を算定期間に
期間における勤務時間条例第 3 条第 2 項本文 おける勤務時間条例第 3 条第 2 項本文の規定
の規定の適用を受ける職員の勤務時間数で除 の適用を受ける職員の勤務時間数で除して得
して得た数に7.75を乗じて得た時間）をもっ た数に7.75を乗じて得た時間）をもって 1 日
て 1 日とする。 とする。

定年前再任用短時間勤務職員又は任期付短 再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤(３) (３)
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別表第2中「調整基本額表（第7条関係）」を「定年前再任用短時間勤務職員以外の職員調整基本額表

（第7条関係）」に改め、同表の次に次の1表を加える。 

別表第2の2 定年前再任用短時間勤務職員調整基本額表（第7条関係） 

ア 行政職給料表 

 

 

 

時間勤務職員であった期間のうち、前号の規 務職員であった期間のうち、前号の規定によ
定により難い期間の計算については、あらか り難い期間の計算については、あらかじめ人
じめ人事委員会に協議するものとする。 事委員会に協議するものとする。

付 則 付 則
1 ～12 略 1 ～12 略

（条例附則第17項の規定の適用を受ける職員の
給料の調整額）

13 条例附則第17項の規定の適用を受ける職員に
対する第 7 条第 4 項の規定の適用については、
当分の間、同項各号列記以外の部分中「応じた
額」とあるのは「応じた額に1 0 0分の70を乗じ
て得た額（その額に、50円未満の端数を生じた
ときはこれを切り捨て、50円以上1 0 0円未満の
端数を生じたときはこれを1 0 0円に切り上げた
額）」と、同項第 1 号中「掲げる額」とあるの
は「掲げる額に1 0 0分の70を乗じて得た額（そ
の額に、50円未満の端数を生じたときはこれを
切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を生じた
ときはこれを1 0 0円に切り上げた額）」とする
。

（条例附則第17項の規定の適用を受ける育児短
時間勤務職員等の給料月額の端数計算）

14 育児休業条例附則第 3 項（同条例附則第 4 項
の規定により読み替えられた育児休業条例第25
条において準用する場合を含む。）の規定によ
り読み替えられた条例附則第17項の規定の適用
を受ける育児短時間勤務職員等について、同項
の規定による給料月額に 1 円未満の端数がある
ときは、その端数を切り捨てた額をもって当該
育児短時間勤務職員等の給料月額とする。

職 務 の 級 調 整 基 本 額

1 級 5,600円

2 級 6,500円

3 級 7,700円

4 級 8,200円

5 級 8,700円

6 級 9,500円
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イ 医療職給料表（1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 医療職給料表（2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

エ 医療職給料表（3） 

7 級 10,700円

8 級 11,700円

9 級 13,200円

職 務 の 級 調 整 基 本 額

1 級 8,900円

2 級 10,200円

3 級 11,800円

4 級 14,000円

職 務 の 級 調 整 基 本 額

1 級 5,700円

2 級 6,500円

3 級 7,300円

4 級 7,700円

5 級 8,500円

6 級 9,700円

7 級 11,000円
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附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第3条の改正規定（「掲げる時間」を「定める時

間」に改める部分に限る。）及び第10条第2項の改正規定（「掲げる時間と」を「定める時間と」に改め

る部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第41号）附則第3項に規定する

暫定再任用職員は、この規則による改正後の職員の給与に関する規則（以下この項から第4項までにおい

て「新規則」という。）第3条第2号に規定する定年前再任用短時間勤務職員（次項において「定年前再

任用短時間勤務職員」という。）とみなして、新規則第7条第4項の規定を適用する。 

3 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第3項に規定する暫定再任用短時間勤務職員（次項

において「暫定再任用短時間勤務職員」という。）は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規

則第3条、第6条の2、第7条第3項、第10条第2項、第13条第2項並びに第13条の5第3項及び第5項の規定を

適用する。 

4 職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第51号）第11条の規定により給料の調整を行う職

（次項において「給料の調整額適用職」という。）を占める地方公務員法の一部を改正する法律（令和3

年法律第63号。以下この項及び次項において「改正法」という。）附則第4条第1項又は第6条第1項の規

定により採用された職員（次項において「特定暫定再任用職員」という。）のうち、当該職に係る職員

の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第42号）による改正前の職員の定年

等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第3号。以下この項において「旧定年条例」という。）第3条に

規定する年齢（改正法の施行の日（以下この項及び次項において「施行日」という。）以後に新たに設

置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、これらの職が施行日

の前日に設置されていたものとした場合における旧定年条例第3条に規定する定年に準じた当該職に係る

年齢）に達した日が施行日の前日以前である職員であって、その者に係る調整基本額が経過措置基準額

に達しないこととなるものには、新規則第7条及び前2項の規定による給料の調整額のほか、その差額に

相当する額に当該職員に係る調整数を乗じて得た額（暫定再任用短時間勤務職員にあってはその額に新

職 務 の 級 調 整 基 本 額

1 級 7,100円

2 級 7,700円

3 級 7,900円

4 級 8,200円

5 級 8,700円

6 級 9,800円
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規則第7条第3項第1号に定める数を、同項第2号に掲げる職員にあってはその額に同号に定める数をそれ

ぞれ乗じて得た額）（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を給料の調整額

として支給する。ただし、これらの額の合計が給料月額の100分の25を超えるときは、給料月額の100分

の25に相当する額（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を給料の調整額と

して支給する。 

5 前項に規定する経過措置基準額とは、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額をい

う。 

（1）施行日の前日において、給料の調整額適用職を占める旧法再任用職員（施行日前に改正法による改

正前の地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の4第1項又は第28条の5第1項の規定により採用さ

れた職員をいう。次号及び第3号において同じ。）であった職員であって、施行日において引き続き給

料の調整額適用職を占める特定暫定再任用職員となり、かつ、施行日から引き続き給料の調整額適用

職を占める特定暫定再任用職員（第3号に掲げる職員を除く。） 施行日の前日にその者に適用されて

いた調整基本額 

（2）施行日以後に新たに給料の調整額適用職を占めることとなった特定暫定再任用職員（次号に掲げる

職員を除く。） 施行日の前日に給料の調整額適用職を占める旧法再任用職員になったとした場合に

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例による改正前の職員の給与に関する条例（次号におい

て「旧条例」という。）及びこれに基づく人事委員会規則等の規定により同日にその者に適用される

こととなる給料表及び職務の級を基礎としてこの規則による改正前の職員の給与に関する規則（次号

において「旧規則」という。）第7条第2項の規定を適用したとしたならばその者に適用されることと

なる調整基本額 

（3）施行日以後に次に掲げる場合に該当することとなった特定暫定再任用職員（給料の調整額適用職以

外の職を占める職員として次に掲げる場合に該当することとなった日以後に新たに給料の調整額適用

職を占める職員となったものを含む。） 施行日の前日において、給料の調整額適用職を占める旧法

再任用職員になったとし、かつ、同日に当該場合に該当することとなったとした場合（次に掲げる場

合に2回以上該当することとなった場合にあっては、同日において次に掲げる場合に順次該当すること

となったとした場合）に、旧条例及びこれに基づく人事委員会規則等の規定により同日にその者に適

用されることとなる給料表及び職務の級を基礎として旧規則第7条第2項の規定を適用したとしたなら

ばその者に適用されることとなる調整基本額 

ア 給料表の適用を異にする異動をした場合 

イ 職員の職務の級を施行日の前日にその者に適用されていた職務の級より下位の同一の給料表の職

務の級に変更した場合（同日に旧法再任用職員でなかった者にあっては同日に旧法再任用職員にな

ったとした場合に、同日後にアに掲げる場合に該当した者にあっては同日にアに掲げる場合に該当

することとなったとした場合に、それぞれ旧条例及びこれに基づく人事委員会規則等の規定により

同日にその者に適用されることとなる給料表及び職務の級より下位の同一の給料表の職務の級に変

更した場合） 

 

和歌山県人事委員会規則第34号 

教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

教育職員の給与に関する規則（昭和32年和歌山県人事委員会規則第24号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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改 正 後 改 正 前

（条例第 6条の人事委員会規則で定める時間） （条例第 6条の人事委員会規則で定める時間）
第 3条 条例第 6 条の人事委員会規則で定める時 第 3条 条例第 6 条の人事委員会規則で定める時

間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、 間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、
当該各号に定める時間とする。 当該各号に掲げる時間とする。

略 略(１) (１)
地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以 地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以(２) (２)

下「法」という。）第22条の 4第 1 項の規定 下「法」という。）第28条の 4第 1 項又は第
により採用された職員（以下「定年前再任用 28条の 5第 1 項の規定により採用された職員
短時間勤務職員」という。） 前号の規定に で同項に規定する短時間勤務の職を占めるも
よる時間に勤務時間条例第 2条第 3 項の規定 の（以下「再任用短時間勤務職員」という。
により定められたその者の勤務時間を同条第 ） 前号の規定による時間に勤務時間条例第
1項に規定する勤務時間で除して得た数を乗 2条第 3 項の規定により定められたその者の
じて得た時間 勤務時間を同条第 1項に規定する勤務時間で

除して得た数を乗じて得た時間
・ 略 ・ 略(３) (４) (３) (４)

（定年前再任用短時間勤務職員及び育児短時間 （再任用短時間勤務職員等の給料月額の端数計
勤務職員等の給料月額の端数計算） 算）

第 7条 次の各号に掲げる職員について、当該各 第 7条 次の各号に掲げる職員について、当該各
号に定める規定による給料月額に 1円未満の端 号に定める規定による給料月額に 1円未満の端
数があるときは、その端数を切り捨てた額をも 数があるときは、その端数を切り捨てた額をも
って当該職員の給料月額とする。 って当該職員の給料月額とする。

定年前再任用短時間勤務職員 条例第 9条 再任用短時間勤務職員 条例第 9条の 2(１) (１)
第 2 項

育児短時間勤務職員等 職員の育児休業等 育児短時間勤務職員等 職員の育児休業等(２) (２)
に関する条例（平成 4年和歌山県条例第 9 号 に関する条例（平成 4年和歌山県条例第 9 号
。以下「育児休業条例」という。）第20条（ 。以下「育児休業条例」という。）第20条（
育児休業条例第25条において準用する場合を 育児休業条例第25条において準用する場合を
含む。）の規定により読み替えられた条例第 含む。）の規定により読み替えられた条例第
10条第 2項又は第 3 項 9条第 2 項、第10条第 2項若しくは第 3 項、

教育職員の給与に関する条例の一部を改正す
る条例（平成22年和歌山県条例第58号）附則
第 5項（同条例附則第 6 項において準用する
場合を含む。）の規定により読み替えられた
同条例附則第 4項、教育職員の給与に関する
条例の一部を改正する条例（平成23年和歌山
県条例第51号）附則第 5項（同条例附則第 6
項において準用する場合を含む。）の規定に
より読み替えられた同条例附則第 4項、教育
職員の給与に関する条例の一部を改正する条
例（平成25年和歌山県条例第24号）附則第 3
項（同条例附則第 4 項において準用する場合
を含む。）の規定により読み替えられた同条
例附則第 2項又は教育職員の給与に関する条
例の一部を改正する条例（平成25年和歌山県
条例第67号）附則第 3項（同条例附則第 4 項
において準用する場合を含む。）の規定によ
り読み替えられた同条例附則第 2項

（給料の調整額） （給料の調整額）
第 8条 条例第10条の 2 に規定する職員（次項に 第 8条 条例第10条の 2 に規定する職員の給料の

掲げる職員を除く。）の給料の調整額は、調整 調整額は、当該職員に適用される給料表及び職
基本額に調整数として 1を乗じて得た額とする 務の級に応じて別表第 1に掲げる調整基本額（
。 その額が給料月額の1 0 0分の4 . 5を超えるとき

は、給料月額の1 0 0分の4 . 5に相当する額とし
、その額に 1円未満の端数があるときは、その
端数を切り捨てた額とする。）に調整数として
1を乗じて得た額とする。

2 次の各号に掲げる職員の給料の調整額は、調 2 前項の規定にかかわらず、再任用短時間勤務
整基本額に調整数として 1を乗じて得た額に、 職員の給料の調整額は前項の規定により算定し
当該各号に定める数を乗じて得た額とする。 た額に勤務時間条例第 2条第 3 項の規定により

定められたその者の勤務時間を同条第 1項に規
定する勤務時間で除して得た数を、育児短時間
勤務職員等の給料の調整額は前項の規定により
算定した額に勤務時間条例第 2条第 2 項の規定
により定められたその者の勤務時間を同条第 1
項に規定する勤務時間で除して得た数をそれぞ
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れ乗じて得た額とし、その額に 1円未満の端数
があるときは、その端数を切り捨てた額とする
。

定年前再任用短時間勤務職員 勤務時間条(１)
例第 2 条第 3 項の規定により定められたその
者の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時
間で除して得た数

育児短時間勤務職員等 勤務時間条例第 2(２)
条第 2 項の規定により定められたその者の勤
務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で除
して得た数

3 前 2 項に規定する調整基本額は、次の各号に
掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額
（その額が給料月額（前項各号に掲げる職員に
あっては、その者に適用される給料表並びにそ
の職務の級及び号給に応じた額。以下この項に
おいて同じ。）の1 0 0分の4 . 5を超えるときは
、給料月額の1 0 0分の4 . 5に相当する額）とす
る。

次号に掲げる職員以外の職員 当該職員に(１)
適用される給料表及び職務の級に応じた別表
第 1 に掲げる額

前項第 1 号に掲げる職員 当該職員に適用(２)
される給料表及び職務の級に応じた別表第 1
の 2 に掲げる額

4 第 1 項及び第 2 項の規定にかかわらず、これ
らの規定による給料の調整額が給料月額の1 0 0
分の25を超えるときは、給料月額の1 0 0分の25
に相当する額を給料の調整額とする。

5 第 1 項、第 2 項及び前項の規定による給料の
調整額並びに第 3 項に規定する調整基本額に 1
円未満の端数があるときは、それぞれの端数を
切り捨てた額をもって、これらの規定の額とす
る。

（管理職手当） （管理職手当）
第11条の 2 略 第11条の 2 略
2 条例第15条の 2 第 1 項に規定する管理職手当 2 条例第15条の 2 第 1 項に規定する管理職手当
を支給される職員は、別表第 2の職の欄に掲げ を支給される職員は、別表第 2の職の欄に掲げ
る職を占める職員とし、当該職員に支給される る職を占める職員とし、当該職員に支給される
管理職手当の額は、当該職員に適用される給料 管理職手当の額は、当該職員に適用される給料
表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当 表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当
該職員の職に係る別表第 2の支給区分の欄に掲 該職員の職に係る別表第 2の支給区分の欄に掲
げる区分に応じ、別表第 2の 2 ア及びイの表の げる区分に応じ、別表第 2の 2 ア及びイの表の
管理職手当の欄に掲げる額（定年前再任用短時 管理職手当の欄に掲げる額（再任用短時間勤務
間勤務職員にあってはその額に勤務時間条例第 職員にあってはその額に勤務時間条例第 2条第
2条第 3項の規定により定められたその者の勤 3項の規定により定められたその者の勤務時間
務時間を同条第 1項に規定する勤務時間で除し を同条第 1項に規定する勤務時間で除して得た
て得た数を、育児短時間勤務職員等にあっては 数を、育児短時間勤務職員等にあってはその額
その額に勤務時間条例第 2条第 2 項の規定によ に勤務時間条例第 2条第 2 項の規定により定め
り定められたその者の勤務時間を同条第 1項に られたその者の勤務時間を同条第 1項に規定す
規定する勤務時間で除して得た数を、短時間勤 る勤務時間で除して得た数を、短時間勤務職員
務職員にあってはその額に勤務時間条例第 2条 にあってはその額に勤務時間条例第 2条第 4 項
第 4 項の規定により定められたその者の勤務時 の規定により定められたその者の勤務時間を同
間を同条第 1項に規定する勤務時間で除して得 条第 1項に規定する勤務時間で除して得た数を
た数をそれぞれ乗じて得た額とし、その額に 1 それぞれ乗じて得た額とし、その額に 1円未満
円未満の端数があるときは、その端数を切り捨 の端数があるときは、その端数を切り捨てた額
てた額）とする。 ）とする。

3・ 4 略 3・ 4 略

（超過勤務手当及び休日勤務手当） （超過勤務手当及び休日勤務手当）
第12条 略 第12条 略
2 条例第17条第 3 項の人事委員会規則で定める 2 条例第17条第 3 項の人事委員会規則で定める
時間は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該 時間は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該
各号に定める時間とする。 各号に掲げる時間とする。

略 略(１) (１)
交替制等勤務職員、定年前再任用短時間勤 交替制等勤務職員、再任用短時間勤務職員(２) (２)

務職員、育児短時間勤務職員等又は短時間勤 、育児短時間勤務職員又は短時間勤務職員に
務職員について、38時間45分に満たない勤務 ついて、38時間45分に満たない勤務時間が割
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時間が割り振られている週に週休日の振替等 り振られている週に週休日の振替等により勤
により勤務時間が割り振られたとき（前号に 務時間が割り振られたとき（前号に該当する
該当する場合を除く。） 次に掲げる区分に 場合を除く。） 次に掲げる区分に応じて、
応じて、それぞれ次に掲げる時間 それぞれ次に掲げる時間
ア・イ 略 ア・イ 略

3～11 略 3～11 略

（期末手当及び勤勉手当） （期末手当及び勤勉手当）
第14条 略 第14条 略
2 条例第19条第 1項後段の規定により期末手当 2 条例第19条第 1項後段の規定により期末手当
の支給を受ける職員は、次に掲げる職員以外の の支給を受ける職員は、次に掲げる職員以外の
職員とする。 職員とする。

略 略(１) (１)
その退職後基準日までの間において、条例 その退職後基準日までの間において、条例(２) (２)

の適用を受ける職員又は第14条の 5第 3 項第 の適用を受ける職員又は第14条の 5第 3 項第
1 号から第 6号までのいずれかに該当する者 1 号から第 6号までのいずれかに該当する者
（非常勤である者にあっては、定年前再任用 （非常勤である者にあっては、法第28条の 4
短時間勤務職員、育児休業法第18条第 1項に 第 1 項又は第28条の 5第 1 項の規定により採
規定する短時間勤務職員及び地方公共団体の 用された者で同項に規定する短時間勤務の職
一般職の任期付職員の採用に関する法律（平 を占めるもの、育児休業法第18条第 1項に規
成14年法律第48号）第 5条の規定により採用 定する短時間勤務職員及び地方公共団体の一
された職員に限る。）として在職するもの 般職の任期付職員の採用に関する法律（平成

14年法律第48号）第 5条の規定により採用さ
れた職員に限る。）として在職するもの

略 略(３) (３)
3 ～ 8 略 3～ 8 略

（期末手当に係る在職期間） （期末手当に係る在職期間）
第14条の 5 略 第14条の 5 略
2 略 2 略
3 基準日以前 6 か月以内の期間において、次に 3 基準日以前 6 か月以内の期間において、次に
掲げる者（非常勤である者にあっては、定年前 掲げる者（非常勤である者にあっては、法第28
再任用短時間勤務職員、育児休業法第18条第 1 条の 4第 1 項又は第28条の 5 第 1 項の規定によ
項に規定する短時間勤務職員及び地方公共団体 り採用された者で同項に規定する短時間勤務の
の一般職の任期付職員の採用に関する法律第 5 職を占めるもの、育児休業法第18条第 1項に規
条の規定により採用された職員に限る。）が条 定する短時間勤務職員及び地方公共団体の一般
例の適用を受ける職員となった場合（第 7号及 職の任期付職員の採用に関する法律第 5条の規
び第 8号に掲げる者にあっては、引き続き条例 定により採用された職員に限る。）が条例の適
の適用を受ける職員となった場合に限る。）は 用を受ける職員となった場合（第 7号及び第 8
、その期間内においてそれらの者として在職し 号に掲げる者にあっては、引き続き条例の適用
た期間は、第 1項の在職期間に算入する。 を受ける職員となった場合に限る。）は、その

期間内においてそれらの者として在職した期間
は、第 1項の在職期間に算入する。

～ 略 ～ 略(１) (９) (１) (９)
4 略 4 略
5 前各項の期間の計算については、次に定める 5 前各項の期間の計算については、次に定める
ところによる。 ところによる。

略 略(１) (１)
1 月に満たない期間が 2 以上ある場合は、 1月に満たない期間が 2 以上ある場合は、(２) (２)

これらの期間を合算するものとし、これらの これらの期間を合算するものとし、これらの
期間の計算については、日を月に換算する場 期間の計算については、日を月に換算する場
合は30日をもって 1月とし、時間を日に換算 合は30日をもって 1月とし、時間を日に換算
する場合は 7 時間45分（定年前再任用短時間 する場合は 7 時間45分（再任用短時間勤務職
勤務職員、短時間勤務職員又は地方公共団体 員、短時間勤務職員又は地方公共団体の一般
の一般職の任期付職員の採用に関する法律第 職の任期付職員の採用に関する法律第 5条の
5条の規定により採用された職員であった期 規定により採用された職員であった期間にあ
間にあっては、当該期間（当該期間において っては、当該期間（当該期間において週その
週その他の一定期間を周期として一定の勤務 他の一定期間を周期として一定の勤務時間数
時間数が繰り返されていた場合にあっては、 が繰り返されていた場合にあっては、当該一
当該一定期間。以下この号において「算定期 定期間。以下この号において「算定期間」と
間」という。）における勤務時間数を算定期 いう。）における勤務時間数を算定期間にお
間における勤務時間条例第 3条第 2 項本文の ける勤務時間条例第 3条第 2 項本文の規定の
規定の適用を受ける職員の勤務時間数で除し 適用を受ける職員の勤務時間数で除して得た
て得た数に7.75を乗じて得た時間）をもって 数に7.75を乗じて得た時間）をもって 1日と
1日とする。 する。
定年前再任用短時間勤務職員、短時間勤務 再任用短時間勤務職員、短時間勤務職員又(３) (３)

職員又は地方公共団体の一般職の任期付職員 は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用
の採用に関する法律第 5条の規定により採用 に関する法律第 5条の規定により採用された
された職員であった期間のうち、前号の規定 職員であった期間のうち、前号の規定により
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別表第1中「調整基本額表（第8条関係）」を「定年前再任用短時間勤務職員以外の職員調整基本額表

（第8条関係）」に改め、同表の次に次の1表を加える。 

別表第1の2 定年前再任用短時間勤務職員調整基本額表（第8条関係） 

ア 高等学校等教育職員給料表 

 

 

 

により難い期間の計算については、あらかじ 難い期間の計算については、あらかじめ人事
め人事委員会に協議するものとする。 委員会に協議するものとする。

付 則 付 則
1 ～10 略 1 ～10 略

（条例附則第12項の規定の適用を受ける職員の
給料の調整額）

11 条例附則第12項の規定の適用を受ける職員に
対する第 8 条第 3 項の規定の適用については、
当分の間、同項各号列記以外の部分中「応じた
額」とあるのは「応じた額に1 0 0分の70を乗じ
て得た額（その額に、50円未満の端数を生じた
ときはこれを切り捨て、50円以上1 0 0円未満の
端数を生じたときはこれを1 0 0円に切り上げた
額）」と、同項第 1 号中「掲げる額」とあるの
は「掲げる額に1 0 0分の70を乗じて得た額（そ
の額に、50円未満の端数を生じたときはこれを
切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を生じた
ときはこれを1 0 0円に切り上げた額）」とする
。

（条例附則第12項の規定の適用を受ける職員の
管理職手当の支給額）

12 条例附則第12項の規定の適用を受ける職員に
対する第11条の 2 第 2 項の規定の適用について
は、当分の間、同項中「掲げる額」とあるのは
、「掲げる額に1 0 0分の70を乗じて得た額（そ
の額に、50円未満の端数を生じたときはこれを
切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を生じた
ときはこれを1 0 0円に切り上げた額）」とする
。

（条例附則第12項の規定の適用を受ける育児短
時間勤務職員等の給料月額の端数計算）

13 育児休業条例附則第 5 項（同条例附則第 6 項
の規定により読み替えられた育児休業条例第25
条において準用する場合を含む。）の規定によ
り読み替えられた条例附則第12項の規定の適用
を受ける育児短時間勤務職員等について、同項
の規定による給料月額に 1 円未満の端数がある
ときは、その端数を切り捨てた額をもって当該
育児短時間勤務職員等の給料月額とする。

職 務 の 級 調 整 基 本 額

1 級 7,000円

2 級 8,200円

特 2 級 9,100円

3 級 10,200円
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別表第2の2中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第3条の改正規定（「掲げる時間」を「定める時

間」に改める部分に限る。）及び第12条第2項の改正規定（「掲げる時間と」を「定める時間と」に改め

る部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第55号）附則第3項に規定

する暫定再任用職員は、この規則による改正後の教育職員の給与に関する規則（以下この項から第4項ま

でにおいて「新規則」という。）第3条第2号に規定する定年前再任用短時間勤務職員（次項において

「定年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして、新規則第8条第3項及び第11条の2第2項の規定

を適用する。 

3 教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第3項に規定する暫定再任用短時間勤務職員

（次項において「暫定再任用短時間勤務職員」という。）は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

新規則第3条、第7条、第8条第2項、第12条第2項、第14条第2項並びに第14条の5第3項及び第5項の規定を

適用する。 

4 教育職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第52号）第10条の2の規定により給料の調整を行

う職（次項において「給料の調整額適用職」という。）を占める地方公務員法の一部を改正する法律

（令和3年法律第63号。以下この項及び次項において「改正法」という。）附則第4条第1項又は第6条第1

項の規定により採用された職員（次項において「特定暫定再任用職員」という。）のうち、当該職に係

る職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第42号）による改正前の職員

の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第3号。以下この項において「旧定年条例」という。）第

3条に規定する年齢（改正法の施行の日（以下この項及び次項において「施行日」という。）以後に新た

に設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、これらの職が施

4 級 12,500円

職 務 の 級 調 整 基 本 額

1 級 6,800円

2 級 8,100円

特 2 級 8,900円

3 級 10,000円

4 級 12,200円
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行日の前日に設置されていたものとした場合における旧定年条例第3条に規定する定年に準じた当該職に

係る年齢）に達した日が施行日の前日以前である職員であって、その者に係る調整基本額が経過措置基

準額に達しないこととなるものには、新規則第8条及び前2項の規定による給料の調整額のほか、その差

額に相当する額に調整数として1を乗じて得た額（暫定再任用短時間勤務職員にあってはその額に新規則

第8条第2項第1号に定める数を、同項第2号に掲げる職員にあってはその額に同号に定める数をそれぞれ

乗じて得た額）（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を給料の調整額とし

て支給する。ただし、これらの額の合計が給料月額の100分の25を超えるときは、給料月額の100分の25

に相当する額（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を給料の調整額として

支給する。 

5 前項に規定する経過措置基準額とは、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額をい

う。 

（1）施行日の前日において、給料の調整額適用職を占める旧法再任用職員（施行日前に改正法による改

正前の地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の4第1項又は第28条の5第1項の規定により採用さ

れた職員をいう。次号及び第3号において同じ。）であった職員であって、施行日において引き続き給

料の調整額適用職を占める特定暫定再任用職員となり、かつ、施行日から引き続き給料の調整額適用

職を占める特定暫定再任用職員（第3号に掲げる職員を除く。） 施行日の前日にその者に適用されて

いた調整基本額 

（2）施行日以後に新たに給料の調整額適用職を占めることとなった特定暫定再任用職員（次号に掲げる

職員を除く。） 施行日の前日に給料の調整額適用職を占める旧法再任用職員になったとした場合に

教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例による改正前の教育職員の給与に関する条例（次

号において「旧条例」という。）及びこれに基づく人事委員会規則等の規定により同日にその者に適

用されることとなる給料表及び職務の級を基礎としてこの規則による改正前の教育職員の給与に関す

る規則（次号において「旧規則」という。）第8条第1項の規定を適用したとしたならばその者に適用

されることとなる調整基本額 

（3）施行日以後に次に掲げる場合に該当することとなった特定暫定再任用職員（給料の調整額適用職以

外の職を占める職員として次に掲げる場合に該当することとなった日以後に新たに給料の調整額適用

職を占める職員となったものを含む。） 施行日の前日において、給料の調整額適用職を占める旧法

再任用職員になったとし、かつ、同日に当該場合に該当することとなったとした場合（次に掲げる場

合に2回以上該当することとなった場合にあっては、同日において次に掲げる場合に順次該当すること

となったとした場合）に、旧条例及びこれに基づく人事委員会規則等の規定により同日にその者に適

用されることとなる給料表及び職務の級を基礎として旧規則第8条第1項の規定を適用したとしたなら

ばその者に適用されることとなる調整基本額 

ア 給料表の適用を異にする異動をした場合 

イ 職員の職務の級を施行日の前日にその者に適用されていた職務の級より下位の同一の給料表の職

務の級に変更した場合（同日に旧法再任用職員でなかった者にあっては同日に旧法再任用職員にな

ったとした場合に、同日後にアに掲げる場合に該当した者にあっては同日にアに掲げる場合に該当

することとなったとした場合に、それぞれ旧条例及びこれに基づく人事委員会規則等の規定により

同日にその者に適用されることとなる給料表及び職務の級より下位の同一の給料表の職務の級に変

更した場合） 

 

和歌山県人事委員会規則第35号 

警察職員の給与に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  
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警察職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

警察職員の給与に関する規則（昭和29年和歌山県人事委員会規則第8号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（条例第 5 条の人事委員会規則で定める時間） （条例第 5条の人事委員会規則で定める時間）
第 3条 条例第 5 条の人事委員会規則で定める時 第 3条 条例第 5 条の人事委員会規則で定める時

間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、 間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、
当該各号に定める時間とする。 当該各号に掲げる時間とする。

略 略(１) (１)
地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以 地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以(２) (２)

下「法」という。）第22条の 4第 1 項の規定 下「法」という。）第28条の 4第 1 項又は第
により採用された警察官（以下「定年前再任 28条の 5第 1 項の規定により採用された警察
用短時間勤務警察官」という。） 前号の規 官で同項に規定する短時間勤務の職を占める
定による時間に勤務時間条例第 2条第 3 項の もの（以下「再任用短時間勤務警察官」とい
規定により定められたその者の勤務時間を同 う。） 前号の規定による時間に勤務時間条
条第 1項に規定する勤務時間で除して得た数 例第 2条第 3 項の規定により定められたその
を乗じて得た時間 者の勤務時間を同条第 1項に規定する勤務時

間で除して得た数を乗じて得た時間
・ 略 ・ 略(３) (４) (３) (４)

（定年前再任用短時間勤務警察官及び育児短時 （再任用短時間勤務警察官等の給料月額の端数
間勤務警察官等の給料月額の端数計算） 計算）

第 5 条の 3 次の各号に掲げる警察官について、 第 5条の 3 次の各号に掲げる警察官について、
当該各号に定める規定による給料月額に 1円未 当該各号に定める規定による給料月額に 1円未
満の端数があるときは、その端数を切り捨てた 満の端数があるときは、その端数を切り捨てた
額をもって当該警察官の給料月額とする。 額をもって当該警察官の給料月額とする。

定年前再任用短時間勤務警察官 条例第 8 再任用短時間勤務警察官 条例第 8条の 2(１) (１)
条第 2 項

第 3 条第 3 号に規定する警察官（以下「育 第 3 条第 3 号に規定する警察官（以下「育(２) (２)
児短時間勤務警察官等」という。） 職員の 児短時間勤務警察官等」という。） 職員の
育児休業等に関する条例（平成 4年和歌山県 育児休業等に関する条例（平成 4年和歌山県
条例第 9 号。以下「育児休業条例」という。 条例第 9 号。以下「育児休業条例」という。
）第21条（育児休業条例第25条において準用 ）第21条（育児休業条例第25条において準用
する場合を含む。）の規定により読み替えら する場合を含む。）の規定により読み替えら
れた条例第 9 条第 2項又は第 3 項 れた条例第 8 条第 2 項、第 9条第 2項若しく

は第 3 項、警察職員の給与に関する条例の一
部を改正する条例（平成22年和歌山県条例第
60号）附則第 5項（同条例附則第 6 項におい
て準用する場合を含む。）の規定により読み
替えられた同条例附則第 4項、警察職員の給
与に関する条例の一部を改正する条例（平成
23年和歌山県条例第53号）附則第 5項（同条
例附則第 6 項において準用する場合を含む。
）の規定により読み替えられた同条例附則第
4項、警察職員の給与に関する条例の一部を
改正する条例（平成25年和歌山県条例第27号
）附則第 3項（同条例附則第 4項において準
用する場合を含む。）の規定により読み替え
られた同条例附則第 2項又は警察職員の給与
に関する条例の一部を改正する条例（平成25
年和歌山県条例第72号）附則第 3項（同条例
附則第 4 項において準用する場合を含む。）
の規定により読み替えられた同条例附則第 2
項

（給料の調整額） （給料の調整額）
第 5 条の 4 略 第 5条の 4 略
2 警察官（次項に掲げる警察官を除く。）の給 2 警察官の給料の調整額は、職務の級に応じて
料の調整額は、調整基本額にその者に係る別表 別表第 2に掲げる調整基本額（その額が給料月
第 1 の調整数欄に掲げる調整数を乗じて得た額 額の1 0 0分の4 . 5を超えるときは、給料月額の
とする。 1 0 0分の4 . 5に相当する額とし、その額に 1 円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨て
た額とする。）にその者に係る別表第 1の調整
数欄に掲げる調整数を乗じて得た額（再任用短
時間勤務警察官にあってはその額に勤務時間条
例第 2条第 3 項の規定により定められたその者
の勤務時間を同条第 1項に規定する勤務時間で
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除して得た数を、育児短時間勤務警察官等にあ
ってはその額に勤務時間条例第 2条第 2 項の規
定により定められたその者の勤務時間を同条第
1項に規定する勤務時間で除して得た数をそれ
ぞれ乗じて得た額とし、その額に 1円未満の端
数があるときは、その端数を切り捨てて得た額
とする。）とする。

3 次の各号に掲げる警察官の給料の調整額は、
調整基本額にその者に係る別表第 1 の調整数欄
に掲げる調整数を乗じて得た額に、当該各号に
定める数を乗じて得た額とする。

定年前再任用短時間勤務警察官 勤務時間(１)
条例第 2 条第 3 項の規定により定められたそ
の者の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務
時間で除して得た数

育児短時間勤務警察官等 勤務時間条例第(２)
2 条第 2 項の規定により定められたその者の
勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で
除して得た数

4 前 2 項に規定する調整基本額は、次の各号に
掲げる警察官の区分に応じ、当該各号に定める
額（その額が給料月額（前項各号に掲げる警察
官にあっては、その者に適用される給料表並び
にその職務の級及び号給に応じた額。以下この
項において同じ。）の1 0 0分の4 . 5を超えると
きは、給料月額の1 0 0分の4 . 5に相当する額）
とする。

次号に掲げる警察官以外の警察官 当該警(１)
察官に適用される給料表及び職務の級に応じ
た別表第 2 のアの表に掲げる額

前項第 1 号に掲げる警察官 当該警察官に(２)
適用される給料表及び職務の級に応じた別表
第 2 のイの表に掲げる額

5 第 2 項及び第 3 項の規定にかかわらず、これ
らの規定による給料の調整額が給料月額の1 0 0
分の25を超えるときは、給料月額の1 0 0分の25
に相当する額を給料の調整額とする。

6 第 2 項、第 3 項及び前項の規定による給料の
調整額並びに第 4 項に規定する調整基本額に 1
円未満の端数があるときは、それぞれの端数を
切り捨てた額をもって、これらの規定の額とす
る。

7 略 3 略

（超過勤務手当、夜勤手当及び休日勤務手当） （超過勤務手当、夜勤手当及び休日勤務手当）
第 9 条 略 第 9条 略
2 条例第15条第 3 項の人事委員会規則で定める 2 条例第15条第 3 項の人事委員会規則で定める
時間は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該 時間は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該
各号に定める時間とする。 各号に掲げる時間とする。

略 略(１) (１)
交替制等勤務警察官、定年前再任用短時間 交替制等勤務警察官、再任用短時間勤務警(２) (２)

勤務警察官、育児短時間勤務警察官等又は第 察官、育児短時間勤務警察官等又は第 3条第
3条第 4 号に規定する警察官（次条第 1項に 4 号に規定する警察官（第10条第 1項におい
おいて「短時間勤務警察官」という。）につ て「短時間勤務警察官」という。）について
いて、38時間45分に満たない勤務時間が割り 、38時間45分に満たない勤務時間が割り振ら
振られている週に週休日の振替等により勤務 れている週に週休日の振替等により勤務時間
時間が割り振られたとき（前号に該当する場 が割り振られたとき（前号に該当する場合を
合を除く。） 次に掲げる区分に応じて、そ 除く。） 次に掲げる区分に応じて、それぞ
れぞれ次に掲げる時間 れ次に掲げる時間
ア・イ 略 ア・イ 略

3～11 略 3～11 略

（管理職手当） （管理職手当）
第10条 条例第18条第 1項に規定する管理職手当 第10条 条例第18条第 1項に規定する管理職手当

を支給される警察官は、別表第 2の 2 の職の欄 を支給される警察官は、別表第 2の 2 の職の欄
に掲げる職を占める警察官とし、当該警察官に に掲げる職を占める警察官とし、当該警察官に
支給される管理職手当の額は、当該警察官の属 支給される管理職手当の額は、当該警察官の属
する職務の級及び当該警察官の職に係る別表第 する職務の級及び当該警察官の職に係る別表第
2の 2 の支給区分の欄に掲げる区分に応じ、別 2の 2 の支給区分の欄に掲げる区分に応じ、別
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表第 2の 3 の管理職手当の欄に掲げる額（定年 表第 2の 3 の管理職手当の欄に掲げる額（再任
前再任用短時間勤務警察官にあってはその額に 用短時間勤務警察官にあってはその額に勤務時
勤務時間条例第 2条第 3 項の規定により定めら 間条例第 2条第 3 項の規定により定められたそ
れたその者の勤務時間を同条第 1項に規定する の者の勤務時間を同条第 1項に規定する勤務時
勤務時間で除して得た数を、育児短時間勤務警 間で除して得た数を、育児短時間勤務警察官等
察官等にあってはその額に勤務時間条例第 2条 にあってはその額に勤務時間条例第 2条第 2 項
第 2 項の規定により定められたその者の勤務時 の規定により定められたその者の勤務時間を同
間を同条第 1項に規定する勤務時間で除して得 条第 1項に規定する勤務時間で除して得た数を
た数を、短時間勤務警察官にあってはその額に 、短時間勤務警察官にあってはその額に勤務時
勤務時間条例第 2条第 4 項の規定により定めら 間条例第 2条第 4 項の規定により定められたそ
れたその者の勤務時間を同条第 1項に規定する の者の勤務時間を同条第 1項に規定する勤務時
勤務時間で除して得た数をそれぞれ乗じて得た 間で除して得た数をそれぞれ乗じて得た額とし
額とし、その額に 1円未満の端数があるときは 、その額に 1円未満の端数があるときは、その
、その端数を切り捨てた額）とする。 端数を切り捨てた額）とする。

2・ 3 略 2・ 3 略

（期末手当及び勤勉手当） （期末手当及び勤勉手当）
第14条 略 第14条 略
2 条例第21条第 1 項後段の規定により期末手当 2 条例第21条第 1 項後段の規定により期末手当
の支給を受ける警察官は、次に掲げる警察官以 の支給を受ける警察官は、次に掲げる警察官以
外の警察官とする。 外の警察官とする。

略 略(１) (１)
その退職後基準日までの間において、条例 その退職後基準日までの間において、条例(２) (２)

の適用を受ける警察官又は第14条の 5第 3 項 の適用を受ける警察官又は第14条の 5第 3 項
第 1 号から第 6号までのいずれかに該当する 第 1 号から第 6号までのいずれかに該当する
者（非常勤である者にあっては、定年前再任 者（非常勤である者にあっては、法第28条の
用短時間勤務警察官、育児休業法第18条第 1 4第 1 項又は第28条の 5第 1 項の規定により
項に規定する短時間勤務職員及び地方公共団 採用された者で同項に規定する短時間勤務の
体の一般職の任期付職員の採用に関する法律 職を占めるもの、育児休業法第18条第 1項に
（平成14年法律第48号）第 5条の規定により 規定する短時間勤務職員及び地方公共団体の
採用された警察官に限る。）として在職する 一般職の任期付職員の採用に関する法律（平
もの 成14年法律第48号）第 5条の規定により採用

された職員に限る。）として在職するもの
略 略(３) (３)

3 ～ 8 略 3～ 8 略

（期末手当に係る在職期間） （期末手当に係る在職期間）
第14条の 5 略 第14条の 5 略
2 略 2 略
3 基準日以前 6 か月以内の期間において、次に 3 基準日以前 6 か月以内の期間において、次に
掲げる者（非常勤である者にあっては、定年前 掲げる者（非常勤である者にあっては、法第28
再任用短時間勤務職員、育児休業法第18条第 1 条の 4第 1 項又は第28条の 5 第 1 項の規定によ
項に規定する短時間勤務職員及び地方公共団体 り採用された者で同項に規定する短時間勤務の
の一般職の任期付職員の採用に関する法律第 5 職を占めるもの、育児休業法第18条第 1項に規
条の規定により採用された警察官に限る。）が 定する短時間勤務職員及び地方公共団体の一般
条例の適用を受ける警察官となった場合（第 7 職の任期付職員の採用に関する法律第 5条の規
号及び第 8号に掲げる者にあっては、引き続き 定により採用された職員に限る。）が条例の適
条例の適用を受ける警察官となった場合に限る 用を受ける警察官となった場合（第 7号及び第
。）は、その期間内においてそれらの者として 8号に掲げる者にあっては、引き続き条例の適
在職した期間は、第 1項の在職期間に算入する 用を受ける警察官となった場合に限る。）は、
。 その期間内においてそれらの者として在職した

期間は、第 1項の在職期間に算入する。
～ 略 ～ 略(１) (９) (１) (９)

4 略 4 略
5 前各項の期間の計算については、次に定める 5 前各項の期間の計算については、次に定める
ところによる。 ところによる。

略 略(１) (１)
1 月に満たない期間が 2 以上ある場合は、 1月に満たない期間が 2 以上ある場合は、(２) (２)

これらの期間を合算するものとし、これらの これらの期間を合算するものとし、これらの
期間の計算については、日を月に換算する場 期間の計算については、日を月に換算する場
合は30日をもって 1月とし、時間を日に換算 合は30日をもって 1月とし、時間を日に換算
する場合は 7 時間45分（定年前再任用短時間 する場合は 7 時間45分（法第28条の 4第 1 項
勤務警察官、育児休業法第18条第 1 項に規定 若しくは第28条の 5第 1 項の規定により採用
する短時間勤務職員又は地方公共団体の一般 された者で同項に規定する短時間勤務の職を
職の任期付職員の採用に関する法律第 5条の 占めるもの、育児休業法第18条第 1 項に規定
規定により採用された警察官であった期間に する短時間勤務職員又は地方公共団体の一般
あっては、当該期間（当該期間において週そ 職の任期付職員の採用に関する法律第 5条の
の他の一定期間を周期として一定の勤務時間 規定により採用された職員であった期間にあ
数が繰り返されていた場合にあっては、当該 っては、当該期間（当該期間において週その
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別表第2を次のように改める。 

別表第2 調整基本額表（第5条の4関係） 

ア 定年前再任用短時間勤務警察官以外の警察官 

一定期間。以下この号において「算定期間」 他の一定期間を周期として一定の勤務時間数
という。）における勤務時間数を算定期間に が繰り返されていた場合にあっては、当該一
おける勤務時間条例第 3条第 2 項本文の規定 定期間。以下この号において「算定期間」と
の適用を受ける警察官の勤務時間数で除して いう。）における勤務時間数を算定期間にお
得た数に7.75を乗じて得た時間）をもって 1 ける勤務時間条例第 3条第 2 項本文の規定の
日とする。 適用を受ける警察官の勤務時間数で除して得

た数に7.75を乗じて得た時間）をもって 1日
とする。

定年前再任用短時間勤務警察官、育児休業 法第28条の 4第 1 項若しくは第28条の 5第(３) (３)
法第18条第 1 項に規定する短時間勤務職員又 1 項の規定により採用された者で同項に規定
は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用 する短時間勤務の職を占めるもの、育児休業
に関する法律第 5条の規定により採用された 法第18条第 1 項に規定する短時間勤務職員又
警察官であった期間のうち、前号の規定によ は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用
り難い期間の計算については、あらかじめ人 に関する法律第 5条の規定により採用された
事委員会に協議するものとする。 職員であった期間のうち、前号の規定により

難い期間の計算については、あらかじめ人事
委員会に協議するものとする。

（警察官以外の警察職員の給与） （警察官以外の警察職員の給与）
第16条 警察官以外の警察職員のうち、常勤の者 第16条 警察官以外の警察職員のうち、常勤の者

及び法第22条の 4 第 1 項に規定する短時間勤務 及び法第28条の 5 第 1 項の規定する短時間勤務
の職を占める者の給与については、職員の給与 の職を占める者の給与については、職員の給与
に関する規則（昭和32年和歌山県人事委員会規 に関する規則（昭和32年和歌山県人事委員会規
則第23号）に規定する職員の例による。 則第23号）に規定する職員の例による。

附 則 附 則
1 ～ 5 略 1 ～ 5 略

（条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官
の給料の調整額）

6 条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官
に対する第 5 条の 4 第 4 項の規定の適用につい
ては、当分の間、同項各号列記以外の部分中「
応じた額」とあるのは「応じた額に1 0 0分の70
を乗じて得た額（その額に、50円未満の端数を
生じたときはこれを切り捨て、50円以上1 0 0円
未満の端数を生じたときはこれを1 0 0円に切り
上げた額）」と、同項第 1 号中「掲げる額」と
あるのは「掲げる額に1 0 0分の70を乗じて得た
額（その額に、50円未満の端数を生じたときは
これを切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を
生じたときはこれを1 0 0円に切り上げた額）」
とする。

（条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官
の管理職手当の支給額）

7 条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官
に対する第10条第 1 項の規定の適用については
、当分の間、同項中「掲げる額」とあるのは、
「掲げる額に1 0 0分の70を乗じて得た額（その
額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切
り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を生じたと
きはこれを1 0 0円に切り上げた額）」とする。

（条例附則第10項の規定の適用を受ける育児短
時間勤務警察官等の給料月額の端数計算）

8 育児休業条例附則第 7 項（同条例附則第 8 項
の規定により読み替えられた育児休業条例第25
条において準用する場合を含む。）の規定によ
り読み替えられた条例附則第10項の規定の適用
を受ける育児短時間勤務警察官等について、同
項の規定による給料月額に 1 円未満の端数があ
るときは、その端数を切り捨てた額をもって当
該育児短時間勤務警察官等の給料月額とする。
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イ 定年前再任用短時間勤務警察官 

 

 

 

職 務 の 級 調 整 基 本 額

1 級 7,900円

2 級 8,800円

3 級 9,400円

4 級 10,600円

5 級 11,300円

6 級 11,600円

7 級 12,000円

8 級 12,400円

9 級 13,100円

職 務 の 級 調 整 基 本 額

1 級 7,200円

2 級 7,600円

3 級 7,700円

4 級 8,700円

5 級 9,200円

6 級 9,600円
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別表第2の3中「再任用警察官」を「定年前再任用短時間勤務警察官」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第3条の改正規定（「掲げる時間」を「定める時

間」に改める部分に限る。）、第9条第2項の改正規定「掲げる時間と」を「定める時間と」に改める部

分に限る。）、第14条第2項第2号の改正規定（「職員に」を「警察官に」に改める部分に限る。）及び

第14条の5の改正規定（「職員に」を「警察官に」に改める部分及び「職員であった」を「警察官であっ

た」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第58号）附則第3項に規定

する暫定再任用警察官は、この規則による改正後の警察職員の給与に関する規則（以下この項から第4項

までにおいて「新規則」という。）第3条第2項に規定する定年前再任用短時間勤務警察官（次項におい

て「定年前再任用短時間勤務警察官」という。）とみなして、新規則第5条の4第4項及び第10条第1項の

規定を適用する。 

3 警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第3項に規定する暫定再任用短時間勤務警察官

（次項において「暫定再任用短時間勤務警察官」という。）は、定年前再任用短時間勤務警察官とみな

して、新規則第3条、第5条の3、第5条の4第3項、第9条第2項、第14条第2項並びに第14条の5第3項及び第

5項の規定を適用する。 

4 警察職員の給与に関する条例（昭和29年和歌山県条例第21号）第9条の2の規定により給料の調整を行

う職（次項において「給料の調整額適用職」という。）を占める地方公務員法の一部を改正する法律

（令和3年法律第63号。以下この項及び次項において「改正法」という。）附則第4条第1項又は第6条第1

項の規定により採用された警察官（次項において「特定暫定再任用警察官」という。）のうち、当該職

に係る職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第42号）による改正前の

職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第3号。以下この項において「旧定年条例」とい

う。）第3条に規定する年齢（改正法の施行の日（以下この項及び次項において「施行日」という。）以

後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、これら

の職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧定年条例第3条に規定する定年に準じた

当該職に係る年齢）に達した日が施行日の前日以前である警察官であって、その者に係る調整基本額が

経過措置基準額に達しないこととなるものには、新規則第5条の4及び前2項の規定による給料の調整額の

ほか、その差額に相当する額に当該警察官に係る調整数を乗じて得た額（暫定再任用短時間勤務警察官

にあってはその額に新規則第5条の4第3項第1号に定める数を、同項第2号に掲げる警察官にあってはその

額に同号に定める数をそれぞれ乗じて得た額）（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てた額）を給料の調整額として支給する。ただし、これらの額の合計が給料月額の100分の25を超える

ときは、給料月額の100分の25に相当する額（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた額）を給料の調整額として支給する。 

7 級 10,300円

8 級 11,300円

9 級 12,300円
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5 前項に規定する経過措置基準額とは、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額をい

う。 

（1）施行日の前日において、給料の調整額適用職を占める旧法再任用警察官（施行日前に改正法による

改正前の地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の4第1項又は第28条の5第1項の規定により採用

された警察官をいう。次号及び第3号において同じ。）であった警察官であって、施行日において引き

続き給料の調整額適用職を占める特定暫定再任用警察官となり、かつ、施行日から引き続き給料の調

整額適用職を占める特定暫定再任用警察官（第3号に掲げる警察官を除く。） 施行日の前日にその者

に適用されていた調整基本額 

（2）施行日以後に新たに給料の調整額適用職を占めることとなった特定暫定再任用警察官（次号に掲げ

る警察官を除く。） 施行日の前日に給料の調整額適用職を占める旧法再任用警察官になったとした

場合に警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例による改正前の警察職員の給与に関する条

例（次号において「旧条例」という。）及びこれに基づく人事委員会規則等の規定により同日にその

者に適用されることとなる給料表及び職務の級を基礎としてこの規則による改正前の警察職員の給与

に関する規則（次号において「旧規則」という。）第5条の4第2項の規定を適用したとしたならばその

者に適用されることとなる調整基本額 

（3）施行日以後に次に掲げる場合に該当することとなった特定暫定再任用警察官（給料の調整額適用職

以外の職を占める警察官として次に掲げる場合に該当することとなった日以後に新たに給料の調整額

適用職を占める警察官となったものを含む。） 施行日の前日において、給料の調整額適用職を占め

る旧法再任用警察官になったとし、かつ、同日に当該場合に該当することとなったとした場合（次に

掲げる場合に2回以上該当することとなった場合にあっては、同日において次に掲げる場合に順次該当

することとなったとした場合）に、旧条例及びこれに基づく人事委員会規則等の規定により同日にそ

の者に適用されることとなる給料表及び職務の級を基礎として旧規則第5条の4第2項の規定を適用した

としたならばその者に適用されることとなる調整基本額 

ア 給料表の適用を異にする異動をした場合 

イ 警察官の職務の級を施行日の前日にその者に適用されていた職務の級より下位の同一の給料表の

職務の級に変更した場合（同日に旧法再任用警察官でなかった者にあっては同日に旧法再任用警察

官になったとした場合に、同日後にアに掲げる場合に該当した者にあっては同日にアに掲げる場合

に該当することとなったとした場合に、それぞれ旧条例及びこれに基づく人事委員会規則等の規定

により同日にその者に適用されることとなる給料表及び職務の級より下位の同一の給料表の職務の

級に変更した場合） 

 

和歌山県人事委員会規則第36号 

職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

職員の通勤手当に関する規則（昭和33年和歌山県人事委員会規則第20号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（定年前再任用短時間勤務職員、修学部分休業 （再任用短時間勤務職員等に係る通勤手当の減
職員及び高齢者部分休業職員に係る通勤手当の 額）
減額）

第 8 条の 2 略 第 8 条の 2 略

（支給単位期間） （支給単位期間）
第12条の 3 略 第12条の 3 略
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附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第37号 

教育職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

教育職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

教育職員の通勤手当に関する規則（昭和33年和歌山県人事委員会規則第21号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第38号 

警察官の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

2 前項第 1 号に掲げる普通交通機関等又は新幹 2 前項第 1 号に掲げる普通交通機関等又は新幹
線鉄道等について、次の各号のいずれかに掲げ 線鉄道等について、次の各号のいずれかに掲げ
る事由（前条第 1 項各号に掲げる事由に該当す る事由（前条第 1項各号に掲げる事由に該当す
る事由に限る。）が前項第 1 号に定める期間に る事由に限る。）が前項第 1 号に定める期間に
係る最後の月の前月以前に生ずることが当該期 係る最後の月の前月以前に生ずることが当該期
間に係る最初の月の初日において明らかである 間に係る最初の月の初日において明らかである
場合には、当該事由が生ずることとなる日の属 場合には、当該事由が生ずることとなる日の属
する月（その日が月の初日である場合にあって する月（その日が月の初日である場合にあって
は、その日の属する月の前月）までの期間につ は、その日の属する月の前月）までの期間につ
いて、同項の規定にかかわらず、同項の規定に いて、同項の規定にかかわらず、同項の規定に
準じて支給単位期間を定めることができる。 準じて支給単位期間を定めることができる。

法第28条の 6 第 1 項の規定による退職その 法第28条の 2 の規定による退職その他の離(１) (１)
他の離職をすること。 職をすること。
～ 略 ～ 略(２) (５) (２) (５)

第12条の 4 略 第12条の 4 略

改 正 後 改 正 前

（定年前再任用短時間勤務職員、修学部分休業 （再任用短時間勤務職員等に係る通勤手当の減
職員及び高齢者部分休業職員に係る通勤手当の 額）
減額）

第 8 条の 2 略 第 8 条の 2 略

（支給単位期間） （支給単位期間）
第12条の 3 略 第12条の 3 略
2 前項第 1 号に掲げる普通交通機関等又は新幹 2 前項第 1 号に掲げる普通交通機関等又は新幹
線鉄道等について、次の各号のいずれかに掲げ 線鉄道等について、次の各号のいずれかに掲げ
る事由（前条第 1 項各号に掲げる事由に該当す る事由（前条第 1項各号に掲げる事由に該当す
る事由に限る。）が前項第 1 号に定める期間に る事由に限る。）が前項第 1 号に定める期間に
係る最後の月の前月以前に生ずることが当該期 係る最後の月の前月以前に生ずることが当該期
間に係る最初の月の初日において明らかである 間に係る最初の月の初日において明らかである
場合には、当該事由が生ずることとなる日の属 場合には、当該事由が生ずることとなる日の属
する月（その日が月の初日である場合にあって する月（その日が月の初日である場合にあって
は、その日の属する月の前月）までの期間につ は、その日の属する月の前月）までの期間につ
いて、同項の規定にかかわらず、同項の規定に いて、同項の規定にかかわらず、同項の規定に
準じて支給単位期間を定めることができる。 準じて支給単位期間を定めることができる。

法第28条の 6 第 1 項の規定による退職その 法第28条の 2 の規定による退職その他の離(１) (１)
他の離職をすること。 職をすること。
～ 略 ～ 略(２) (５) (２) (５)

第12条の 4 略 第12条の 4 略
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和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

警察官の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

警察官の通勤手当に関する規則（昭和33年和歌山県人事委員会規則第22号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第39号 

職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則 

職員の単身赴任手当に関する規則（平成2年和歌山県人事委員会規則第8号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

改 正 後 改 正 前

（定年前再任用短時間勤務警察官、修学部分休 （再任用短時間勤務警察官等に係る通勤手当の
業警察官及び高齢者部分休業警察官に係る通勤 減額）
手当の減額）

第 8 条の 2 略 第 8 条の 2 略

（支給単位期間） （支給単位期間）
第12条の 3 略 第12条の 3 略
2 前項第 1 号に掲げる普通交通機関等又は新幹 2 前項第 1 号に掲げる普通交通機関等又は新幹
線鉄道等について、次の各号のいずれかに掲げ 線鉄道等について、次の各号のいずれかに掲げ
る事由（前条第 1 項各号に掲げる事由に該当す る事由（前条第 1項各号に掲げる事由に該当す
る事由に限る。）が前項第 1 号に定める期間に る事由に限る。）が前項第 1 号に定める期間に
係る最後の月の前月以前に生ずることが当該期 係る最後の月の前月以前に生ずることが当該期
間に係る最初の月の初日において明らかである 間に係る最初の月の初日において明らかである
場合には、当該事由が生ずることとなる日の属 場合には、当該事由が生ずることとなる日の属
する月（その日が月の初日である場合にあって する月（その日が月の初日である場合にあって
は、その日の属する月の前月）までの期間につ は、その日の属する月の前月）までの期間につ
いて、同項の規定にかかわらず、同項の規定に いて、同項の規定にかかわらず、同項の規定に
準じて支給単位期間を定めることができる。 準じて支給単位期間を定めることができる。

法第28条の 6 第 1 項の規定による退職その 法第28条の 2 の規定による退職その他の離(１) (１)
他の離職をすること。 職をすること。
～ 略 ～ 略(２) (５) (２) (５)

第12条の 4 略 第12条の 4 略

改 正 後 改 正 前

（権衡職員の範囲等） （権衡職員の範囲等）
第 5 条 略 第 5 条 略

略 略2 2
3 条例第15条の 2 第 3 項の同条第 1 項の規定に 3 条例第15条の 2 第 3 項の同条第 1 項の規定に
よる単身赴任手当を支給される職員との権衡上 よる単身赴任手当を支給される職員との権衡上
必要があると認められるものとして人事委員会 必要があると認められるものとして人事委員会
規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。 規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以 地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以(１) (１)
下「法」という。）第22条の 4 第 1 項の規定 下「法」という。）第28条の 4 第 1項又は第
による採用（法の規定により退職した日の翌 28条の 5 第 1項の規定による採用（法第28条
日におけるものに限る。）をされたこと（以 の 第 1 項の規定により退職した日（法第282
下この号及び第 7 号において「採用」という 条の 3の規定により勤務した後退職した日及
。）に伴い、住居を移転し、第 条に規定す び当該採用に係る任期が満了した日を含む。2
るやむを得ない事情により、同居していた配 ）の翌日におけるものに限る。）をされたこ
偶者と別居することとなった職員で、当該採 と（以下「採用」という。）に伴い、住居を
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附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第5条第3項の改正規定（「以下「採用」を「以下

この号及び第7号において「採用」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 次に掲げる事由の発生に伴い、住居を移転し、職員の単身赴任手当に関する規則第2条に規定するやむ

を得ない事情により、同居していた配偶者と別居することとなった職員であって、当該事由の発生の直

前の住居から当該事由の発生の直後に在勤する公署に通勤することが同規則第3条に規定する基準に照ら

して困難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況とするものとなった暫定再任用職

員（職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第41号）附則第3項に規定す

る暫定再任用職員をいう。）は、職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第51号）第15条の2第

3項の同条第1項の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認められるものと

して人事委員会規則で定める職員とする。 

（1）地方公務員法の一部を改正する法律（令和3年法律第63号。以下この号及び次号並びに次項において

「改正法」という。）附則第4条第1項又は第6条第1項の規定による採用（改正法による改正前の地方

公務員法（昭和25年法律第261号。以下この号において「旧法」という。）第28条の2第1項の規定によ

り退職した日（旧法第28条の3又は改正法附則第3条第5項若しくは第6項の規定により勤務した後退職

した日及び旧法第28条の4第1項若しくは第28条の5第1項又は改正法附則第4条第1項若しくは第6条第1

項の規定による採用に係る任期が満了した日を含む。）の翌日におけるものに限る。）をされたこと。 

（2）改正法附則第4条第2項又は第6条第2項の規定による採用（改正法による改正後の地方公務員法（以

下この号及び次項において「新法」という。）第28条の6第1項の規定により退職した日（新法第28条

の7第1項又は第2項の規定により勤務した後退職した日及び新法第22条の4第1項又は改正法附則第4条

第2項若しくは第6条第2項の規定による採用に係る任期が満了した日を含む。）の翌日におけるものに

限る。）をされたこと。 

3 改正法附則第4条第2項又は第6条第2項の規定により採用され勤務した後退職した日の翌日に新法第22

条の4第1項の規定により採用された職員に対するこの規則による改正後の職員の単身赴任手当に関する

規則第5条第3項の規定の適用については、同項第1号中「退職した日」とあるのは、「退職した日（地方

公務員法の一部を改正する法律（令和3年法律第63号）附則第4条第2項又は第6条第2項の規定により採用

され勤務した後退職した日を含む。）」とする。 

4 この規則による改正前の職員の単身赴任手当に関する規則第5条第3項第1号の規定は、この規則の施行

の日前に同号に該当する職員については、この規則の施行後も、なおその効力を有する。 

 

和歌山県人事委員会規則第40号 

教育職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

教育職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則 

教育職員の単身赴任手当に関する規則（平成2年和歌山県人事委員会規則第9号）の一部を次のように改

用の直前の住居から当該採用の直後に在勤す 移転し、第 条に規定するやむを得ない事情2
る公署に通勤することが第 3条に規定する基 により、同居していた配偶者と別居すること
準に照らして困難であると認められるものの となった職員で、当該採用の直前の住居から
うち、単身で生活することを常況とする職員 当該採用の直後に在勤する公署に通勤するこ

とが第 3条に規定する基準に照らして困難で
あると認められるもののうち、単身で生活す
ることを常況とする職員

～ 略 ～ 略(２) (８) (２) (８)
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正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第5条第3項の改正規定（「以下「採用」を「以下

この号及び第7号において「採用」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 次に掲げる事由の発生に伴い、住居を移転し、教育職員の単身赴任手当に関する規則第2条に規定する

やむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することとなった職員であって、当該事由の発生

の直前の住居から当該事由の発生の直後に在勤する公署に通勤することが同規則第3条に規定する基準に

照らして困難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況とするものとなった暫定再任

用職員（教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第55号）附則第3項

に規定する暫定再任用職員をいう。）は、教育職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第52

号）第15条の5第3項の同条第1項の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認

められるものとして人事委員会規則で定める職員とする。 

（1）地方公務員法の一部を改正する法律（令和3年法律第63号。以下この号及び次号並びに次項において

「改正法」という。）附則第4条第1項又は第6条第1項の規定による採用（改正法による改正前の地方

公務員法（昭和25年法律第261号。以下この号において「旧法」という。）第28条の2第1項の規定によ

り退職した日（旧法第28条の3又は改正法附則第3条第5項若しくは第6項の規定により勤務した後退職

した日及び旧法第28条の4第1項若しくは第28条の5第1項又は改正法附則第4条第1項若しくは第6条第1

項の規定による採用に係る任期が満了した日を含む。）の翌日におけるものに限る。）をされたこと。 

（2）改正法附則第4条第2項又は第6条第2項の規定による採用（改正法による改正後の地方公務員法（以

下この号及び次項において「新法」という。）第28条の6第1項の規定により退職した日（新法第28条

の7第1項又は第2項の規定により勤務した後退職した日及び新法第22条の4第1項又は改正法附則第4条

第2項若しくは第6条第2項の規定による採用に係る任期が満了した日を含む。）の翌日におけるものに

限る。）をされたこと。 

3 改正法附則第4条第2項又は第6条第2項の規定により採用され勤務した後退職した日の翌日に新法第22

改 正 後 改 正 前

（権衡職員の範囲等） （権衡職員の範囲等）
第 5 条 略 第 5 条 略

略 略2 2
3 条例第15条の 5 第 3 項の同条第 1 項の規定に 3 条例第15条の 5 第 3 項の同条第 1 項の規定に
よる単身赴任手当を支給される職員との権衡上 よる単身赴任手当を支給される職員との権衡上
必要があると認められるものとして人事委員会 必要があると認められるものとして人事委員会
規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。 規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以 地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以(１) (１)
下「法」という。）第22条の 4 第 1 項の規定 下「法」という。）第28条の 4 第 1項又は第
による採用（法の規定により退職した日の翌 28条の 5 第 1項の規定による採用（法第28条
日におけるものに限る。）をされたこと（以 の 第 1 項の規定により退職した日（法第282
下この号及び第 7 号において「採用」という 条の 3の規定により勤務した後退職した日及
。）に伴い、住居を移転し、第 条に規定す び当該採用に係る任期が満了した日を含む。2
るやむを得ない事情により、同居していた配 ）の翌日におけるものに限る。）をされたこ
偶者と別居することとなった職員で、当該採 と（以下「採用」という。）に伴い、住居を
用の直前の住居から当該採用の直後に在勤す 移転し、第 条に規定するやむを得ない事情2
る公署に通勤することが第 3条に規定する基 により、同居していた配偶者と別居すること
準に照らして困難であると認められるものの となった職員で、当該採用の直前の住居から
うち、単身で生活することを常況とする職員 当該採用の直後に在勤する公署に通勤するこ

とが第 3条に規定する基準に照らして困難で
あると認められるもののうち、単身で生活す
ることを常況とする職員

～ 略 ～ 略(２) (８) (２) (８)
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条の4第1項の規定により採用された職員に対するこの規則による改正後の教育職員の単身赴任手当に関

する規則第5条第3項の規定の適用については、同項第1号中「退職した日」とあるのは、「退職した日

（地方公務員法の一部を改正する法律（令和3年法律第63号）附則第4条第2項又は第6条第2項の規定によ

り採用され勤務した後退職した日を含む。）」とする。 

4 この規則による改正前の教育職員の単身赴任手当に関する規則第5条第3項第1号の規定は、この規則の

施行の日前に同号に該当する職員については、この規則の施行後も、なおその効力を有する。 

 

和歌山県人事委員会規則第41号 

警察官の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

警察官の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則 

警察官の単身赴任手当に関する規則（平成2年和歌山県人事委員会規則第10号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第5条第3項の改正規定（「以下「採用」を「以下

この号及び第7号において「採用」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 次に掲げる事由の発生に伴い、住居を移転し、警察官の単身赴任手当に関する規則第2条に規定するや

むを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することとなった警察官であって、当該事由の発生

の直前の住居から当該事由の発生の直後に在勤する公署に通勤することが同規則第3条に規定する基準に

照らして困難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況とするものとなった暫定再任

用警察官（警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第58号）附則第3

項に規定する暫定再任用警察官をいう。）は、警察職員の給与に関する条例（昭和29年和歌山県条例第2

改 正 後 改 正 前

（権衡警察官の範囲等） （権衡警察官の範囲等）
第 5 条 略 第 5 条 略

略 略2 2
3 条例第13条の 2 第 3 項の同条第 1 項の規定に 3 条例第13条の 2 第 3 項の同条第 1 項の規定に
よる単身赴任手当を支給される警察官との権衡 よる単身赴任手当を支給される警察官との権衡
上必要があると認められるものとして人事委員 上必要があると認められるものとして人事委員
会規則で定める警察官は、次に掲げる警察官と 会規則で定める警察官は、次に掲げる警察官と
する。 する。

地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以 地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号。以(１) (１)
下「法」という。）第22条の 4 第 1 項の規定 下「法」という。）第28条の 4 第 1項又は第
による採用（法の規定により退職した日の翌 28条の 5 第 1項の規定による採用（法第28条
日におけるものに限る。）をされたこと（以 の 第 1 項の規定により退職した日（法第282
下この号及び第 7 号において「採用」という 条の 3の規定により勤務した後退職した日及
。）に伴い、住居を移転し、第 条に規定す び当該採用に係る任期が満了した日を含む。2
るやむを得ない事情により、同居していた配 ）の翌日におけるものに限る。）をされたこ
偶者と別居することとなった警察官で、当該 と（以下「採用」という。）に伴い、住居を
採用の直前の住居から当該採用の直後に在勤 移転し、第 条に規定するやむを得ない事情2
する公署に通勤することが第 3条に規定する により、同居していた配偶者と別居すること
基準に照らして困難であると認められるもの となった警察官で、当該採用の直前の住居か
のうち、単身で生活することを常況とする警 ら当該採用の直後に在勤する公署に通勤する
察官 ことが第 3条に規定する基準に照らして困難

であると認められるもののうち、単身で生活
することを常況とする警察官

～ 略 ～ 略(２) (８) (２) (８)
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1号）第13条の2第3項の同条第1項の規定による単身赴任手当を支給される警察官との権衡上必要がある

と認められるものとして人事委員会規則で定める警察官とする。 

（1）地方公務員法の一部を改正する法律（令和3年法律第63号。以下この号及び次号並びに次項において

「改正法」という。）附則第4条第1項又は第6条第1項の規定による採用（改正法による改正前の地方

公務員法（昭和25年法律第261号。以下この号において「旧法」という。）第28条の2第1項の規定によ

り退職した日（旧法第28条の3又は改正法附則第3条第5項若しくは第6項の規定により勤務した後退職

した日及び旧法第28条の4第1項若しくは第28条の5第1項又は改正法附則第4条第1項若しくは第6条第1

項の規定による採用に係る任期が満了した日を含む。）の翌日におけるものに限る。）をされたこと。 

（2）改正法附則第4条第2項又は第6条第2項の規定による採用（改正法による改正後の地方公務員法（以

下この号及び次項において「新法」という。）第28条の6第1項の規定により退職した日（新法第28条

の7第1項又は第2項の規定により勤務した後退職した日及び新法第22条の4第1項又は改正法附則第4条

第2項若しくは第6条第2項の規定による採用に係る任期が満了した日を含む。）の翌日におけるものに

限る。）をされたこと。 

3 改正法附則第4条第2項又は第6条第2項の規定により採用され勤務した後退職した日の翌日に新法第22

条の4第1項の規定により採用された警察官に対するこの規則による改正後の警察官の単身赴任手当に関

する規則第5条第3項の規定の適用については、同項第1号中「退職した日」とあるのは、「退職した日

（地方公務員法の一部を改正する法律（令和3年法律第63号）附則第4条第2項又は第6条第2項の規定によ

り採用され勤務した後退職した日を含む。）」とする。 

4 この規則による改正前の警察官の単身赴任手当に関する規則第5条第3項第1号の規定は、この規則の施

行の日前に同号に該当する警察官については、この規則の施行後も、なおその効力を有する。 

 

和歌山県人事委員会規則第42号 

職員の管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

職員の管理職員特別勤務手当に関する規則（平成3年和歌山県人事委員会規則第16号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（管理職員特別勤務手当の額等） （管理職員特別勤務手当の額等）
第 2 条 条例第19条の 4 第 3 項第 1 号の人事委員 第 2 条 条例第19条の 4 第 3 項第 1 号の人事委員

会規則で定める額は、次の各号に掲げる職員の 会規則で定める額は、管理職手当規則第 2 条の
区分に応じ、当該各号に定める額とする。 規定により支給されることとなる管理職手当の

支給区分に応じ、次の各号に掲げる額とする。
次号に掲げる職員以外の管理職員（前条第 前条第 1 号に掲げる職員 管理職手当規則(１) (１)

1 号に規定する職員をいう。以下この号及び 第 2 条の規定により支給されることとなる管
次号並びに次条において同じ。） 次に掲げ 理職手当の支給区分に応じ、それぞれ次に掲
る当該管理職員の占める職に係る管理職手当 げる額
規則別表第 2 の支給区分の欄に掲げる区分に
応じ、それぞれ次に定める額
ア～オ 略 ア～オ 略

定年前再任用短時間勤務職員（条例第 9 条(２)
第 3 項に規定する定年前再任用短時間勤務職
員をいう。次条第 1 項第 2 号において同じ。
）である管理職員 次に掲げる当該管理職員
の占める職に係る管理職手当規則別表第 2 の
支給区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ
次に定める額
ア 1 種及び 2 種 1 万1,000円
イ 3 種 9,000円
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附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第2条第1項の改正規定（「次の各号に掲げる」を

「当該各号に定める」に改める部分及び「掲げる額」を「定める額」に改める部分に限る。）及び第3条

第1項の改正規定（「それぞれ次に掲げる」を「当該各号に定める」に改める部分に限る。）は、公布の

日から施行する。 

（経過措置） 

2 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第41号）附則第3項に規定する

暫定再任用職員は、この規則による改正後の職員の管理職員特別勤務手当に関する規則（以下この項に

ウ 4 種及び 5 種 7,000円
エ 6 種 5,000円
オ 7 種 3,000円
・ 略 ・ 略(３) (４) (２) (３)

2 略 2 略

第 3 条 条例第19条の 4 第 3 項第 2 号の人事委員 第 3 条 条例第19条の 4 第 3 項第 2 号の人事委員
会規則で定める額は、次の各号に掲げる職員の 会規則で定める額は、管理職手当規則第 2 条の
区分に応じ、当該各号に定める額とする。 規定により支給されることとなる管理職手当の

支給区分に応じ、それぞれ次に掲げる額とする
。

次号に掲げる職員以外の管理職員 次に掲 1 種及び 2 種 6,000円(１) (１)
げる当該管理職員の占める職に係る管理職手
当規則別表第 2 の支給区分の欄に掲げる区分
に応じ、それぞれ次に定める額
ア 1 種及び 2 種 6,000円
イ 3 種 5,000円
ウ 4 種及び 5 種 4,000円
エ 6 種 3,000円
オ 7 種 2,000円

定年前再任用短時間勤務職員である管理職 3 種 5,000円(２) (２)
員 次に掲げる当該管理職員の占める職に係
る管理職手当規則別表第 2 の支給区分の欄に
掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める額
ア 1 種及び 2 種 5,500円
イ 3 種 4,500円
ウ 4 種及び 5 種 3,500円
エ 6 種 2,500円
オ 7 種 1,500円

4 種及び 5 種 4,000円(３)
6 種 3,000円(４)
7 種 2,000円(５)

2 条例第19条の 4 第 1 項の勤務をした後、引き 2 条例第19条の 4 第 1 項の勤務をした後、引き
続いて同条第 2 項の勤務をした管理職員には、 続いて同条第 2 項の勤務をした管理職員（同条
その引き続く勤務に係る同条第 2 項の規定によ 第 1 項に規定する管理職員をいう。）には、そ
る管理職員特別勤務手当を支給しない。 の引き続く勤務に係る同条第 2 項の規定による

管理職員特別勤務手当を支給しない。

附 則 附 則
（施行期日）

1 この規則は、平成 4 年 1 月 1 日から施行する この規則は、平成 4 年 1 月 1 日から施行する。
。

（条例附則第17項の規定の適用を受ける職員の
管理職員特別勤務手当の額）

2 条例附則第17項の規定の適用を受ける職員に
対する第 2条第 1 項及び第 3 条第 1 項の規定の
適用については、当分の間、第 2 条第 1 項第 1
号及び第 3条第 1 項第 1 号中「定める額」とあ
るのは、「定める額に1 0 0分の70を乗じて得た
額（その額に、50円未満の端数を生じたときは
これを切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を
生じたときはこれを1 0 0円に切り上げた額）」
とする。
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おいて「新規則」という。）第2条第1項第2号に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、同項

及び新規則第3条第1項の規定を適用する。 

 

和歌山県人事委員会規則第43号 

教育職員の管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

教育職員の管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

教育職員の管理職員特別勤務手当に関する規則（平成3年和歌山県人事委員会規則第17号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（管理職員特別勤務手当の額等） （管理職員特別勤務手当の額等）
第 2 条 条例第15条の 6 第 3 項第 1 号の人事委員 第 2 条 条例第15条の 6第 3 項第 1 号の人事委員

会規則で定める額は、次の各号に掲げる職員の 会規則で定める額は、規則別表第 2の支給区分
区分に応じ、当該各号に定める額とする。 の欄に掲げる区分に応じ、次の各号に掲げる額

とする。
次号に掲げる職員以外の管理職員（前条に 1種 8,000円(１) (１)

規定する職員をいう。以下この号及び次号並
びに次条において同じ。） 次に掲げる当該
管理職員の占める職に係る規則別表第 2 の支
給区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ次
に定める額
ア 1種 8,000円
イ 2種及び 3 種 6,000円
ウ 4種及び 5 種 4,000円

定年前再任用短時間勤務職員（条例第 9条 2種及び 3 種 6,000円(２) (２)
第 2 項に規定する定年前再任用短時間勤務職
員をいう。次条第 1 項第 2 号において同じ。
）である管理職員 次に掲げる当該管理職員
の占める職に係る規則別表第 2 の支給区分の
欄に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める
額
ア 1種 7,000円
イ 2種及び 3 種 5,000円
ウ 4種及び 5 種 3,000円

4種及び 5 種 4,000円(３)
2 略 2 略

第 3条 条例第15条の 6 第 3 項第 2 号の人事委員 第 3条 条例第15条の 6 第 3 項第 2 号の人事委員
会規則で定める額は、次の各号に掲げる職員の 会規則で定める額は、規則別表第 2の支給区分
区分に応じ、当該各号に定める額とする。 の欄に掲げる区分に応じ、次の各号に掲げる額

とする。
次号に掲げる職員以外の管理職員 次に掲 1種 4,000円(１) (１)

げる当該管理職員の占める職に係る規則別表
第 2 の支給区分の欄に掲げる区分に応じ、そ
れぞれ次に定める額
ア 1種 4,000円
イ 2種及び 3 種 3,000円
ウ 4種及び 5 種 2,000円

定年前再任用短時間勤務職員である管理職 2種及び 3 種 3,000円(２) (２)
員 次に掲げる当該管理職員の占める職に係
る規則別表第 2 の支給区分の欄に掲げる区分
に応じ、それぞれ次に定める額
ア 1種 3,500円
イ 2種及び 3 種 2,500円
ウ 4種及び 5 種 1,500円

4種及び 5 種 2,000円(３)
2 条例第15条の 6 第 1 項の勤務をした後、引き 2 条例第15条の 6 第 1 項の勤務をした後、引き
続いて同条第 2項の勤務をした管理職員には、 続いて同条第 2項の勤務をした管理職員（同条
その引き続く勤務に係る同条第 2項の規定によ 第 1項に規定する管理職員をいう。）には、そ
る管理職員特別勤務手当を支給しない。 の引き続く勤務に係る同条第 2項の規定による
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附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第2条第1項の改正規定（「次の各号に掲げる」を

「当該各号に定める」に改める部分に限る。）及び第3条第1項の改正規定（「次の各号に掲げる」を

「当該各号に定める」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第55号）附則第3項に規定

する暫定再任用職員は、この規則による改正後の教育職員の管理職員特別勤務手当に関する規則（以下

この項において「新規則」という。）第2条第1項第2号に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなし

て、同項及び新規則第3条第1項の規定を適用する。 

 

和歌山県人事委員会規則第44号 

警察官の管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

警察官の管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

警察官の管理職員特別勤務手当に関する規則（平成3年和歌山県人事委員会規則第18号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

管理職員特別勤務手当を支給しない。

附 則 附 則
（施行期日）

1 この規則は、平成 4 年 1 月 1 日から施行する この規則は、平成 4 年 1 月 1 日から施行する。
。

（条例附則第12項の規定の適用を受ける職員の
管理職員特別勤務手当の額）

2 条例附則第12項の規定の適用を受ける職員に
対する第 2条第 1 項及び第 3 条第 1 項の規定の
適用については、当分の間、第 2 条第 1 項第 1
号及び第 3条第 1 項第 1 号中「定める額」とあ
るのは、「定める額に1 0 0分の70を乗じて得た
額（その額に、50円未満の端数を生じたときは
これを切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を
生じたときはこれを1 0 0円に切り上げた額）」
とする。

改 正 後 改 正 前

（管理職員特別勤務手当の額等） （管理職員特別勤務手当の額等）
第 2 条 条例第19条第 3 項第 1 号の人事委員会規 第 2 条 条例第19条第 3 項第 1 号の人事委員会規

則で定める額は、次の各号に掲げる警察官の区 則で定める額は、規則別表第 2の 2 の支給区分
分に応じ、当該各号に定める額とする。 の欄に掲げる区分に応じ、次の各号に掲げる額

とする。
次号に掲げる警察官以外の管理警察官（前 1 種 1 万2,000円(１) (１)

条に規定する警察官をいう。以下この号及び
次号並びに次条において同じ。） 次に掲げ
る当該管理警察官の占める職に係る規則別表
第 2 の 2 の支給区分の欄に掲げる区分に応じ
、それぞれ次に定める額
ア 1種 1 万2,000円
イ 2種 1 万円
ウ 3 種及び 4 種 8,000円
エ 5 種 6,000円

定年前再任用短時間勤務警察官（条例第 8 2 種 1 万円(２) (２)
条第 2 項に規定する定年前再任用短時間勤務
警察官をいう。次条第 1 項第 2 号において同
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附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第2条第1項の改正規定（「次の各号に掲げる」を

「当該各号に定める」に改める部分に限る。）及び第3条第1項の改正規定（「次の各号に掲げる」を

「当該各号に定める」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第58号）附則第3項に規定

する暫定再任用警察官は、この規則による改正後の警察官の管理職員特別勤務手当に関する規則（以下

じ。）である管理警察官 次に掲げる当該管
理警察官の占める職に係る規則別表第 2 の 2
の支給区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞ
れ次に定める額
ア 1種 1 万1,000円
イ 2種 9,000円
ウ 3 種及び 4 種 7,000円
エ 5 種 5,000円

3 種及び 4 種 8,000円(３)
5 種 6,000円(４)

2 略 2 略

第 3条 条例第19条第 3 項第 2 号の人事委員会規 第 3条 条例第19条第 3 項第 2 号の人事委員会規
則で定める額は、次の各号に掲げる警察官の区 則で定める額は、規則別表第 2の 2 の支給区分
分に応じ、当該各号に定める額とする。 の欄に掲げる区分に応じ、次の各号に掲げる額

とする。
次号に掲げる警察官以外の管理警察官 次 1種 6,000円(１) (１)

に掲げる当該管理警察官の占める職に係る規
則別表第 2 の 2 の支給区分の欄に掲げる区分
に応じ、それぞれ次に定める額
ア 1種 6,000円
イ 2種 5,000円
ウ 3 種及び 4 種 4,000円
エ 5 種 3,000円

定年前再任用短時間勤務警察官である管理 2種 5,000円(２) (２)
警察官 次に掲げる当該管理警察官の占める
職に係る規則別表第 2 の 2の支給区分の欄に
掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める額
ア 1種 5,500円
イ 2種 4,500円
ウ 3 種及び 4 種 3,500円
エ 5 種 2,500円

3 種及び 4 種 4,000円(３)
5 種 3,000円(４)

2 条例第15条の 6 第 1 項の勤務をした後、引き 2 条例第15条の 6 第 1 項の勤務をした後、引き
続いて同条第 2項の勤務をした管理警察官には 続いて同条第 2項の勤務をした管理警察官（同
、その引き続く勤務に係る同条第 2項の規定に 条第 1項に規定する管理警察官をいう。）には
よる管理職員特別勤務手当を支給しない。 、その引き続く勤務に係る同条第 2項の規定に

よる管理職員特別勤務手当を支給しない。

附 則 附 則
（施行期日）

1 この規則は、平成 4 年 1 月 1 日から施行する この規則は、平成 4 年 1 月 1 日から施行する。
。

（条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官
の管理職員特別勤務手当の額）

2 条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官
に対する第 2 条第 1 項及び第 3 条第 1 項の規定
の適用については、当分の間、第 2 条第 1 項第
1 号及び第 3 条第 1 項第 1 号中「定める額」と
あるのは、「定める額に1 0 0分の70を乗じて得
た額（その額に、50円未満の端数を生じたとき
はこれを切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数
を生じたときはこれを1 0 0円に切り上げた額）
」とする。
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この項において「新規則」という。）第2条第1項第2号に規定する定年前再任用短時間勤務警察官とみな

して、同項及び新規則第3条第1項の規定を適用する。 

 

和歌山県人事委員会規則第45号 

職員の特地勤務手当に関する規則及び職員の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則の一部を

改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の特地勤務手当に関する規則及び職員の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則の一

部を改正する規則 

（職員の特地勤務手当に関する規則の一部改正） 

第1条 職員の特地勤務手当に関する規則（昭和58年和歌山県人事委員会規則第2号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（職員の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則の一部改正） 

第2条 職員の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則（令和4年和歌山県人事委員会規則第10

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則
3 略 3 略

（条例附則第17項の規定の適用を受ける職員の
手当の額）

4 条例附則第17項の規定の適用を受ける職員に
対する第 3条の規定の適用については、当分の
間、同条中「掲げる額」とあるのは、「掲げる
額に1 0 0分の70を乗じて得た額（その額に、50
円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、
50円以上1 0 0円未満の端数を生じたときはこれ
を1 0 0円に切り上げた額）」とする。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則
（経過措置） （経過措置）

2 この規則の施行の日（以下「施行日」という 2 この規則の施行の日（以下「施行日」という
。）の前日においてこの規則による改正前の職 。）の前日においてこの規則による改正前の職
員の特地勤務手当に関する規則（以下「改正前 員の特地勤務手当に関する規則（以下「改正前
の規則」という。）第 2 条に規定する特地公署 の規則」という。）第 2 条に規定する特地公署
とされていた公署のうちこの規則による改正後 とされていた公署のうちこの規則による改正後
の職員の特地勤務手当に関する規則（以下「改 の職員の特地勤務手当に関する規則（以下「改
正後の規則」という。）第 2 条に規定する特地 正後の規則」という。）第 2 条に規定する特地
公署でなくなり、又は別表に掲げる級地区分が 公署でなくなり、又は別表に掲げる級地区分が
下位となった公署に勤務する職員にあっては、 下位となった公署に勤務する職員にあっては、
改正後の規則第 2 条及び第 3 条の規定にかかわ 改正後の規則第 2 条及び第 3 条の規定にかかわ
らず、改正前の規則の規定による当該公署の次 らず、改正前の規則の規定による当該公署の次
の表の級別区分欄に掲げる区分に応じ、施行日 の表の級別区分欄に掲げる区分に応じ、施行日
から令和 5 年 3 月31日までの間にあってはそれ から令和 5 年 3 月31日までの間にあってはそれ
ぞれ施行日から令和 5 年 3 月31日までの欄に定 ぞれ施行日から令和 5 年 3 月31日までの欄に定
める額を、同年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月31日 める額を、同年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月31日
までの間にあってはそれぞれ令和 5 年 4 月 1 日 までの間にあってはそれぞれ令和 5 年 4 月 1 日
から令和 6 年 3 月31日までの欄に定める額を、 から令和 6 年 3 月31日までの欄に定める額を、
同年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月31日までの間に 同年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月31日までの間に
あってはそれぞれ令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 あってはそれぞれ令和 6 年 4 月 1 日から令和 7
年 3 月31日までの欄に定める額を特地勤務手当 年 3 月31日までの欄に定める額を特地勤務手当
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附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第46号 

警察官の特地勤務手当に関する規則及び警察官の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則の一

部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

警察官の特地勤務手当に関する規則及び警察官の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則

の一部を改正する規則 

（警察官の特地勤務手当に関する規則の一部改正） 

第1条 警察官の特地勤務手当に関する規則（昭和58年和歌山県人事委員会規則第3号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（警察官の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則の一部改正） 

第2条 警察官の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則（令和4年和歌山県人事委員会規則第11

として支給する。 として支給する。

略 略

備考 備考
1 職員の給与に関する条例（昭和28年和
歌山県条例第51号）附則第17項の規定の
適用を受ける職員に対する第 3 条の規定
の適用については、当分の間、同条中「
掲げる額」とあるのは、「掲げる額に10
0 分の70を乗じて得た額（その額に、50
円未満の端数を生じたときはこれを切り
捨て、50円以上1 0 0円未満の端数を生じ
たときはこれを1 0 0円に切り上げた額）
」とする。

2 地方公務員の育児休業等に関する法律 地方公務員の育児休業等に関する法律
（平成 3 年法律第1 1 0号）第11条第 1 項 （平成 3 年法律第1 1 0号）第11条第 1 項
に規定する育児短時間勤務職員又は同法 に規定する育児短時間勤務職員又は同法
第17条の規定による短時間勤務をしてい 第17条の規定による短時間勤務をしてい
る職員にあっては、この表に定める額に る職員にあっては、この表に定める額に
職員の勤務時間、休暇等に関する条例（ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（
平成 7 年和歌山県条例第 6 号）第 2 条第 平成 7 年和歌山県条例第 6 号）第 2 条第
2 項の規定により定められたその者の勤 2 項の規定により定められたその者の勤
務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間 務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間
で除して得た数を乗じて得た額とし、そ で除して得た数を乗じて得た額とし、そ
の額に 1 円未満の端数があるときは、そ の額に 1 円未満の端数があるときは、そ
の端数を切り捨てた額とする。 の端数を切り捨てた額とする。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則
3 略 3 略

（条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官
の手当の額）

4 条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官
に対する第 3 条の規定の適用については、当分
の間、同条中「掲げる額」とあるのは、「掲げ
る額に1 0 0分の70を乗じて得た額（その額に、
50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て
、50円以上1 0 0円未満の端数を生じたときはこ
れを1 0 0円に切り上げた額）」とする。
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号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第47号 

職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則
（経過措置） （経過措置）

2 この規則の施行の日（以下「施行日」という 2 この規則の施行の日（以下「施行日」という
。）の前日においてこの規則による改正前の警 。）の前日においてこの規則による改正前の警
察官の特地勤務手当に関する規則（以下「改正 察官の特地勤務手当に関する規則（以下「改正
前の規則」という。）第 2 条に規定する特地公 前の規則」という。）第 2 条に規定する特地公
署とされていた公署のうちこの規則による改正 署とされていた公署のうちこの規則による改正
後の警察官の特地勤務手当に関する規則（以下 後の警察官の特地勤務手当に関する規則（以下
「改正後の規則」という。）第 2 条に規定する 「改正後の規則」という。）第 2 条に規定する
特地公署でなくなり、又は別表に掲げる級地区 特地公署でなくなり、又は別表に掲げる級地区
分が下位となった公署に勤務する警察官にあっ 分が下位となった公署に勤務する警察官にあっ
ては、改正後の規則第 2 条及び第 3 条の規定に ては、改正後の規則第 2 条及び第 3 条の規定に
かかわらず、改正前の規則の規定による当該公 かかわらず、改正前の規則の規定による当該公
署の次の表の級別区分欄に掲げる区分に応じ、 署の次の表の級別区分欄に掲げる区分に応じ、
施行日から令和 5 年 3 月31日までの間にあって 施行日から令和 5 年 3 月31日までの間にあって
はそれぞれ施行日から令和 5 年 3 月31日までの はそれぞれ施行日から令和 5 年 3 月31日までの
欄に定める額を、同年 4 月 1 日から令和 6 年 3 欄に定める額を、同年 4 月 1 日から令和 6 年 3
月31日までの間にあってはそれぞれ令和 5 年 4 月31日までの間にあってはそれぞれ令和 5 年 4
月 1 日から令和 6 年 3 月31日までの欄に定める 月 1 日から令和 6 年 3 月31日までの欄に定める
額を、同年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月31日まで 額を、同年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月31日まで
の間にあってはそれぞれ令和 6 年 4 月 1 日から の間にあってはそれぞれ令和 6 年 4 月 1 日から
令和 7 年 3 月31日までの欄に定める額を特地勤 令和 7 年 3 月31日までの欄に定める額を特地勤
務手当として支給する。 務手当として支給する。

略 略

備考 備考
1 警察職員の給与に関する条例（昭和29
年和歌山県条例第21号）附則第10項の規
定の適用を受ける警察官に対する第 3 条
の規定の適用については、当分の間、同
条中「掲げる額」とあるのは、「掲げる
額に10 0 分の70を乗じて得た額（その額
に、50円未満の端数を生じたときはこれ
を切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数
を生じたときはこれを1 0 0円に切り上げ
た額）」とする。

2 地方公務員の育児休業等に関する法律 地方公務員の育児休業等に関する法律
（平成 3 年法律第1 1 0号）第11条第 1 項 （平成 3 年法律第1 1 0号）第11条第 1 項
に規定する育児短時間勤務職員又は同法 に規定する育児短時間勤務職員又は同法
第17条の規定による短時間勤務をしてい 第17条の規定による短時間勤務をしてい
る警察官にあっては、この表に定める額 る警察官にあっては、この表に定める額
に職員の勤務時間、休暇等に関する条例 に職員の勤務時間、休暇等に関する条例
（平成 7 年和歌山県条例第 6 号）第 2 条 （平成 7 年和歌山県条例第 6 号）第 2 条
第 2 項の規定により定められたその者の 第 2 項の規定により定められたその者の
勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時 勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時
間で除して得た数を乗じて得た額とし、 間で除して得た数を乗じて得た額とし、
その額に 1 円未満の端数があるときは、 その額に 1 円未満の端数があるときは、
その端数を切り捨てた額とする。 その端数を切り捨てた額とする。
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職員の管理職手当に関する規則（昭和39年和歌山県人事委員会規則第11号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第2中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

（経過措置） 

2 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第41号）附則第3項に規定する

暫定再任用職員は、この規則による改正後の職員の管理職手当に関する規則第2条に規定する定年前再任

用短時間勤務職員とみなして、同条の規定を適用する。 

 

和歌山県人事委員会規則第48号 

改 正 後 改 正 前

（支給範囲及び支給区分） （支給範囲及び支給区分）
第 2 条 管理職手当を支給される職員は、別表第 第 2 条 管理職手当を支給される職員は、別表第

1 に掲げる職を占める職員とし、当該職員に支 1 に掲げる職を占める職員とし、当該職員に支
給される管理職手当の額は、当該職員に適用さ 給される管理職手当の額は、当該職員に適用さ
れる給料表の別並びに当該職員の属する職務の れる給料表の別並びに当該職員の属する職務の
級及び当該職員の職に係る別表第 1 の支給区分 級及び当該職員の職に係る別表第 1 の支給区分
に応じ、別表第 2 の管理職手当の欄に定める額 に応じ、別表第 2 の管理職手当の欄に定める額
（地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第22 （地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第28
条の 4 第 1 項の規定により採用された職員（別 条の 4 第 1 項又は第28条の 5 第 1 項の規定によ
表第 2 において「定年前再任用短時間勤務職員 り採用された職員で同項に規定する短時間勤務
」という。）にあってはその額に職員の勤務時 の職を占めるものにあってはその額に職員の勤
間、休暇等に関する条例（平成 7 年和歌山県条 務時間、休暇等に関する条例（平成 7 年和歌山
例第 6 号。以下「勤務時間条例」という。）第 県条例第 6 号。以下「勤務時間条例」という。
2 条第 3 項の規定により定められたその者の勤 ）第 2 条第 3 項の規定により定められたその者
務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で除し の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で
て得た数を、地方公務員の育児休業等に関する 除して得た数を、地方公務員の育児休業等に関
法律（平成 3 年法律第1 1 0号。以下「育児休業 する法律（平成 3 年法律第1 1 0号。以下「育児
法」という。）第11条第 1 項に規定する育児短 休業法」という。）第11条第 1 項に規定する育
時間勤務職員及び育児休業法第17条の規定によ 児短時間勤務職員及び育児休業法第17条の規定
る短時間勤務をしている職員にあってはその額 による短時間勤務をしている職員にあってはそ
に勤務時間条例第 2 条第 2 項の規定により定め の額に勤務時間条例第 2 条第 2 項の規定により
られたその者の勤務時間を同条第 1 項に規定す 定められたその者の勤務時間を同条第 1 項に規
る勤務時間で除して得た数を、育児休業法第18 定する勤務時間で除して得た数を、育児休業法
条第 1 項に規定する短時間勤務職員及び地方公 第18条第 1 項に規定する短時間勤務職員及び地
共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法 方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関す
律（平成14年法律第48号）第 5 条の規定により る法律（平成14年法律第48号）第 5 条の規定に
採用された職員にあってはその額に勤務時間条 より採用された職員にあってはその額に勤務時
例第 2 条第 4 項の規定により定められたその者 間条例第 2 条第 4 項の規定により定められたそ
の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間で の者の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時
除して得た数をそれぞれ乗じて得た額とし、そ 間で除して得た数をそれぞれ乗じて得た額とし
の額に 1 円未満の端数があるときは、その端数 、その額に 1 円未満の端数があるときは、その
を切り捨てた額）とする。 端数を切り捨てた額）とする。

付 則 付 則
（施行期日等）

1 この規則は、公布の日から施行し、昭和39年 この規則は、公布の日から施行し、昭和39年 4
4 月 1 日から施行する。 月 1 日から施行する。

（条例附則第17項の規定の適用を受ける職員の
支給額）

2 条例附則第17項の規定の適用を受ける職員に
対する第 2 条の規定の適用については、当分の
間、同条中「定める額」とあるのは、「定める
額に1 0 0分の70を乗じて得た額（その額に、50
円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、
50円以上1 0 0円未満の端数を生じたときはこれ
を1 0 0円に切り上げた額）」とする。
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住居手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

住居手当に関する規則の一部を改正する規則 

住居手当に関する規則（昭和50年和歌山県人事委員会規則第4号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第49号 

初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則 

初任給調整手当に関する規則（昭和50年和歌山県人事委員会規則第5号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（権衡職員の範囲） （権衡職員の範囲）
第 4 条 職員条例第14条の 5 第 1 項第 2 号、教育 第 4 条 職員条例第14条の 5 第 1 項第 2 号、教育

職員条例第14条の 4 第 1 項第 2 号及び警察職員 職員条例第14条の 4 第 1 項第 2 号及び警察職員
条例第12条の 4 第 1 項第 2 号の人事委員会規則 条例第12条の 4 第 1 項第 2 号の人事委員会規則
で定める職員は、職員の単身赴任手当に関する で定める職員は、職員の単身赴任手当に関する
規則（平成 2 年和歌山県人事委員会規則第 8 号 規則（平成 2 年和歌山県人事委員会規則第 8 号
）第 5 条第 3 項、教育職員の単身赴任手当に関 ）第 5 条第 3 項、教育職員の単身赴任手当に関
する規則（平成 2 年和歌山県人事委員会規則第 する規則（平成 2 年和歌山県人事委員会規則第
9 号）第 5 条第 3 項及び警察官の単身赴任手当 9 号）第 5 条第 3 項及び警察官の単身赴任手当
に関する規則（平成 2 年和歌山県人事委員会規 に関する規則（平成 2 年和歌山県人事委員会規
則第10号）第 5 条第 3 項に該当する職員（地方 則第10号）第 5 条第 3 項に該当する職員（地方
公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第22条の 4 公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第28条の 4
第 1 項の規定により採用された職員を除く。） 第 1 項又は第28条の 5 第 1 項の規定により採用
で、職員の単身赴任手当に関する規則第 5 条第 された職員を除く。）で、職員の単身赴任手当
3 項第 3 号、教育職員の単身赴任手当に関する に関する規則第 5 条第 3 項第 3 号、教育職員の
規則第 5 条第 3 項第 3 号及び警察官の単身赴任 単身赴任手当に関する規則第 5 条第 3 項第 3 号
手当に関する規則第 5 条第 3 項第 3 号に規定す 及び警察官の単身赴任手当に関する規則第 5 条
る満18歳に達する日以後の最初の 3 月31日まで 第 3 項第 3 号に規定する満18歳に達する日以後
の間にある子が居住するための住宅として、職 の最初の 3 月31日までの間にある子が居住する
員の単身赴任手当に関する規則第 5 条第 3 項第 ための住宅として、職員の単身赴任手当に関す
3 号、教育職員の単身赴任手当に関する規則第 る規則第 5 条第 3 項第 3 号、教育職員の単身赴
5 条第 3 項第 3 号及び警察官の単身赴任手当に 任手当に関する規則第 5 条第 3 項第 3 号及び警
関する規則第 5 条第 3 項第 3 号に規定する異動 察官の単身赴任手当に関する規則第 5 条第 3 項
又は公署の移転（国家公務員、職員以外の地方 第 3 号に規定する異動又は公署の移転（国家公
公務員又はこれらに準ずるものとして人事委員 務員、職員以外の地方公務員又はこれらに準ず
会が定める者であった者から引き続き給料表の るものとして人事委員会が定める者であった者
適用を受ける職員となった者にあっては、当該 から引き続き給料表の適用を受ける職員となっ
適用）の直前の住居であった住宅（職員の居住 た者にあっては、当該適用）の直前の住居であ
の用に供するための職員住宅並びに前条に規定 った住宅（職員の居住の用に供するための職員
する職員住宅及び住宅を除く。）又はこれに準 住宅並びに前条に規定する職員住宅及び住宅を
ずるものとして人事委員会の定める住宅を借り 除く。）又はこれに準ずるものとして人事委員
受け、月額 1 万2,000円を超える家賃を支払っ 会の定める住宅を借り受け、月額 1 万2,000円
ているものとする。 を超える家賃を支払っているものとする。

改 正 後 改 正 前

（職員の範囲） （職員の範囲）
第 3 条 略 第 3 条 略

第 4 条～第 6 条 略 第 4 条～第 6 条 略
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附則に次の1項を加える。 

（職員条例附則第17項の規定の適用を受ける職員の支給期間及び支給額） 

5 職員条例附則第17項の規定の適用を受ける職員に対する初任給調整手当の月額は、第7条第1項の規定

にかかわらず、当分の間、職員の区分及び採用の日又は第4条に規定する職員となった日以後の期間の区

分に応じた次の表に掲げる額とする。 

 

 

 

 

第 7 条 削除

（支給期間及び支給額）
第 7 条 略 第 8 条 略

第 8 条～第12条 略 第 9 条～第13条 略

第13条・第14条 略 第14条・第15条 略

附 則 附 則
（特例措置） （特例措置）

4 初任給調整手当の月額は、第 7 条第 1 項の規 4 初任給調整手当の月額は、第 8 条第 1 項の規
定にかかわらず、当分の間、職員の区分及び採 定にかかわらず、当分の間、職員の区分及び採
用の日又は第 4 条に規定する職員となった日以 用の日又は第 4 条に規定する職員となった日以
後の期間の区分に応じた次の表に掲げる額とす 後の期間の区分に応じた次の表に掲げる額とす
る。 る。
表 略 表 略

職員の区分
2 項職員 3 項職員

期間の区分

円 円
1 年 未 満 35,600 23,200

1 年以上 2 年未満 35,600 21,100

2 年以上 3 年未満 35,600 19,000

3 年以上 4 年未満 35,600 16,900

4 年以上 5 年未満 35,600 14,800

5 年以上 6 年未満 35,600 12,700

6 年以上 7 年未満 34,300 10,600

7 年以上 8 年未満 33,000 8,500

8 年以上 9 年未満 31,800 6,400

9 年以上10年未満 30,500 4,300

10年以上11年未満 29,300 2,200

11年以上12年未満 28,000

12年以上13年未満 26,700

13年以上14年未満 25,500

14年以上15年未満 24,500

15年以上16年未満 23,500

16年以上17年未満 22,500

17年以上18年未満 21,600

18年以上19年未満 20,600
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附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第50号 

農林漁業普及指導手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

農林漁業普及指導手当に関する規則の一部を改正する規則 

農林漁業普及指導手当に関する規則（平成17年和歌山県人事委員会規則第18号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

19年以上20年未満 19,600

20年以上21年未満 18,600

21年以上22年未満 18,200

22年以上23年未満 17,800

23年以上24年未満 17,100

24年以上25年未満 16,700

25年以上26年未満 16,200

26年以上27年未満 15,800

27年以上28年未満 15,400

28年以上29年未満 14,800

29年以上30年未満 14,600

30年以上31年未満 14,400

31年以上32年未満 13,900

32年以上33年未満 13,300

33年以上34年未満 12,700

34年以上35年未満 12,200

備考
1 この表において期間の区分欄に掲げる年数は、採用の日又は第 4条各号の職員となっ
た日以後の期間を示す。

2 この表において「 2 項職員」とは第 2条第 2 項の職を占める職員を、「 3 項職員」と
は同条第 3 項の職を占める職員をいう。

改 正 後 改 正 前

（支給要件） （支給要件）
第 3 条 略 第 3 条 略
2 前項に規定する勤務を要する日は、次の各号 2 前項に規定する勤務を要する日は、次の各号
に掲げる日に該当しない日をいう。ただし、条 に掲げる日に該当しない日をいう。ただし、条
例第 9 条第 3 項に規定する定年前再任用短時間 例第 9 条の 2 に規定する再任用短時間勤務職員
勤務職員の勤務を要する日は職員の勤務時間、 の勤務を要する日は職員の勤務時間、休暇等に
休暇等に関する条例（平成 7 年和歌山県条例第 関する条例（平成 7 年和歌山県条例第 6 号。以
6 号。以下「勤務時間条例」という。）第 2 条 下「勤務時間条例」という。）第 2 条第 3 項の
第 3 項の規定により、地方公務員の育児休業等 規定により、地方公務員の育児休業等に関する
に関する法律（平成 3 年法律第1 1 0号。以下「 法律（平成 3 年法律第1 1 0号。以下「育児休業
育児休業法」という。）第11条第 1 項に規定す 法」という。）第11条第 1 項に規定する育児短
る育児短時間勤務職員及び育児休業法第17条の 時間勤務職員及び育児休業法第17条の規定によ
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附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

（経過措置） 

2 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第41号）附則第3項に規定する

暫定再任用短時間勤務職員は、この規則による改正後の農林漁業普及指導手当に関する規則（以下この

項において「新規則」という。）第3条第2項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規

則の規定を適用する。 

 

和歌山県人事委員会規則第51号 

義務教育諸学校等の教育職員の教職調整額の支給方法等に関する規則の一部を改正する規則を次のよう

に定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

義務教育諸学校等の教育職員の教職調整額の支給方法等に関する規則の一部を改正する規則 

義務教育諸学校等の教育職員の教職調整額の支給方法等に関する規則（昭和47年和歌山県人事委員会規

則第7号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

（経過措置） 

2 教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第55号）附則第3項及び市

町村立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第56号）附則第3項に

規定する暫定再任用短時間勤務職員は、この規則による改正後の義務教育諸学校等の教育職員の教職調

整額の支給方法等に関する規則第2条に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、同条の規定を

適用する。 

規定による短時間勤務をしている職員の勤務を る短時間勤務をしている職員の勤務を要する日
要する日は勤務時間条例第 2 条第 2 項の規定に は勤務時間条例第 2 条第 2 項の規定により、育
より、育児休業法第18条第 1 項に規定する短時 児休業法第18条第 1 項に規定する短時間勤務職
間勤務職員の勤務を要する日は勤務時間条例第 員の勤務を要する日は勤務時間条例第 2 条第 4
2 条第 4 項の規定によりそれぞれの規定により 項の規定によりそれぞれの規定により月の初日
月の初日から末日までの間に勤務を要すること から末日までの間に勤務を要することとされた
とされた日とする。 日とする。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)

改 正 後 改 正 前

（教職調整額の支給方法） （教職調整額の支給方法）
第 1 条 略 第 1 条 略

第 2 条 地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号） 第 2 条 地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）
第22条の 4 第 3 項に規定する定年前再任用短時 第28条の 4 第 1 項若しくは第28条の 5 第 1 項の
間勤務職員、地方公務員の育児休業等に関する 規定により採用された職員で同項に規定する短
法律（平成 3 年法律第1 1 0号）第11条第 1 項に 時間勤務の職を占めるもの、地方公務員の育児
規定する育児短時間勤務職員、同法第17条の規 休業等に関する法律（平成 3 年法律第1 1 0号）
定により短時間勤務をしている職員又は同法第 第11条第 1 項に規定する育児短時間勤務職員、
18条第 1 項に規定する短時間勤務職員について 同法第17条の規定により短時間勤務をしている
、条例第 3 条第 1 項の規定による教職調整額に 職員又は同法第18条第 1 項に規定する短時間勤
1 円未満の端数があるときは、その端数を切り 務職員について、条例第 3 条第 1 項の規定によ
捨てた額をもって当該職員の教職調整額とする る教職調整額に 1 円未満の端数があるときは、
。 その端数を切り捨てた額をもって当該職員の教

職調整額とする。
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和歌山県人事委員会規則第52号 

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則 

義務教育等教員特別手当に関する規則（昭和51年和歌山県人事委員会規則第10号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（義務教育等教員特別手当の月額） （義務教育等教員特別手当の月額）
第 2 条 義務教育等教員特別手当の月額は、次の 第 2 条 義務教育等教員特別手当の月額は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に 各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に
定める額（定年前再任用短時間勤務職員（条例 掲げる額（再任用短時間勤務職員（条例第 9 条
第 9 条第 2 項に規定する定年前再任用短時間勤 の 2 に規定する再任用短時間勤務職員をいう。
務職員をいう。以下同じ。）にあってはその額 ）にあってはその額に職員の勤務時間、休暇等
に職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 に関する条例（平成 7 年和歌山県条例第 6 号。
7 年和歌山県条例第 6 号。以下「勤務時間条例 以下「勤務時間条例」という。）第 2 条第 3 項
」という。）第 2 条第 3 項の規定により定めら の規定により定められたその者の勤務時間を同
れたその者の勤務時間を同条第 1 項に規定する 条第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を
勤務時間で除して得た数を、地方公務員の育児 、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成
休業等に関する法律（平成 3 年法律第1 1 0号。 3 年法律第1 1 0号。以下「育児休業法」という
以下「育児休業法」という。）第11条第 1 項に 。）第11条第 1 項に規定する育児短時間勤務職
規定する育児短時間勤務職員及び育児休業法第 員及び育児休業法第17条の規定による短時間勤
17条の規定による短時間勤務をしている職員に 務をしている職員にあってはその額に勤務時間
あってはその額に勤務時間条例第 2 条第 2 項の 条例第 2 条第 2 項の規定により定められたその
規定により定められたその者の勤務時間を同条 者の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間
第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を、 で除して得た数を、育児休業法第18条第 1 項に
育児休業法第18条第 1 項に規定する短時間勤務 規定する短時間勤務職員（以下「育児短時間勤
職員（以下「育児短時間勤務に伴う短時間勤務 務に伴う短時間勤務職員」という。）にあって
職員」という。）にあってはその額に勤務時間 はその額に勤務時間条例第 2 条第 4 項の規定に
条例第 2 条第 4 項の規定により定められたその より定められたその者の勤務時間を同条第 1 項
者の勤務時間を同条第 1 項に規定する勤務時間 に規定する勤務時間で除して得た数をそれぞれ
で除して得た数をそれぞれ乗じて得た額とし、 乗じて得た額とし、その額に 1 円未満の端数が
その額に 1 円未満の端数があるときは、その端 あるときは、その端数を切り捨てた額とする。
数を切り捨てた額とする。）とする。 ）とする。

条例第20条の 2 第 1 項に規定する職員で高 条例第20条の 2 第 1 項に規定する職員で高(１) (１)
等学校等教育職員給料表の適用を受けるもの 等学校等教育職員給料表の適用を受けるもの
又は育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員高 又は育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員高
等学校等教育職員給料表 の適用を受けるも 等学校等教育職員給料表 の適用を受けるも(１) (１)
の（次号及び第 3 号に掲げる職員を除く。） の（次号及び第 3 号に掲げる職員を除く。）

その者の属する職務の級及びその者の受け その者の属する職務の級及びその者の受け
る号給（その者が定年前再任用短時間勤務職 る号給（その者が再任用職員（条例第 9 条第
員又は育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員 2 項に規定する再任用職員をいう。）又は育
であるときはその者の属する職務の級とする 児短時間勤務に伴う短時間勤務職員であると
。以下同じ。）に対応する別表第 1 に掲げる きはその者の属する職務の級とする。以下同
額 じ。）に対応する別表第 1 に掲げる額
～ 略 ～ 略(２) (４) (２) (４)

附 則 附 則
（施行期日等）

1 この規則は、公布の日から施行し、昭和50年 この規則は、公布の日から施行し、昭和50年 4
4 月 1 日から適用する。 月 1 日から適用する。

（条例附則第12項の規定の適用を受ける職員の
支給額）

2 条例附則第12項の規定の適用を受ける職員に
対する第 2 条の規定の適用については、当分の
間、同条各号列記以外の部分中「定める額」と
あるのは、「定める額に1 0 0分の70を乗じて得
た額（当該額に、50円未満の端数を生じたとき
はこれを切り捨て、50円以上1 0 0円未満の端数
を生じたときはこれを1 0 0円に切り上げた額）
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別表第1及び別表第2中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第2条の改正規定（「当該各号に掲げる」を「当

該各号に定める」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和4年和歌山県条例第55号）附則第3項に規定

する暫定再任用職員（同項に規定する暫定再任用短時間勤務職員（次項において「暫定再任用短時間勤

務職員」という。）を除く。）は、この規則による改正後の義務教育等教員特別手当に関する規則（以

下この項及び次項において「新規則」という。）第2条に規定する定年前再任用短時間勤務職員（次項に

おいて「定年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして、新規則第2条第1号、別表第1及び別表第

2の規定を適用する。 

3 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規則第2条、別表第1及び

別表第2の規定を適用する。 

 

和歌山県人事委員会規則第53号 

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則 

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する規則（令和元年和歌山県人事委員会規則第20号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第54号 

職員の退職手当の支給に関する規則及び職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則の一

部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

」とする。

改 正 後 改 正 前

（期末手当に係る在職期間） （期末手当に係る在職期間）
第 5 条 略 第 5 条 略
2 ～ 4 略 2 ～ 4 略
5 前各項の期間の計算については、次に定める 5 前各項の期間の計算については、次に定める
ところによる。 ところによる。

略 略(１) (１)
1 月に満たない期間が 2 以上ある場合は、 1 月に満たない期間が 2 以上ある場合は、(２) (２)

これらの期間を合算するものとし、これらの これらの期間を合算するものとし、これらの
期間の計算については、日を月に換算する場 期間の計算については、日を月に換算する場
合は30日をもって 1 月とし、時間を日に換算 合は30日をもって 1 月とし、時間を日に換算
する場合については定年前再任用短時間勤務 する場合については再任用短時間勤務職員（
職員（法第22条の 4 第 1 項に規定する短時間 法第28条の 5 第 1 項に規定する短時間勤務の
勤務の職を占める職員をいう。）の例による 職を占める職員をいう。）の例による。
。

略 略(３) (３)
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職員の退職手当の支給に関する規則及び職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

の一部を改正する規則 

（職員の退職手当の支給に関する規則の一部改正） 

第1条 職員の退職手当の支給に関する規則（昭和42年和歌山県人事委員会規則第13号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則の一部改正） 

第2条 職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則（平成18年和歌山県人事委員会規則第3

0号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前

（基礎在職期間） （基礎在職期間）
第 2条 条例第 5 条の 2 第 2 項第19号に規定する 第 2条 条例第 5 条の 2 第 2 項第19号に規定する

人事委員会規則で定める在職期間は、次に掲げ 人事委員会規則で定める在職期間は、次に掲げ
る在職期間とする。 る在職期間とする。

略 略(１) (１)
条例付則第 4 項の規定により退職手当の算 条例附則第27項の規定により退職手当の算(２) (２)

定の基礎となる勤続期間の計算について職員 定の基礎となる勤続期間の計算について職員
としての引き続いた在職期間とみなされる日 としての引き続いた在職期間とみなされる日
本たばこ産業株式会社及び日本電信電話株式 本たばこ産業株式会社及び日本電信電話株式
会社の職員としての在職期間 会社の職員としての在職期間
条例付則第 5 項の規定により退職手当の算 条例附則第28項の規定により退職手当の算(３) (３)

定の基礎となる勤続期間の計算について職員 定の基礎となる勤続期間の計算について職員
としての引き続いた在職期間とみなされる同 としての引き続いた在職期間とみなされる条
項に規定する旧日本国有鉄道の職員としての 例附則第 5項第 1 号に規定する旧日本国有鉄
在職期間 道の職員としての在職期間
条例付則第 6 項の規定により退職手当の算 条例附則第29項の規定により退職手当の算(４) (４)

定の基礎となる勤続期間の計算について職員 定の基礎となる勤続期間の計算について職員
としての引き続いた在職期間とみなされる昭 としての引き続いた在職期間とみなされる昭
和62年 3月31日までの旧日本国有鉄道の職員 和62年 3月31日までの旧日本国有鉄道の職員
としての引き続いた在職期間及び昭和62年 4 としての引き続いた在職期間及び昭和62年 4
月 1日以後の承継法人等の職員としての在職 月 1日以後の承継法人等の職員としての在職
期間 期間
条例付則第10項の規定により退職手当の算 条例附則第33項の規定により退職手当の算(５) (５)

定の基礎となる勤続期間の計算について職員 定の基礎となる勤続期間の計算について職員
としての引き続いた在職期間とみなされる旧 としての引き続いた在職期間とみなされる旧
日本国有鉄道の職員としての在職期間、同項 日本国有鉄道の職員としての在職期間、同項
に規定する旧事業団の職員としての在職期間 に規定する旧事業団の職員としての在職期間
及び同項に規定する旧公団の職員としての在 及び同項に規定する旧公団の職員としての在
職期間 職期間
条例付則第11項の規定により退職手当の算 条例附則第34項の規定により退職手当の算(６) (６)

定の基礎となる勤続期間の計算について職員 定の基礎となる勤続期間の計算について職員
としての引き続いた在職期間とみなされる同 としての引き続いた在職期間とみなされる同
項に規定する国立大学法人等の職員としての 項に規定する国立大学法人等の職員としての
引き続いた在職期間 引き続いた在職期間
略 略(７) (７)

付 則 付 則
（条例付則第13項ただし書に規定する人事委員 （条例付則第36項ただし書に規定する人事委員
会規則で定める額） 会規則で定める額）

2 条例付則第13項ただし書に規定する人事委員 2 条例付則第36項ただし書に規定する人事委員
会規則で定める額は、第 2条の 2 に規定する額 会規則で定める額は、第 2条の 2 に規定する額
とする。 とする。

（条例付則第22項の人事委員会規則で定める者
）

3 条例付則第22項の人事委員会規則で定める者
は、同項の表の左欄に掲げる者であって、当該
者の他の職への異動に伴って退職の日に定めら
れているその者に係る定年がそれぞれ同表の右
欄に掲げる年齢を超える者とする。

4 略 3 略
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次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

（職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則の一部改正） 

2 職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則（令和2年和歌山県人事委員会規則第25号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 
 

 

和歌山県人事委員会規則第55号 

職員の退職手当の調整額に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の退職手当の調整額に関する規則の一部を改正する規則 

職員の退職手当の調整額に関する規則（平成18年和歌山県人事委員会規則第29号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則
2 職員の退職手当に関する条例の一部を改正す 2 職員の退職手当に関する条例の一部を改正す
る条例（平成18年和歌山県条例第11号。以下「 る条例（平成18年和歌山県条例第11号。以下「
改正条例」という。）附則第 3項の規定により 改正条例」という。）附則第 3項の規定により
読み替えて適用する改正条例附則第 2項に規定 読み替えて適用する改正条例附則第 2項に規定
する人事委員会規則で定める額は、改正条例に する人事委員会規則で定める額は、改正条例に
よる改正後の職員の退職手当に関する条例（昭 よる改正後の職員の退職手当に関する条例（昭
和37年和歌山県条例第57号）（以下「新条例」 和37年和歌山県条例第57号）（以下「新条例」
という。）第 8条第 5 項及び第 6 項並びに第10 という。）第 8条第 5 項及び第 6 項並びに第10
条の 2第 1 項から第 3 項までの規定により新条 条の 2第 1 項から第 3 項までの規定により新条
例第 5条の 2 第 2 項第 2 号から第19号までの規 例第 5条の 2 第 2 項第 2 号から第19号までの規
定に規定する期間が新条例第 8条第 1 項に規定 定に規定する期間が新条例第 8条第 1 項に規定
する職員としての引き続いた在職期間に含まれ する職員としての引き続いた在職期間に含まれ
る者であって施行日の前日が当該職員の職員と る者であって施行日の前日が当該職員の職員と
しての引き続いた在職期間に含まれる期間に含 しての引き続いた在職期間に含まれる期間に含
まれるものが、人事委員会の定めるところによ まれるものが、人事委員会の定めるところによ
り、新条例第 5条の 2 第 2 項第 2 号から第19号 り、新条例第 5条の 2 第 2 項第 2 号から第19号
までに規定する期間において職員の退職手当に までに規定する期間において新条例第 2条第 1
関する条例第 2条第 1 項に規定する職員として 項に規定する職員として在職していたものとみ
在職していたものとみなした場合に、その者が なした場合に、その者が改正条例の施行の日の
改正条例の施行の日の前日において受けるべき 前日において受けるべき給料月額とする。
給料月額とする。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則
この規則は、公布の日から施行し、この規則に この規則は、公布の日から施行し、この規則に

よる改正後の職員の退職手当の支給に関する規則 よる改正後の職員の退職手当の支給に関する規則
付則第 4 項の規定は、令和 2 年 5 月 1 日以降に退 付則第 3項の規定は、令和 2 年 5 月 1 日以降に退
職した者について適用する。 職した者について適用する。

改 正 後 改 正 前

（基礎在職期間に特定基礎在職期間が含まれる （基礎在職期間に特定基礎在職期間が含まれる
者の取扱い） 者の取扱い）

第 3 条 退職した者の基礎在職期間に条例第 5 条 第 3 条 退職した者の基礎在職期間に条例第 5 条
の 2 第 2 項第 2 号から第19号までに掲げる期間 の 2 第 2 項第 2 号から第19号までに掲げる期間
（以下「特定基礎在職期間」という。）が含ま （以下「特定基礎在職期間」という。）が含ま
れる場合における条例第 7 条の 4 第 1 項並びに れる場合における条例第 7 条の 4 第 1 項並びに
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附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第56号 

職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

前条及び次条の規定の適用については、その者 前条及び次条の規定の適用については、その者
は、人事委員会の定めるところにより、当該特 は、人事委員会の定めるところにより、当該特
定基礎在職期間に連続する職員としての引き続 定基礎在職期間に連続する職員としての引き続
いた在職期間の初日にその者が従事していた職 いた在職期間の初日にその者が従事していた職
務と同種の職務に従事する職員として在職して 務と同種の職務に従事する職員として在職して
いたものとみなす。ただし、警察法（昭和29年 いたものとみなす。
法律第1 6 2号）第56条の 4 第 1 項の規定による
任命（別表の 2 の表において「特定任命」とい
う。）により警視以下の階級にある警察官とな
った後に退職した警察官が警察法第56条の 2 第
1 項に規定する特定地方警務官として在職した
特定基礎在職期間については、その警察官は、
当該特定地方警務官としてその警察官が従事し
ていた職務と同種の職務に従事していた警察官
とみなす。

別表（第 4条関係） 別表（第 4条関係）
1 略 1 略
2 平成18年 4 月 1 日以後の基礎在職期間にお 2 平成18年 4 月 1 日以後の基礎在職期間にお
ける職員の区分についての表 ける職員の区分についての表

第 1 号 ～ 略 第 1 号 ～ 略(１) (４) (１) (４)
区分 特定任命により警視以下の階級 区分(５)

にある警察官となった警察官のう
ち、平成18年 4 月 1 日以後適用さ
れている一般職の職員の給与に関
する法律（昭和25年法律第95号）
（他の法令において、引用し、準
用し、又はその例による場合を含
む。以下「平成18年 4 月以後の一
般職給与法」という。）の公安職
俸給表 の適用を受けていた者で(１)
その属する職務の級が10級であっ
たもの

略 略(６) (５)

第 2 号 ～ 略 第 2 号 ～ 略(１) (４) (１) (４)
区分 特定任命により警視以下の階級 区分(５)

にある警察官となった警察官のう
ち、平成18年 4 月以後の一般職給
与法の公安職俸給表 の適用を受(１)
けていた者でその属する職務の級
が 9 級であったもの

略 略(６) (５)

第 3 号 ～ 略 第 3 号 ～ 略(１) (７) (１) (７)
区分 特定任命により警視以下の階級 区分(８)

にある警察官となった警察官のう
ち、平成18年 4 月以後の一般職給
与法の公安職俸給表 の適用を受(１)
けていた者でその属する職務の級
が 8 級であったもの

略 略(９) (８)

略 略
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職員の育児休業等に関する規則（平成4年和歌山県人事委員会規則第3号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第57号 

職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成7年和歌山県人事委員会規則第1号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（条例第 2 条第 4 号ア の規則で定める非常勤（条例第 2 条第 5 号ア の規則で定める非常勤(イ) (イ)
職員）職員）

条例第 2 条第 5 号ア の人事委員会規則 第 2 条 条例第 2 条第 4 号ア の人事委員会規則第 2 条 (イ) (イ)
で定める非常勤職員は、 1 週間の勤務日が 3 日 で定める非常勤職員は、 1 週間の勤務日が 3 日
以上とされている非常勤職員又は週以外の期間 以上とされている非常勤職員又は週以外の期間
によって勤務日が定められている非常勤職員で によって勤務日が定められている非常勤職員で
1 年間の勤務日が1 2 1日以上である非常勤職員 1 年間の勤務日が1 2 1日以上である非常勤職員
とする。 とする。

改 正 後 改 正 前

（時間外勤務を命ずる際の考慮） （時間外勤務を命ずる際の考慮）
第 8条 略 第 8条 略
2 任命権者は、育児短時間勤務職員等、定年前 2 任命権者は、育児短時間勤務職員等、再任用
再任用短時間勤務職員（条例第 2条第 3 項に規 短時間勤務職員（条例第 2条第 3 項に規定する
定する定年前再任用短時間勤務職員をいう。以 再任用短時間勤務職員をいう。以下同じ。）及
下同じ。）及び任期付短時間勤務職員（同条第 び任期付短時間勤務職員（同条第 4項に規定す
4項に規定する任期付短時間勤務職員をいう。 る任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。）
以下同じ。）に超過勤務を命ずる場合には、育 に超過勤務を命ずる場合には、育児短時間勤務
児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務 職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時
職員及び任期付短時間勤務職員の正規の勤務時 間勤務職員の正規の勤務時間が常時勤務を要す
間が常時勤務を要する職を占める職員の正規の る職を占める職員の正規の勤務時間より短く定
勤務時間より短く定められている趣旨に十分留 められている趣旨に十分留意しなければならな
意しなければならない。 い。

（年次有給休暇の日数） （年次有給休暇の日数）
第10条 条例第12条第 1項第 1 号の人事委員会規 第10条 条例第12条第 1項第 1 号の人事委員会規

則で定める日数は、次の各号に掲げる職員の区 則で定める日数は、次の各号に掲げる職員の区
分に応じ、当該各号に定める日数（ 1日未満の 分に応じ、当該各号に掲げる日数（ 1日未満の
端数があるときは、これを四捨五入して得た日 端数があるときは、これを四捨五入して得た日
数）とする。ただし、その日数が労働基準法（ 数）とする。ただし、その日数が労働基準法（
昭和22年法律第49号）第39条の規定により付与 昭和22年法律第49号）第39条の規定により付与
すべきものとされている日数を下回る場合には すべきものとされている日数を下回る場合には
、同条の規定により付与すべきものとされてい 、同条の規定により付与すべきものとされてい
る日数とする。 る日数とする。

斉一型短時間勤務職員（育児短時間勤務職 斉一型短時間勤務職員（育児短時間勤務職(１) (１)
員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期 員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時
付短時間勤務職員のうち、 1週間ごとの勤務 間勤務職員のうち、 1週間ごとの勤務日の日
日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数 数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一
が同一であるものをいう。以下同じ。） 20 であるものをいう。以下同じ。） 20日に斉
日に斉一型短時間勤務職員の 1週間の勤務日 一型短時間勤務職員の 1週間の勤務日の日数
の日数を 5日で除して得た数を乗じて得た日 を 5日で除して得た数を乗じて得た日数
数

不斉一型短時間勤務職員（育児短時間勤務 不斉一型短時間勤務職員（育児短時間勤務(２) (２)
職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任 職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短
期付短時間勤務職員のうち、斉一型短時間勤 時間勤務職員のうち、斉一型短時間勤務職員
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務職員以外のものをいう。以下同じ。） 15 以外のものをいう。以下同じ。） 1 5 5時間
5 時間に条例第 2 条第 2 項、第 3 項又は第 4 に条例第 2 条第 2 項、第 3 項又は第 4項の規
項の規定により定められた不斉一型短時間勤 定に基づき定められた不斉一型短時間勤務職
務職員の勤務時間を38時間45分で除して得た 員の勤務時間を38時間45分で除して得た数を
数を乗じて得た時間数を、 7時間45分を 1日 乗じて得た時間数を、 7時間45分を 1日とし
として日に換算して得た日数 て日に換算して得た日数

第10条の 2 前条の規定にかかわらず、労働基準 第10条の 2 前条の規定にかかわらず、労働基準
法第39条第 1項又は第 2 項に規定する継続勤務 法第39条第 1項又は第 2 項に規定する継続勤務
年数の計算に当たり地方公務員法（昭和25年法 年数の計算に当たり地方公務員法（昭和25年法
律第2 6 1号）第22条の 4 第 1 項の規定による採 律第2 6 1号）第28条の 5 第 1 項の規定による採
用後の勤務が退職以前の勤務と継続するものと 用後の勤務が退職以前の勤務と継続するものと
される者の当該採用された年における年次有給 される者の当該採用された年における年次有給
休暇の日数は、当該採用後の勤務と退職以前の 休暇の日数は、当該採用後の勤務と退職以前の
勤務とが継続するものとみなした場合における 勤務とが継続するものとみなした場合における
日数とする。 日数とする。

第10条の 3 条例第12条第 1 項第 2 号の人事委員 第10条の 3 条例第12条第 1 項第 2 号の人事委員
会規則で定める日数は、次の各号に掲げる職員 会規則で定める日数は、次の各号に掲げる職員
の区分に応じ、当該各号に定める日数とする。 の区分に応じ、当該各号に掲げる日数とする。

当該年の中途において新たに職員となるも 当該年の中途において新たに職員となるも(１) (１)
の（次号に掲げる職員を除く。） その者の の（次号に掲げる職員を除く。） その者の
当該年における在職期間に応じ、別表第 1の 当該年における在職期間に応じ、別表第 1の
日数欄に掲げる日数（育児短時間勤務職員等 日数欄に掲げる日数（育児短時間勤務職員等
、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短 、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤
時間勤務職員にあっては、その者の勤務時間 務職員にあっては、その者の勤務時間等を考
等を考慮し、人事委員会が別に定める日数） 慮し、人事委員会が別に定める日数）（以下
（以下この条において「基本日数」という。 この条において「基本日数」という。）
）

当該年において地方公営企業等の労働関係 当該年において地方公営企業等の労働関係(２) (２)
に関する法律適用職員等（条例第12条第 1項 に関する法律適用職員等（条例第12条第 1項
第 3 号に規定する地方公営企業等の労働関係 第 3 号に規定する地方公営企業等の労働関係
に関する法律適用職員等をいう。以下この条 に関する法律適用職員等をいう。以下この条
において同じ。）となった者で、引き続き新 において同じ。）となった者で、引き続き新
たに職員となったもの 地方公営企業等の労 たに職員となったもの 地方公営企業等の労
働関係に関する法律適用職員等となった日に 働関係に関する法律適用職員等となった日に
おいて新たに職員となったものとみなした場 おいて新たに職員となったものとみなした場
合におけるその者の在職期間に応じた基本日 合におけるその者の在職期間に応じた基本日
数から、新たに職員となった日の前日までの 数から、新たに職員となった日の前日までの
間に使用した年次有給休暇に相当する休暇の 間に使用した年次有給休暇に相当する休暇の
日数を減じて得た日数（この号に掲げる職員 日数を減じて得た日数（この号に掲げる職員
が定年前再任用短時間勤務職員又は任期付短 が再任用職員（地方公務員法第28条の 4第 1
時間勤務職員である場合にあっては、その者 項、第28条の 5 第 1項又は第28条の 6 第 1 項
の勤務時間等を考慮し、人事委員会が別に定 若しくは第 2 項の規定により採用された職員
める日数）（当該日数が基本日数に満たない をいう。第 4項第 2号において同じ。）又は
場合にあっては、基本日数） 任期付短時間勤務職員である場合にあっては

、その者の勤務時間等を考慮し、人事委員会
が別に定める日数）（当該日数が基本日数に
満たない場合にあっては、基本日数）

2・ 3 略 2・ 3 略
4 条例第12条第 1 項第 3 号の人事委員会規則で 4 条例第12条第 1 項第 3 号の人事委員会規則で
定める日数は、次の各号に掲げる職員の区分に 定める日数は、次の各号に掲げる職員の区分に
応じ、当該各号に定める日数（当該日数が基本 応じ、当該各号に掲げる日数（その日数が基本
日数に満たない場合にあっては、基本日数）と 日数に満たない場合にあっては、基本日数）と
する。 する。

略 略(１) (１)
定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短 再任用職員及び任期付短時間勤務職員 そ(２) (２)

時間勤務職員 その者の勤務時間等を考慮し の者の勤務時間等を考慮し、人事委員会が別
、人事委員会が別に定める日数 に定める日数

5 略 5 略

第10条の 4 第10条の 2 の規定は、前条第 1 項第 第10条の 4 第10条の 2 の規定は、前条第 1 項第
1号の定年前再任用短時間勤務職員に係る年次 1号の再任用短時間勤務職員に係る年次有給休
有給休暇の日数の計算に準用する。 暇の日数の計算に準用する。

第10条の 5 次の各号に掲げる場合において、 1 第10条の 5 次の各号に掲げる場合において、 1
週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務 週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務
時間の時間数（以下「勤務形態」という。）が 時間の時間数（以下「勤務形態」という。）が
変更されるときの当該変更の日以後における職 変更されるときの当該変更の日以後における職
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附 則 

（施行期日） 

員の年次有給休暇の日数は、当該年の初日に当 員の年次有給休暇の日数は、当該年の初日に当
該変更の日の勤務形態を始めた場合にあっては 該変更の日の勤務形態を始めた場合にあっては
条例第12条第 1項第 1 号又は第 2 号に掲げる日 条例第12条第 1項第 1 号又は第 2 号に掲げる日
数に同条第 2 項の規定により当該年の前年から 数に同条第 2 項の規定により当該年の前年から
繰り越された年次有給休暇の日数を加えて得た 繰り越された年次有給休暇の日数を加えて得た
日数とし、当該年の初日後に当該変更後の勤務 日数とし、当該年の初日後に当該変更後の勤務
形態を始めた場合において、同日以前に当該変 形態を始めた場合において、同日以前に当該変
更前の勤務形態を始めたときにあっては当該日 更前の勤務形態を始めたときにあっては当該日
数から当該年において当該変更の日の前日まで 数から当該年において当該変更の日の前日まで
に使用した年次有給休暇の日数を減じて得た日 に使用した年次有給休暇の日数を減じて得た日
数に、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号 数に、次の各号に掲げる場合に応じ、次の各号
に定める率を乗じて得た日数（ 1日未満の端数 に掲げる率を乗じて得た日数（ 1日未満の端数
があるときは、これを四捨五入して得た日数） があるときは、これを四捨五入して得た日数）
とし、当該年の初日後に当該変更前の勤務形態 とし、当該年の初日後に当該変更前の勤務形態
を始めたときにあっては当該勤務形態を始めた を始めたときにあっては当該勤務形態を始めた
日においてこの条の規定により得られる日数か 日においてこの条の規定により得られる日数か
ら同日以後当該変更の日の前日までに使用した ら同日以後当該変更の日の前日までに使用した
年次有給休暇の日数を減じて得た日数に、次の 年次有給休暇の日数を減じて得た日数に、次の
各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める率 各号に掲げる場合に応じ、次の各号に掲げる率
を乗じて得た日数（ 1日未満の端数があるとき を乗じて得た日数（ 1日未満の端数があるとき
は、これを四捨五入して得た日数）とする。 は、これを四捨五入して得た日数）とする。

育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時 育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務(１) (１)
間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の 職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員が
職員が 1週間ごとの勤務日の日数及び勤務日 1週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの
ごとの勤務時間の時間数が同一である育児短 勤務時間の時間数が同一である育児短時間勤
時間勤務（以下この項において「斉一型育児 務（以下この項において「斉一型育児短時間
短時間勤務」という。）を始める場合、斉一 勤務」という。）を始める場合、斉一型育児
型育児短時間勤務をしている職員が引き続い 短時間勤務をしている職員が引き続いて勤務
て勤務形態を異にする斉一型育児短時間勤務 形態を異にする斉一型育児短時間勤務を始め
を始める場合又は育児短時間勤務職員等が斉 る場合又は育児短時間勤務職員等が斉一型育
一型育児短時間勤務若しくは斉一型短時間勤 児短時間勤務若しくは斉一型短時間勤務（育
務（育児休業法第17条の規定による短時間勤 児休業法第17条の規定による短時間勤務のう
務のうち、 1週間ごとの勤務日の日数及び勤 ち、 1週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ご
務日ごとの勤務時間の時間数が同一であるも との勤務時間の時間数が同一であるものをい
のをいう。次号において同じ。）を終える場 う。次号において同じ。）を終える場合 勤
合 勤務形態の変更後における 1週間の勤務 務形態の変更後における 1週間の勤務日の日
日の日数を当該勤務形態の変更前における 1 数を当該勤務形態の変更前における 1週間の
週間の勤務日の日数で除して得た率 勤務日の日数で除して得た率

育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時 育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務(２) (２)
間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の 職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員が
職員が斉一型育児短時間勤務以外の育児短時 斉一型育児短時間勤務以外の育児短時間勤務
間勤務（以下この項において「不斉一型育児 （以下この項において「不斉一型育児短時間
短時間勤務」という。）を始める場合、不斉 勤務」という。）を始める場合、不斉一型育
一型育児短時間勤務をしている職員が引き続 児短時間勤務をしている職員が引き続いて勤
いて勤務形態を異にする不斉一型育児短時間 務形態を異にする不斉一型育児短時間勤務を
勤務を始める場合又は育児短時間勤務職員等 始める場合又は育児短時間勤務職員等が不斉
が不斉一型育児短時間勤務若しくは育児休業 一型育児短時間勤務若しくは育児休業法第17
法第17条の規定による短時間勤務のうち斉一 条の規定による短時間勤務のうち斉一型短時
型短時間勤務以外のものを終える場合 勤務 間勤務以外のものを終える場合 勤務形態の
形態の変更後における 1週間当たりの勤務時 変更後における 1週間当たりの勤務時間の時
間の時間数を当該勤務形態の変更前における 間数を当該勤務形態の変更前における 1週間
1週間当たりの勤務時間の時間数で除して得 当たりの勤務時間の時間数で除して得た率
た率
・ 略 ・ 略(３) (４) (３) (４)

2 略 2 略

（年次有給休暇の繰越し） （年次有給休暇の繰越し）
第11条 条例第12条第 2項の人事委員会規則で定 第11条 条例第12条第 2項の人事委員会規則で定

める日数は、一の年における年次有給休暇の20 める日数は、一の年における年次有給休暇の20
日を超えない範囲内の残日数とする。 日（第10条各号に掲げる職員にあっては、同条

の規定による日数）を超えない範囲内の残日数
（当該年の翌年の初日に勤務形態が変更される
場合にあっては、当該残日数に前条第 1項各号
に掲げる場合に応じ、当該各号に掲げる率を乗
じて得た日数とする。）とする。

2 略 2 略
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1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第10条の改正規定（「掲げる日数」を「定める日

数」に改める部分に限る。）、同条第2号の改正規定（「基づき」を「より」に改める部分に限る。）、

第10条の3の改正規定（「掲げる日数」を「定める日数」に改める部分に限る。）、同条第4項の改正規

定（「その日数」を「当該日数」に改める部分に限る。）、第10条の5の改正規定（「次の各号に掲げる

率」を「当該各号に定める率」に改める部分に限る。）及び第11条の改正規定は、公布の日から施行す

る。 

（経過措置） 

2 地方公務員法の一部を改正する法律（令和3年法律第63号。以下この項及び次項において「改正法」と

いう。）附則第4条第1項若しくは第2項（これらの規定を改正法附則第9条第3項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）又は改正法附則第6条第1項若しくは第2項（これらの規定を改正法附則第9条第3

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により採用された職員は、この規則による改

正後の職員の勤務時間、休暇等に関する規則（以下この項及び次項において「新規則」という。）第8条

第2項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（次項において「定年前再任用短時間勤務職員」とい

う。）とみなして、新規則第10条の3第1項（第2号に係る部分に限る。）及び第4項の規定を適用する。 

3 改正法附則第6条第1項又は第2項（これらの規定を改正法附則第9条第3項の規定により読み替えて適用

する場合を含む。）の規定により採用された職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規則

第8条第2項、第10条第1号及び第2号、第10条の2、第10条の3第1項（第1号に係る部分に限る。）、第10

条の4並びに第10条の5第1項第1号及び第2号の規定を適用する。 

 

和歌山県人事委員会規則第58号 

職員の自己啓発等休業に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の自己啓発等休業に関する規則の一部を改正する規則 

職員の自己啓発等休業に関する規則（平成19年和歌山県人事委員会規則第49号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（条例第11条第 2項の人事委員会規則で定める （条例第11条第 2項の人事委員会規則で定める
要件） 要件）

第 5条 条例第11条第 2 項の規定により読み替え 第 5条 条例第11条第 2 項の規定により読み替え
て適用される職員の退職手当に関する条例（昭 て適用される職員の退職手当に関する条例（昭
和37年和歌山県条例第57号。第 3 号及び次項第 和37年和歌山県条例第57号。以下「退職手当条
1 号において「退職手当条例」という。）第 8 例」という。）第 8条第 4 項に規定する人事委
条第 4 項に規定する人事委員会規則で定める要 員会規則で定める要件は、次の各号のいずれに
件は、次の各号のいずれにも該当することとす も該当することとする。
る。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)
自己啓発等休業の期間の末日の翌日から起 自己啓発等休業の期間の末日の翌日から起(３) (３)

算した職員としての在職期間（退職手当条例 算した職員としての在職期間（退職手当条例
第 8条第 5項又は第11条第 1 項の規定により 第 8条第 5項又は第11条第 1 項の規定により
職員としての引き続いた在職期間に含むもの 職員としての引き続いた在職期間に含むもの
とされる期間を含む。）が 5年に達するまで とされる期間を含む。）が 5年に達するまで
の期間中に退職したものではないこと。ただ の期間中に退職したものではないこと。ただ
し、次のいずれかに該当する場合は、この限 し、次のいずれかに該当する場合は、この限
りでない。 りでない。
ア 通勤（退職手当条例第 4条第 2 項に規定 ア 通勤（退職手当条例第 4条第 2 項に規定

する通勤（他の法令の規定により通勤とみ する通勤（他の法令の規定により通勤とみ
なされるものを含む。）をいう。次項第 1 なされるものを含む。）をいう。以下同じ
号において同じ。）による傷病若しくは死 。）による傷病若しくは死亡により退職し
亡により退職した場合又は退職手当条例第 た場合又は退職手当条例第 5条第 1 項に規
5条第 1 項第 4 号に規定する公務上の傷病 定する公務上の傷病若しくは死亡（他の法
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附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第5条の改正規定（第1項第3号イに係るものを除

く。）は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第59号 

職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則 

職員の退職管理に関する規則（平成28年和歌山県人事委員会規則第42号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

（経過措置） 

2 地方公務員法の一部を改正する法律（令和3年法律第63号。以下「改正法」という。）附則第4条第1項

若しくは第2項又は第6条第1項若しくは第2項の規定により採用された職員は定年前再任用短時間勤務職

員（改正法による改正後の地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の4第1項の規定により採用され

た職員をいう。）とみなして、この規則による改正後の職員の退職管理に関する規則（次項において

「新規則」という。）第17条第2号の規定を適用する。 

3 この規則の施行前に、改正法による改正前の地方公務員法第28条の4第1項又は第28条の5第1項の規定

により職員として採用された場合における新規則第17条の規定の適用については、なお従前の例による。 

 

若しくは死亡（他の法令の規定により公務 令の規定により公務とみなされる業務に係
とみなされる業務に係る業務上の傷病又は る業務上の傷病又は死亡を含む。）により
死亡を含む。）により退職した場合 退職した場合

イ 法第28条の 6 第 1 項の規定により退職し イ 法第28条の 2第 1 項の規定により退職し
た場合（法第28条の 7第 1 項の期限又は同 た場合（法第28条の 3第 1 項の期限又は同
条第 2 項の規定により延長された期限の到 条第 2 項の規定により延長された期限の到
来により退職した場合を含む。）又はこれ 来により退職した場合を含む。）又はこれ
に準ずる他の法令の規定により退職した場 に準ずる他の法令の規定により退職した場
合 合

ウ 任期を定めて採用された職員が、当該任
期が満了したことにより退職した場合

ウ 略 エ 略
2 前項第 3 号の職員としての在職期間には、次 2 前項第 3 号の職員としての在職期間には、次
に掲げる期間を含まないものとする。 に掲げる期間を含まないものとする。

法第28条第 2項の規定による休職の期間（ 法第28条第 2項の規定による休職の期間（(１) (１)
通勤による傷病又は退職手当条例第 5条第 1 通勤による傷病又は退職手当条例第 5条第 1
項第 4 号に規定する公務上の傷病（他の法令 項に規定する公務上の傷病（他の法令の規定
の規定により公務とみなされる業務に係る業 により公務とみなされる業務に係る業務上の
務上の傷病を含む。）により法第28条第 2項 傷病を含む。）により法第28条第 2項第 1 号
第 1 号に掲げる事由に該当して休職にされた に掲げる事由に該当して休職にされた場合に
場合における当該休職の期間を除く。) おける当該休職の期間を除く。)
～ 略 ～ 略(２) (７) (２) (７)

改 正 後 改 正 前

（任命権者への再就職の届出を要しない場合） （任命権者への再就職の届出を要しない場合）
第17条 条例第 3 条の人事委員会規則で定める場 第17条 条例第 3 条の人事委員会規則で定める場

合は、次に掲げる場合とする。 合は、次に掲げる場合とする。
略 略(１) (１)
法第22条の 4 第 1 項の規定により職員とし 法第28条の 4 第 1 項又は第28条の 5 第 1 項(２) (２)

て採用された場合 の規定により職員として採用された場合
略 略(３) (３)
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和歌山県人事委員会規則第60号 

不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規則 

不利益処分についての審査請求に関する規則（平成6年和歌山県人事委員会規則第2号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（審査長） （審査長）
第 3 条 略 第 3 条 略
2 人事委員会は、法第50条第 2 項の規定により 2 人事委員会は、法第50条第 2 項の規定に基づ
審査に関する事務の一部を委任したときは、当 き審査に関する事務の一部を委任したときは、
該委任を受けた委員又は事務局長のうちから審 当該委任を受けた委員又は事務局長のうちから
査長を指名するものとする。 審査長を指名するものとする。

3 略 3 略

（審査事務委任の通知） （審査事務委任の通知）
第 4 条 人事委員会は、法第50条第 2 項の規定に 第 4 条 人事委員会は、法第50条第 2 項の規定に

より審査に関する事務の一部を委任したときは 基づき審査に関する事務の一部を委任したとき
、その旨を当事者に通知するものとする。 は、その旨を当事者に通知するものとする。

（審査請求の手続） （審査請求の手続）
第 5 条 略 第 5 条 略
2 審査請求書には、法第49条第 1 項本文又は第 2 審査請求書には、法第49条第 1 項又は第 2 項

2 項に規定する処分の事由を記載した説明書（ に規定する処分の事由を記載した説明書（以下
以下「処分説明書」という。）の写しを添付し 「処分説明書」という。）の写しを添付しなけ
なければならない。ただし、処分説明書が交付 ればならない。ただし、処分説明書が交付され
されなかったときは、この限りでない。 なかったときは、この限りでない。

3 ・ 4 略 3 ・ 4 略

（審査請求書等の点検・審査及び不備の補正） （審査請求書の調査及び不備の補正）
第 7 条 人事委員会は、審査請求書が提出された 第 7 条 人事委員会は、審査請求書が提出された

ときは、審査請求書の記載事項並びに添付書類 ときは、審査請求書の記載事項並びに添付書類
の有無及び添付書類があるときはその内容につ の有無及び添付書類があるときはその内容につ
いて点検・審査する。 いて点検・審査し、審査請求書に重要な不備が

あるときは、相当の期間を定めて、その補正を
命ずることができる。不備が軽微であって、審
査請求の受理の決定に影響のないものであると
きは、人事委員会は、職権で補正することがで
きる。

2 前項の規定による点検・審査の結果、審査請
求書に重要な不備があるときは、相当の期間を
定めて、その補正を命ずることができる。ただ
し、不備が軽微であって、審査請求の受理の決
定に影響のないものであるときは、人事委員会
は、職権で補正することができる。

（審査請求の受理又は却下） （審査請求の受理又は却下）
第 8 条 人事委員会は、前条の規定による点検・ 第 8 条 人事委員会は、前条に規定する調査を行

審査を行った後、その審査請求を受理するか又 った後、その審査請求を受理するか又は却下す
は却下するかを決定するものとする。この場合 るかを決定するものとする。この場合において
において、次に掲げる審査請求については、却 、次に掲げる審査請求については、却下するも
下するものとする。 のとする。

略 略(１) (１)
法第49条第 1 項本文に規定する処分に該当 法第49条第 1 項に規定する処分に該当しな(２) (２)

しないことが明らかな事実について行われた いことが明らかな事実について行われた審査
審査請求 請求
・ 略 ・ 略(３) (４) (３) (４)

前条第 2 項前段の規定による補正命令に従 前条に規定する補正命令に従った補正が行(５) (５)
った補正が行われない審査請求 われない審査請求

略 略(６) (６)
2 ・ 3 略 2 ・ 3 略
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（受理後の却下） （受理後の却下）
第 9 条 人事委員会は、受理した審査請求が、前 第 9 条 人事委員会は、受理した審査請求が、前

条第 1 項後段の規定により却下すべきものであ 条第 1 項後段の規定に基づき却下すべきもので
ったことが明らかになったときは、その審査請 あったことが明らかになったときは、その審査
求を却下する。 請求を却下するものとする。

（受理及び却下の通知） （受理及び却下の通知）
第10条 人事委員会は、審査請求を受理したとき 第10条 人事委員会は、審査請求を受理したとき

は、当事者にその旨を通知するとともに処分者 は、当事者にその旨を通知するとともに処分者
に審査請求書の副本を送付するものとし、却下 に審査請求書の副本を送付するものとし、却下
したときは、請求者（前条の規定により却下し したときは、請求者（前条の規定に基づいて却
たときは、当事者）にその旨を通知するものと 下したときは、当事者）にその旨を通知するも
する。 のとする。

（手続の承継） （手続の承継）
第12条 略 第12条 略
2 ・ 3 略 2 ・ 3 略
4 相続人が 2 名以上あるときは、そのうちの 1 4 相続人が 2 名以上あるときは、そのうちの 1
名に対する通知その他の行為は、その全員に対 名に対する通知その他の行為は、全員に対して
してされたものとみなす。 されたものとみなす。

5 略 5 略

（審査の終了） （審査の終了）
第16条 人事委員会は、係属している審査請求が 第16条 人事委員会は、係属している審査請求が

次に掲げる要件のいずれかを充たすに至ったと 次に掲げる要件を充たすに至ったときは、当該
きは、当該審査請求の審査の終了を決定するも 審査請求の審査の終了を決定するものとする。
のとする。

～ 略 ～ 略(１) (５) (１) (５)
第34条第 2 項（第55条において準用する場 第34条第 2 項（第55条において準用する場(６) (６)

合を含む。）の規定により審理が終了された 合を含む。）の規定に基づき審理が終了され
とき。 たとき。

略 略(７) (７)
2 人事委員会は、前項の規定により審査の終了 2 人事委員会は、前項の規定に基づき審査の終
を決定したときは、当事者にその旨を通知する 了を決定したときは、当事者にその旨を通知す
ものとする。 るものとする。

3 略 3 略

（代理人の選任及び解任等） （代理人の選任及び解任等）
第18条 略 第18条 略
2 当事者は、代理人を選任し、又は解任したと 2 当事者は、代理人を選任し、又は解任したと
きは、その者の氏名、住所及び職又は職業を人 きは、その者の氏名、住所及び職又は職業を人
事委員会に書面で届け出なければならない。た 事委員会に書面で届け出なければならない。た
だし、第 5 条第 4 項の規定による審査請求を行 だし、第 5 条第 4 項の規定に基づき審査請求を
った代理人の選任については、この限りでない 行った代理人の選任については、この限りでな
。 い。

3 請求者は、代理人に対して次条第 1 項ただし 3 請求者は、代理人に対して次条第 1 項ただし
書の特別の委任を行った場合又はその委任を撤 書に規定する特別の委任を行った場合又はその
回した場合には、書面にその旨を記載して、人 委任を撤回した場合には、書面にその旨を記載
事委員会に届け出なければならない。 して、人事委員会に届け出なければならない。

4 略 4 略

（口頭審理の請求及びその撤回等） （口頭審理の請求及びその撤回等）
第22条 請求者は、審理が終了するまでは、いつ 第22条 請求者は、審理が終了するまでは、いつ

でも、口頭審理の請求をし、又はその請求を撤 でも、口頭審理を請求し、又はその請求を撤回
回することができる。 することができる。

2 請求者は、いつでも、口頭審理の公開の請求 2 請求者は、いつでも、口頭審理の公開を請求
をし、又はその請求を撤回することができる。 し、又はその請求を撤回することができる。

3 略 3 略

（口頭審理の日時の変更） （口頭審理の日時の変更）
第24条 略 第24条 略
2 前項の規定による申立ては、口頭審理の期日 2 前項の申立ては、口頭審理の期日の 7 日前の
の 7 日前の日までに到達するように、その理由 日までに到達するように、その理由を記載した
を記載した書面を人事委員会に提出しなければ 書面を人事委員会に提出しなければならない。
ならない。

3 人事委員会は、第 1 項の規定による申立てが 3 人事委員会は、第 1 項の申立てが正当な理由
正当な理由に基づくものと認めるときは、新た に基づくものと認めるときは、新たな日時を指
な日時を指定し、かつ、当事者にこれを通知し 定し、かつ、当事者にこれを通知しなければな
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なければならない。 らない。

（最終陳述） （最終陳述）
第33条 人事委員会は、次条第 1 項の規定により 第33条 人事委員会は、次条第 1 項の規定に基づ

審理を終了させる前に、当事者に最終陳述をす き審理を終了させる前に、当事者に最終陳述を
る機会を与えなければならない。審査の併合さ する機会を与えなければならない。審査の併合
れた審査請求の一部について審理を終了させる された審査請求の一部について審理を終了させ
前においても、同様とする。 る前においても、同様とする。

2 ・ 3 略 2 ・ 3 略
4 当事者が、前項の提出期限までに最終陳述書 4 当事者が、前項の期限までに最終陳述書を提
を提出しないときは、その当事者は、最終陳述 出しないときは、その当事者は、最終陳述をす
をする機会を放棄したものとみなす。 る機会を放棄したものとみなす。

（審理の終了） （審理の終了）
第34条 人事委員会は、この章の規定に従い必要 第34条 人事委員会は、この章の規定に従い必要

な審理を終えたと認めるときは、審理を終了す な審理を終えたと認めるときは、審理を終了す
る。 るものとする。

2 略 2 略
3 人事委員会は、前 2 項の規定により審理を終 3 人事委員会は、前 2 項の規定に基づき審理を
了したときは、速やかに、当事者にその旨を通 終了したときは、速やかに、当事者にその旨を
知するものとする。 通知するものとする。

（口述書の提出要求） （口述書の提出要求）
第46条 略 第46条 略
2 略 2 略
3 第 1 項の口述書には、証人がこれに署名しな 3 第 1 項に規定する口述書には、証人がこれに
ければならない。 署名しなければならない。

（当事者尋問） （当事者尋問）
第47条 略 第47条 略
2 当事者本人を尋問する場合には、あらかじめ 2 当事者本人を尋問する場合には、あらかじめ
宣誓を行わせなければならない。 宣誓を行わせなければならない。第43条第 2 項

及び第 3 項の規定は、この場合の宣誓について
準用する。

3 人事委員会は、第 1 項の規定により当事者本 3 人事委員会は、第 1 項の規定に基づき当事者
人を尋問する場合において、必要があると認め 本人を尋問する場合において、必要があると認
るときは、当事者本人をその代理人及び相手方 めるときは、当事者本人をその代理人及び相手
の当事者が尋問することを認めることができる 方の当事者が尋問することを認めることができ
。 る。第44条第 2 項及び第 3 項の規定は、この場

合の尋問について準用する。
4 第43条第 2 項及び第 3 項の規定は、第 2 項の
規定による宣誓について、第44条第 2 項及び第
3 項の規定は、第 3 項の規定による尋問につい
て、それぞれ準用する。

（証拠の所在地における証拠調べ） （証拠の所在地における証拠調べ）
第52条 人事委員会は、証人、当事者又は鑑定人 第52条 人事委員会は、証人、当事者又は鑑定人

（以下この条において「証人等」という。）の （以下この条において「証人等」という。）の
健康状態等又は証拠資料の性質、保管状態等を 健康状態等又は証拠資料の性質、保管状態等を
考慮し、第23条の規定により通知した場所にお 考慮し、第23条の規定に基づき通知した場所に
いて証言等又は証拠資料の提出を求めることが おいて証言等又は証拠資料の提出を求めること
適当でないと認めるときは、当事者の意見を聴 が適当でないと認めるときは、当事者の意見を
き、証人等又は証拠資料の所在地に赴いて証拠 聴き、証人等又は証拠資料の所在地に赴いて証
調べをすることができる。 拠調べをすることができる。

（書面審理） （書面審理）
第53条 請求者が書面審理の請求を行った場合又 第53条 請求者が書面審理の請求を行った場合又

は審査請求書において口頭審理又は書面審理の は審査請求書において口頭審理又は書面審理の
選択を行わなかった場合には、人事委員会は、 選択を行わなかった場合には、人事委員会は、
書面審理を行うものとする。第22条の規定によ 書面審理を行うものとする。第22条の規定に基
り口頭審理の請求が撤回されたときも、同様と づき口頭審理の請求が撤回されたときも、同様
する。 とする。

2 ・ 3 略 2 ・ 3 略
4 前項の規定による審尋は、非公開で行うもの 4 前項の規定に基づく審尋は、非公開で行うも
とする。 のとする。

（口頭審理に関する規定の準用） （口頭審理に関する規定の準用）
第55条 第25条から第28条まで及び前章第 2 節（ 第55条 第25条から第28条まで及び前章第 2 節（
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附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第3条の改正規定、第4条の改正規定、第7条の改正

規定、第8条の改正規定（第1項第2号に係るものを除く。）、第9条の改正規定、第10条の改正規定、第12

条の改正規定、第16条の改正規定、第18条の改正規定、第22条の改正規定、第24条の改正規定、第33条の

改正規定、第34条の改正規定、第46条の改正規定、第47条の改正規定、第52条の改正規定、第53条の改正

規定、第55条の改正規定、第57条の改正規定、第70条の改正規定及び第72条の改正規定は、公布の日から

施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第61号 

職員の苦情処理に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の苦情処理に関する規則の一部を改正する規則 

職員の苦情処理に関する規則（平成17年和歌山県人事委員会規則第8号）の一部を次のように改正する。 

第44条、第47条第 3 項及び第51条第 2 項を除く 第44条、第47条第 3 項及び第51条第 2 項を除く
。）の規定は、書面審理について準用する。こ 。）の規定は、書面審理について準用する。こ
の場合において、第48条中「証人相互又は当事 の場合において、第48条中「証人相互又は当事
者本人と証人若しくは当事者本人相互」とある 者本人と証人若しくは当事者本人相互」とある
のは「証人相互」と、第52条中「考慮し、第23 のは「証人相互」と、第52条中「考慮し、第23
条の規定により通知した場所において証言等又 条の規定に基づき通知した場所において証言等
は証拠資料の提出を求めることが適当でないと 又は証拠資料の提出を求めることが適当でない
認めるときは、当事者の意見を聴き」とあるの と認めるときは、当事者の意見を聴き」とある
は「考慮し」と読み替えるものとする。 のは「考慮し」と読み替えるものとする。

（調書の閲覧等） （調書の閲覧等）
第57条 人事委員会は、当事者が調書（第21条第 第57条 人事委員会は、当事者が調書（第21条第

4 項の規定により当事者、代理人又は傍聴人を 4 項の規定に基づき当事者、代理人又は傍聴人
退席させて行われた審理に関する部分を除く。 を退席させて行われた審理に関する部分を除く
）を閲覧し、又は複写し、若しくは複製するこ 。）を閲覧し、又は複写し、若しくは複製する
とを許可することができる。ただし、人事委員 ことを許可することができる。ただし、人事委
会の事務又は調書の保存に支障があるときは、 員会の事務又は調書の保存に支障があるときは
この限りでない。 、この限りでない。

2 略 2 略

（準用） （準用）
第69条 第 5 条第 4 項、第 6 条第 2 項及び第 3 項 第69条 第 5 条第 4 項、第 6 条第 2 項及び第 3 項

、第 7 条から第10条まで、第13条、第18条（第 、第 7 条から第10条まで、第13条、第18条（第
4 項を除く。）、第19条並びに前章（第58条第 4 項を除く。）、第19条並びに前章（第58条第
1 項及び第60条第 1 項後段を除く。）の規定は 1 項及び第60条第 1 項後段を除く。）の規定は
、再審について準用する。この場合において、 、再審について準用する。この場合において、
第 6 条第 2 項中「前項各号」とあるのは「第64 第 6 条第 2 項中「前項各号」とあるのは「第64
条各号」と、第 8 条第 1 項第 2 号中「法第49条 条各号」と、第 8 条第 1 項第 2 号中「法第49条
第 1 項本文に規定する処分」とあるのは「第62 第 1 項に規定する処分」とあるのは「第62条に
条に規定する場合」と、「事実について」とあ 規定する場合」と、「事実について」とあるの
るのは「理由によって」と、同項第 3 号並びに は「理由によって」と、同項第 3 号並びに同条
同条第 2 項及び第 3 項中「審査請求期間」とあ 第 2 項及び第 3 項中「審査請求期間」とあるの
るのは「第63条に定める期間」と、第10条及び は「第63条に定める期間」と、第10条及び第13
第13条第 4 項中「処分者」とあるのは「相手方 条第 4 項中「処分者」とあるのは「相手方の当
の当事者」と読み替えるものとする。 事者」と読み替えるものとする。

（文書の送付） （文書の送付）
第70条 文書の送付は、使送又は郵便等によって 第70条 文書の送付は、使走又は郵便等によって

行う。 行う。
2 ～ 4 略 2 ～ 4 略

（証拠資料の返還） （証拠資料の返還）
第72条 人事委員会は、法及びこの規則により提 第72条 人事委員会は、法及びこの規則に基づき

出された証拠資料を留め置く必要がなくなった 提出された証拠資料を留め置く必要がなくなっ
ときは、速やかに当該証拠資料をその提出人に たときは、速やかに当該証拠資料をその提出人
返還するものとする。 に返還するものとする。
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次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第2条の改正規定（「基づく」を「よる」に改め

る部分に限る。）については、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2 地方公務員法の一部を改正する法律（令和3年法律第63号）附則第4条第1項若しくは第2項（これらの

規定を同法附則第9条第3項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第5条第1項から第4項まで、

第6条第1項若しくは第2項（これらの規定を同法附則第9条第3項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。）又は第7条第1項から第4項までの規定による採用は、この規則による改正後の職員の苦情処理に

関する規則第2条第2号の採用とみなす。 

 

和歌山県人事委員会規則第62号 

職員の平成27年4月1日における給料の切替えに伴う経過措置に関する規則を廃止する規則を次のように

定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の平成27年4月1日における給料の切替えに伴う経過措置に関する規則を廃止する規則 

職員の平成27年4月1日における給料の切替えに伴う経過措置に関する規則（平成27年和歌山県人事委員

会規則第24号）は、廃止する。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第63号 

教育職員の平成27年4月1日における給料の切替えに伴う経過措置に関する規則を廃止する規則を次のよ

うに定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

教育職員の平成27年4月1日における給料の切替えに伴う経過措置に関する規則を廃止する規則 

教育職員の平成27年4月1日における給料の切替えに伴う経過措置に関する規則（平成27年和歌山県人事

委員会規則第25号）は、廃止する。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第64号 

改 正 後 改 正 前

（人事委員会に対する苦情相談） （人事委員会に対する苦情相談）
第 2 条 職員（離職した職員を含む。第 4 条第 1 第 2 条 職員（離職した職員を含む。第 4 条第 1

項において同じ。）は、人事委員会に対し、文 項において同じ。）は、人事委員会に対し、文
書又は口頭により苦情相談を行うことができる 書又は口頭により苦情相談を行うことができる
。ただし、離職した職員にあっては、次に掲げ 。ただし、離職した職員にあっては、次に掲げ
る苦情相談に限る。 る苦情相談に限る。

略 略(１) (１)
法第22条の 4 第 1 項又は第22条の 5 第 1 項 法第28条の 4 第 1 項、第28条の 5 第 1 項又(２) (２)

若しくは第 2 項の規定による採用に関する苦 は第28条の 6 第 1 項若しくは第 2 項の規定に
情相談 基づく採用に関する苦情相談
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警察官の平成27年4月1日における給料の切替えに伴う経過措置に関する規則を廃止する規則を次のよう

に定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

警察官の平成27年4月1日における給料の切替えに伴う経過措置に関する規則を廃止する規則 

警察官の平成27年4月1日における給料の切替えに伴う経過措置に関する規則（平成27年和歌山県人事委

員会規則第26号）は、廃止する。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第65号 

職員の給与に関する条例附則第19項、第21項又は第22項の規定による給料に関する規則を次のように定

める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

職員の給与に関する条例附則第19項、第21項又は第22項の規定による給料に関する規則 

（趣旨） 

第1条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第51号。以下「条例」という。）

附則第19項、第21項又は第22項の規定による給料に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第2条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（1）管理監督職 職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第3号。次号、第3号及び第5条第1

項において「定年条例」という。）第6条に規定する職をいう。 

（2）異動期間 定年条例第9条第1項に規定する異動期間（同条各項の規定により延長された期間を含

む。）をいう。 

（3）特例任用後降任等職員 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第28条の2第4

項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、条例附則第19項に規定する異動日（以下「異

動日」という。）の前日において第1項特例任用職員（定年条例第9条第1項又は第2項の規定により異

動期間を延長された管理監督職を占める職員をいう。以下同じ。）又は第3項特例任用職員（同条第3

項又は第4項の規定により異動期間を延長された管理監督職を占める職員をいう。以下同じ。）であっ

たものをいう。 

（4）特定日 条例附則第17項に規定する特定日をいう。 

（5）降格 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成5年和歌山県人事委員会規則第1号。

以下「初任給規則」という。）第2条第3号に規定する降格のうち、法第28条の2第4項に規定する他の

職への降任等に伴うものを除いたものをいう。 

（6）初任給基準異動 条例第8条第1項、教育職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第52号）

第8条第3項、市町村立学校職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第53号）第10条第1項及び

警察職員の給与に関する条例（昭和29年和歌山県条例第21号）第7条第3項の給料表（以下「給料表」

という。）の適用を異にしない初任給規則別表第6に定める初任給基準表（第6条第1項第1号において

「初任給基準表」という。）に異なる初任給の定めがある他の職種に属する職務への異動をいう。 

（7）給料表異動 給料表の適用を異にする異動をいう。 

（8）降号 初任給規則第2条第4号に規定する降号をいう。 

（9）上限額 条例第8条の2第2項の規定により職員が属する職務の級における最高の号給の給料月額（地

方公務員の育児休業等に関する法律（平成3年法律第110号）第10条第1項又は第17条の規定による勤務
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（以下「育児短時間勤務等」という。）をしている職員にあっては、当該給料月額に職員の勤務時間、

休暇等に関する条例（平成7年和歌山県条例第6号）第2条第2項の規定により定められた当該職員の勤

務時間を同条第1項に規定する勤務時間で除して得た数（第4条第1項第3号及び第6条第1項第3号におい

て「算出率」という。）を乗じて得た額（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額））をいう。 

（10）その者の号給等 当該職員に適用される給料表並びにその職務の級及び号給をいう。 

（条例附則第19項の人事委員会規則で定める職員） 

第3条 条例附則第19項の人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

（1）法第28条の2第4項に規定する他の職への降任等をされた職員（特例任用後降任等職員を除く。）の

うち、次に掲げる職員 

ア 異動日以後に初任給基準異動をした職員 

イ 異動日から特定日までの間に降格又は降号をした職員 

ウ 異動日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員（異動日以後に育児短時間勤務等を開始し、特

定日前に当該育児短時間勤務等を終了した職員を除く。） 

エ 異動日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

（2）異動日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定（給料月額の改定を

する条例が制定された場合において、当該条例による改定により当該改定前に受けていた給料月額が

増額又は減額されることをいう。以下同じ。）をされた職員 

（他の職への降任等をされた職員に対する条例附則第21項の規定による給料の支給） 

第4条 法第28条の2第4項に規定する他の職への降任等をされた職員（特例任用後降任等職員を除く。）

であって、異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、次の各号に掲げる職員となり、

特定日に条例附則第17項の規定により当該職員が受ける給料月額（特定日後に第1号、第3号又は第4号

に掲げる職員となったものにあっては、特定日に当該各号に掲げる職員になったものとした場合に特定

日に同項の規定により当該職員が受けることとなる給料月額に相当する額。以下この項において「特定

日給料月額」という。）が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額（第3号アに掲げる職員以外の職

員にあっては、当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数

を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条において「第4条基礎給料月額」という。）に

達しないこととなる職員（次の各号のうち2以上の号に掲げる職員に該当する職員（第3項の規定の適用

を受ける職員を除く。）を除く。）には、特定日以後の当該各号に掲げる職員となった日以後、第4条

基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を、条例附則第21項の規定による給料として支給

する。 

（1）異動日以後に給料表異動又は初任給基準異動（以下「給料表異動等」という。）をした職員（第4号

に掲げる職員を除く。） 異動日の前日に当該給料表異動等があったものとした場合（給料表異動等

が2回以上あった場合にあっては、同日にそれらの給料表異動等が順次あったものとした場合）に同日

において当該職員が受けることとなる給料月額に相当する額に100分の70を乗じて得た額 

（2）異動日から特定日までの間に降格又は降号をした職員（第4号に掲げる職員を除く。） 異動日の前

日に当該職員が受けていた給料月額から、当該降格又は降号をした日に当該降格又は降号がないもの

とした場合の同日のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額と当該降格又は降号後のその者

の号給等に対応する給料月額との差額（降格又は降号を2回以上した場合にあっては、それぞれの当該

差額を合算した額）に相当する額を減じた額に100分の70を乗じて得た額 

（3）異動日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員（異動日以後に育児短時間勤務等を開始し、特定

日前に当該育児短時間勤務等を終了した職員を除く。） 次に掲げる職員の区分に応じ、次に定める

額 

ア 特定日以後に現に育児短時間勤務等をしている職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する
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給料月額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）に算出率を乗じて得た額

（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額） 

イ アに掲げる職員以外の職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額に100分の70を乗

じて得た額 

（4）異動日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 人事委員会の承認を得て定める

額 

（5）異動日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた職員 異動

日の前日のその者の号給等に対応する特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額に100分の70を乗

じて得た額 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第4条基礎給料月額と特定日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する職員であって同項第5号に掲げる職員に該当する職員

に対する前2項の規定の適用については、当該職員は第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する職

員であるものとし、当該職員について適用される第4条基礎給料月額は、同項第1号から第3号までに規定

する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとする。 

4 第1項第1号から第5号までのうち2以上の号に掲げる職員に該当する職員（前項の規定の適用を受ける

職員を除く。）には、人事委員会の承認を得て定める日以後、人事委員会の承認を得て定める額を、条

例附則第21項の規定による給料として支給する。 

（特例任用後降任等職員に対する条例附則第21項の規定による給料の支給） 

第5条 特例任用後降任等職員であって、仮定異動期間末日（定年条例第9条第1項から第4項までの規定に

よる異動期間の延長がないものとした場合における異動期間の末日をいう。以下同じ。）の前日から引

き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、異動日に条例附則第17項の規定により当該職員が受け

る給料月額（以下この項において「異動日給料月額」という。）が異動日の前日のその者の号給等に対

応する給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給

料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分

の70を乗じて得た額（当該額に50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の

端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この項において「第5条基礎給料月額」とい

う。）に達しないこととなる職員（次条第1項第1号から第5号まで、第3項並びに第4項に該当する職員

を除く。）には、異動日以後、第5条基礎給料月額と異動日給料月額との差額に相当する額を、条例附

則第21項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第5条基礎給料月額と異動日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

第6条 特例任用後降任等職員であって、仮定異動期間末日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職

員のうち、次の各号に掲げる職員となり、異動日に条例附則第17項の規定により当該職員が受ける給料

月額（異動日後に第1号、第3号又は第4号に掲げる職員となったものにあっては、異動日に当該各号に

掲げる職員になったものとした場合に異動日に同項の規定により当該職員が受けることとなる給料月額

に相当する額。以下この項において「異動日給料月額」という。）が当該各号の区分に応じ当該各号に

定める額（第3号アに掲げる職員以外の職員にあっては、当該額に、50円未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条にお

いて「第6条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員（次の各号のうち2以上の号に掲げる

職員に該当する職員（第3項の規定の適用を受ける職員を除く。）を除く。）には、異動日以後の当該
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各号に掲げる職員となった日以後、第6条基礎給料月額と異動日給料月額との差額に相当する額を、条

例附則第21項の規定による給料として支給する。 

（1）仮定異動期間末日以後に給料表異動等をした職員（第4号に掲げる職員を除く。） 仮定異動期間末

日の前日に当該給料表異動等があり、同日から異動日の前日まで当該給料表異動等後に適用されてい

る給料表及び初任給基準表における初任給の定めが引き続き適用されているものとした場合（給料表

異動等が2回以上あった場合にあっては、仮定異動期間末日の前日にそれらの給料表異動等が順次あり、

同日から異動日の前日までこれらの給料表異動等後に適用されている給料表及び初任給基準表におけ

る初任給の定めが引き続き適用されているものとした場合）の同日のその者の号給等に対応する給料

月額に相当する額（これらの場合において、仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間の

その者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額があるときは、そのうち最も多い給

料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

（2）仮定異動期間末日から異動日までの間に降格（初任給規則第24条第3項に該当するものを除く。以下

この号において同じ。）又は降号をした職員（第4号に掲げる職員を除く。） 異動日の前日のその者

の号給等に対応する給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給

等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当

する額）から、当該降格又は降号をした日に当該降格又は降号がないものとした場合の同日のその者

の号給等に対応する給料月額に相当する額と当該降格又は降号後のその者の号給等に対応する給料月

額との差額（降格又は降号を2回以上した場合にあっては、それぞれの当該差額を合算した額）に相当

する額を減じた額に100分の70を乗じて得た額 

（3）仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員 次に掲げる職員の区分に応じ、次に

定める額 

ア 異動日以後に現に育児短時間勤務等をしている職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する

給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料

月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分

の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未

満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）に算出率を乗じて得た額（その額に1円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた額） 

イ アに掲げる職員以外の職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額（仮定異動期間

末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い

給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

（4）仮定異動期間末日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 人事委員会の承認を

得て定める額 

（5）仮定異動期間末日の前日から異動日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた

職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する異動日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額（仮

定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する異動日の給料表の給

料月額欄に掲げる給料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に

相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第6条基礎給料月額と異動日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する職員であって、第5号に掲げる職員に該当する職員に

対する前2項の規定の適用については、当該職員は第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する職員

であるものとし、当該職員について適用される第6条基礎給料月額は、同項第1号から第3号までに規定す

る給料月額について異動日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとする。 
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4 第1項第1号から第5号までのうち2以上の号に掲げる職員に該当する職員（前項の規定の適用を受ける

職員を除く。）には、人事委員会の承認を得て定める日以後、人事委員会の承認を得て定める額を、条

例附則第21項の規定による給料として支給する。 

（降任等相当給料表異動をした職員に対する条例附則第22項の規定による給料の支給） 

第7条 降任等相当給料表異動（法第28条の2第1項ただし書に規定する他の職への転任に伴う給料表異動

のうち、当該給料表異動後の職員の職務の級が当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとした

場合の職員の職務の級より下位の職務の級となる場合のものをいう。以下この条及び次条において同

じ。）をした職員（第1項特例任用職員又は第3項特例任用職員から降任等相当給料表異動をした職員を

除く。第4項において同じ。）であって、降任等相当転任日（当該降任等相当給料表異動をした日をい

う。以下この条及び次条において同じ。）の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（第4項各号

に掲げる職員を除く。）のうち、特定日に条例附則第17項の規定により当該職員が受ける給料月額（以

下この項において「特定日給料月額」という。）が降任等相当転任日の前日に降任等相当転任日におい

て適用される給料表の適用を受けるものとした場合に当該職員が受けることとなる給料月額に相当する

額に100分の70を乗じて得た額（当該額に50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100

円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条において「第7条基礎給料月額」

という。）に達しないこととなる職員には、特定日以後、第7条基礎給料月額と特定日給料月額との差

額に相当する額を、条例附則第22項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第7条基礎給料月額と特定日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 降任等相当転任日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた職

員に対する前2項の規定の適用については、当該職員について適用される第7条基礎給料月額は、第1項に

規定する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとす

る。 

4 降任等相当給料表異動をした職員であって、降任等相当転任日の前日から引き続き給料表の適用を受

ける職員のうち、条例附則第17項の規定の適用を受ける職員であって、次に掲げる職員には、人事委員

会の定める日以後、人事委員会の定める額を、条例附則第22項の規定による給料として支給する。 

（1）降任等相当転任日後に給料表異動等をした職員 

（2）降任等相当転任日から特定日までの間に降格又は降号をした職員 

（3）降任等相当転任日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員（降任等相当転任日以後に育児短時間

勤務等を開始し、特定日前に当該育児短時間勤務等を終了した職員を除く。） 

（4）降任等相当転任日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

第8条 第1項特例任用職員又は第3項特例任用職員から降任等相当給料表異動をした職員であって、降任

等相当転任日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（第4項各号に掲げる職員を除く。）のう

ち、降任等相当転任日に条例附則第17項の規定により当該職員が受ける給料月額（以下この項において

「転任日給料月額」という。）が降任等相当転任日の前日に降任等相当転任日において適用される給料

表の適用を受けるものとした場合の降任等相当転任日の前日のその者の号給等に対応する給料月額に相

当する額（仮定異動期間末日の前日に当該給料表の適用を受け、同日から降任等相当転任日の前日まで

当該給料表が引き続き適用されているものとした場合に、仮定異動期間末日の前日から降任等相当転任

日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額があるときは、

そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を

生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。

以下この条において「第8条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員には、降任等相当転

任日以後、第8条基礎給料月額と転任日給料月額との差額に相当する額を、条例附則第22項の規定によ
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る給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第8条基礎給料月額と転任日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 仮定異動期間末日の前日から降任等相当転任日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定

をされた職員に対する前2項の規定の適用については、当該職員について適用される第8条基礎給料月額

は、第1項に規定する給料月額について降任等相当転任日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用い

て、算出するものとする。 

4 第1項特例任用職員又は第3項特例任用職員から降任等相当給料表異動をした職員であって、降任等相

当転任日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、条例附則第17項の規定の適用を受ける

職員であって、次に掲げる職員には、人事委員会の定める日以後、人事委員会の定める額を、条例附則

第22項の規定による給料として支給する。 

（1）降任等相当転任日後に給料表異動等をした職員 

（2）仮定異動期間末日から降任等相当転任日までの間に降格（初任給規則第24条第3項に該当するものを

除く。）又は降号をした職員 

（3）仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員 

（4）仮定異動期間末日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

（特例任用期間降格等職員に対する条例附則第22項の規定による給料の支給） 

第9条 特例任用期間降格等職員（第3項特例任用職員のうち、仮定異動期間末日から法第28条の2第1項に

規定する他の職への昇任、降任又は転任をされる日の前日までの間において、降格（初任給規則第24条

第3項の規定によるものに限る。）をされた職員又は給料表異動により当該給料表異動後の職員の職務

の級が当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとした場合の職員の職務の級より下位の職務の

級となった職員をいう。以下この条において同じ。）であって、仮定異動期間末日の前日から引き続き

給料表の適用を受ける職員（第4項各号に掲げる職員を除く。）のうち、特例任用期間降格等職員とな

った日（当該日が2以上あるときは、当該日のうち最も遅い日。以下この条において同じ。）に条例附

則第17項の規定により当該職員が受ける給料月額（以下この項において「降格等相当日給料月額」とい

う。）が、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額（当該額に50円未満の端数を生じたときは

これを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条に

おいて「第9条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員には、特例任用期間降格等職員と

なった日から法第28条の2第1項に規定する他の職への昇任、降任又は転任をされる日の前日までの間、

第9条基礎給料月額と降格等相当日給料月額との差額に相当する額を、条例附則第22項の規定による給

料として支給する。 

（1）次号に掲げる職員以外の職員 特例任用期間降格等職員となった日の前日のその者の号給等に対応

する給料月額（仮定異動期間末日の前日から特例任用期間降格等職員となった日の前々日までの間の

その者の号給等に対応する給料月額に、これより多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料

月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

（2）仮定異動期間末日以後に給料表異動（当該給料表異動後の職員の職務の級が当該給料表異動の前日

に給料表異動があったものとした場合の職員の職務の級より下位の職務の級となるものに限る。）を

した職員 特例任用期間降格等職員となった日の前日に特例任用期間降格等職員となった日において

適用される給料表の適用を受ける職員への給料表異動があったものとした場合の特例任用期間降格等

職員となった日の前日のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額（仮定異動期間末日の前日

に当該給料表異動があり、同日から特例任用期間降格等職員となった日の前日まで当該給料表異動後

に適用されている給料表が引き続き適用されているものとした場合に、仮定異動期間末日の前日から

特例任用期間降格等職員となった日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、これ
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よりも多い給料月額があるときは、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得

た額 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第9条基礎給料月額と降格等相当日給料月額との

差額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 仮定異動期間末日の前日から特例任用期間降格等職員となった日までの間の給料表の給料月額が増額

改定又は減額改定をされた職員に対する前2項の規定の適用については、当該職員について適用される第

9条基礎給料月額は、第1項各号に規定する給料月額について特例任用期間降格等職員となった日の給料

表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとする。 

4 特例任用期間降格等職員であって、仮定異動期間末日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員

のうち、条例附則第17項の規定の適用を受ける職員であって、次に掲げる職員には、人事委員会の承認

を得て定める日から法第28条の2第1項に規定する他の職への昇任、降任又は転任をされる日の前日まで

の間、人事委員会の承認を得て定める額を、条例附則第22項の規定による給料として支給する。 

（1）特例任用期間降格等職員となった日の翌日から法第28条の2第1項に規定する他の職への昇任、降任

又は転任をされる日の前日までの間に初任給規則第2条第2号に規定する昇格をした職員 

（2）特例任用期間降格等職員となった日以後に給料表異動等（給料表異動のうち、当該給料表異動後の

職員の職務の級が当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとした場合の職員の職務の級より

下位の職務の級となる場合のものを除く。）をした職員 

（3）仮定異動期間末日から特例任用期間降格等職員となった日までの間に降格（初任給規則第24条第3項

に該当するものを除く。）又は降号をした職員 

（4）仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員 

（5）仮定異動期間末日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

（人事交流等職員に対する条例附則第22項の規定による給料の支給） 

第10条 初任給規則第17条各号に掲げる者から人事交流等により引き続いて管理監督職以外の職に採用さ

れた職員（以下この条において「人事交流等職員」という。）のうち人事交流等職員となった日（当該

日が2以上あるときは、当該日のうち最も遅い日。以下この条において同じ。）前に職員であったもの

とした場合に異動日とみなされる日（以下この条において「みなし異動日」という。）がある者であっ

て、人事交流等職員となった日から引き続き給料表の適用を受ける職員（第4項各号に掲げる職員を除

く。）のうち、特定日に条例附則第17項の規定により当該職員が受ける給料月額（人事交流等職員とな

った日が60歳に達した日後における最初の4月1日（以下この条において「仮定特定日」という。）後で

あるときは、仮定特定日に職員であったものとして条例附則第17項の規定が適用された場合に仮定特定

日に当該職員が受けることとなる給料月額に相当する額。以下この項において「特定日給料月額」とい

う。）がみなし異動日の前日に職員となったものとした場合に当該職員が受けることとなる給料月額に

相当する額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、5

0円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条において「第10条基

礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員には、人事交流等職員となった日（特定日前に人事

交流等職員となった場合にあっては特定日）以後、第10条基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相

当する額を、条例附則第22項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第10条基礎給料月額と特定日給料月額との差

額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 給料月額の改定をする条例の制定により、みなし異動日の前日から特定日（人事交流等職員となった

日が仮定特定日後であるときは、仮定特定日。以下この項において同じ。）までの間の給料表の給料月

額が改定された場合における前2項の規定の適用については、人事交流等職員について適用される第10条
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基礎給料月額は、第1項に規定する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用

いて、算出するものとする。 

4 人事交流等職員のうちみなし異動日がある者であって、人事交流等職員となった日から引き続き給料

表の適用を受ける職員のうち、条例附則第17項の規定の適用を受ける職員であって、次に掲げる職員に

は、人事委員会の承認を得て定める日以後、人事委員会の承認を得て定める額を、条例附則第22項の規

定による給料として支給する。 

（1）かつて第1項特例任用職員又は第3項特例任用職員として勤務していた者で、人事交流等により引き

続いて初任給規則第17条各号に掲げる者となり引き続いて人事交流等職員となったもの及びこれに準

ずるもの 

（2）人事交流等職員となった日後に給料表異動等をした職員 

（3）人事交流等職員となった日から特定日までの間に降格又は降号をした職員 

（4）人事交流等職員となった日（特定日前に人事交流等職員となった場合にあっては特定日）以後に育

児短時間勤務等をした職員 

（5）人事交流等職員となった日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

（この規則により難い場合の措置） 

第11条 条例附則第19項、第21項又は第22項の規定による給料の支給について、この規則の規定による場

合には部内の他の職員との均衡を著しく失すると認められるときその他の特別の事情があるときは、あ

らかじめ人事委員会の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。 

（雑則） 

第12条 この規則に定めるもののほか、条例附則第19項、第21項又は第22項の規定による給料の支給に関

し必要な事項は人事委員会が定める。 

附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第66号 

教育職員の給与に関する条例附則第14項、第16項又は第17項の規定による給料に関する規則を次のよう

に定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

教育職員の給与に関する条例附則第14項、第16項又は第17項の規定による給料に関する規則 

（趣旨） 

第1条 この規則は、教育職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第52号。以下「条例」とい

う。）附則第14項、第16項又は第17項の規定による給料に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第2条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（1）管理監督職 職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第3号。次号、第3号及び第5条第1

項において「定年条例」という。）第6条に規定する職をいう。 

（2）異動期間 定年条例第9条第1項に規定する異動期間（同条各項の規定により延長された期間を含

む。）をいう。 

（3）特例任用後降任等職員 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第28条の2第4

項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、条例附則第14項に規定する異動日（以下「異

動日」という。）の前日において第1項特例任用職員（定年条例第9条第1項又は第2項の規定により異

動期間を延長された管理監督職を占める職員をいう。以下同じ。）又は第3項特例任用職員（同条第3

項又は第4項の規定により異動期間を延長された管理監督職を占める職員をいう。以下同じ。）であっ
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たものをいう。 

（4）特定日 条例附則第12項に規定する特定日をいう。 

（5）降格 教育職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成5年和歌山県人事委員会規則第2

号。以下「初任給規則」という。）第2条第3号に規定する降格のうち、法第28条の2第4項に規定する

他の職への降任等に伴うものを除いたものをいう。 

（6）初任給基準異動 職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第51号）第8条第1項、条例第8条

第3項、市町村立学校職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第53号）第10条第1項及び警察

職員の給与に関する条例（昭和29年和歌山県条例第21号）第7条第3項の給料表（以下「給料表」とい

う。）の適用を異にしない初任給規則別表第6に定める初任給基準表（第6条第1項第1号において「初

任給基準表」という。）に異なる初任給の定めがある他の職種に属する職務への異動をいう。 

（7）給料表異動 給料表の適用を異にする異動をいう。 

（8）降号 初任給規則第2条第4号に規定する降号をいう。 

（9）上限額 条例第8条の2第2項の規定により職員が属する職務の級における最高の号給の給料月額（地

方公務員の育児休業等に関する法律（平成3年法律第110号）第10条第1項又は第17条の規定による勤務

（以下「育児短時間勤務等」という。）をしている職員にあっては、当該給料月額に職員の勤務時間、

休暇等に関する条例（平成7年和歌山県条例第6号）第2条第2項の規定により定められた当該職員の勤

務時間を同条第1項に規定する勤務時間で除して得た数（第4条第1項第3号及び第6条第1項第3号におい

て「算出率」という。）を乗じて得た額（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て

た額））をいう。 

（10）その者の号給等 当該職員に適用される給料表並びにその職務の級及び号給をいう。 

（条例附則第14項の人事委員会規則で定める職員） 

第3条 条例附則第14項の人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

（1）法第28条の2第4項に規定する他の職への降任等をされた職員（特例任用後降任等職員を除く。）の

うち、次に掲げる職員 

ア 異動日以後に初任給基準異動をした職員 

イ 異動日から特定日までの間に降格又は降号をした職員 

ウ 異動日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員（異動日以後に育児短時間勤務等を開始し、特

定日前に当該育児短時間勤務等を終了した職員を除く。） 

エ 異動日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

（2）異動日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定（給料月額の改定を

する条例が制定された場合において、当該条例による改定により当該改定前に受けていた給料月額が

増額又は減額されることをいう。以下同じ。）をされた職員 

（他の職への降任等をされた職員に対する条例附則第16項の規定による給料の支給） 

第4条 法第28条の2第4項に規定する他の職への降任等をされた職員（特例任用後降任等職員を除く。）

であって、異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、次の各号に掲げる職員となり、

特定日に条例附則第12項の規定により当該職員が受ける給料月額（特定日後に第1号、第3号又は第4号

に掲げる職員となったものにあっては、特定日に当該各号に掲げる職員になったものとした場合に特定

日に同項の規定により当該職員が受けることとなる給料月額に相当する額。以下この項において「特定

日給料月額」という。）が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額（第3号アに掲げる職員以外の職

員にあっては、当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数

を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条において「第4条基礎給料月額」という。）に

達しないこととなる職員（次の各号のうち2以上の号に掲げる職員に該当する職員（第3項の規定の適用

を受ける職員を除く。）を除く。）には、特定日以後の当該各号に掲げる職員となった日以後、第4条

基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を、条例附則第16項の規定による給料として支給
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する。 

（1）異動日以後に給料表異動又は初任給基準異動（以下「給料表異動等」という。）をした職員（第4号

に掲げる職員を除く。） 異動日の前日に当該給料表異動等があったものとした場合（給料表異動等

が2回以上あった場合にあっては、同日にそれらの給料表異動等が順次あったものとした場合）に同日

において当該職員が受けることとなる給料月額に相当する額に100分の70を乗じて得た額 

（2）異動日から特定日までの間に降格又は降号をした職員（第4号に掲げる職員を除く。） 異動日の前

日に当該職員が受けていた給料月額から、当該降格又は降号をした日に当該降格又は降号がないもの

とした場合の同日のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額と当該降格又は降号後のその者

の号給等に対応する給料月額との差額（降格又は降号を2回以上した場合にあっては、それぞれの当該

差額を合算した額）に相当する額を減じた額に100分の70を乗じて得た額 

（3）異動日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員（異動日以後に育児短時間勤務等を開始し、特定

日前に当該育児短時間勤務等を終了した職員を除く。） 次に掲げる職員の区分に応じ、次に定める

額 

ア 特定日以後に現に育児短時間勤務等をしている職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する

給料月額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）に算出率を乗じて得た額

（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額） 

イ アに掲げる職員以外の職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額に100分の70を乗

じて得た額 

（4）異動日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 人事委員会の承認を得て定める

額 

（5）異動日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた職員 異動

日の前日のその者の号給等に対応する特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額に100分の70を乗

じて得た額 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第4条基礎給料月額と特定日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する職員であって同項第5号に掲げる職員に該当する職員

に対する前2項の規定の適用については、当該職員は第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する職

員であるものとし、当該職員について適用される第4条基礎給料月額は、同項第1号から第3号までに規定

する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとする。 

4 第1項第1号から第5号までのうち2以上の号に掲げる職員に該当する職員（前項の規定の適用を受ける

職員を除く。）には、人事委員会の承認を得て定める日以後、人事委員会の承認を得て定める額を、条

例附則第16項の規定による給料として支給する。 

（特例任用後降任等職員に対する条例附則第16項の規定による給料の支給） 

第5条 特例任用後降任等職員であって、仮定異動期間末日（定年条例第9条第1項から第4項までの規定に

よる異動期間の延長がないものとした場合における異動期間の末日をいう。以下同じ。）の前日から引

き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、異動日に条例附則第12項の規定により当該職員が受け

る給料月額（以下この項において「異動日給料月額」という。）が異動日の前日のその者の号給等に対

応する給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給

料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分

の70を乗じて得た額（当該額に50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の

端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この項において「第5条基礎給料月額」とい

う。）に達しないこととなる職員（次条第1項第1号から第5号まで、第3項並びに第4項に該当する職員
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を除く。）には、異動日以後、第5条基礎給料月額と異動日給料月額との差額に相当する額を、条例附

則第16項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第5条基礎給料月額と異動日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

第6条 特例任用後降任等職員であって、仮定異動期間末日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職

員のうち、次の各号に掲げる職員となり、異動日に条例附則第12項の規定により当該職員が受ける給料

月額（異動日後に第1号、第3号又は第4号に掲げる職員となったものにあっては、異動日に当該各号に

掲げる職員になったものとした場合に異動日に同項の規定により当該職員が受けることとなる給料月額

に相当する額。以下この項において「異動日給料月額」という。）が当該各号の区分に応じ当該各号に

定める額（第3号アに掲げる職員以外の職員にあっては、当該額に、50円未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条にお

いて「第6条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員（次の各号のうち2以上の号に掲げる

職員に該当する職員（第3項の規定の適用を受ける職員を除く。）を除く。）には、異動日以後の当該

各号に掲げる職員となった日以後、第6条基礎給料月額と異動日給料月額との差額に相当する額を、条

例附則第16項の規定による給料として支給する。 

（1）仮定異動期間末日以後に給料表異動等をした職員（第4号に掲げる職員を除く。） 仮定異動期間末

日の前日に当該給料表異動等があり、同日から異動日の前日まで当該給料表異動等後に適用されてい

る給料表及び初任給基準表における初任給の定めが引き続き適用されているものとした場合（給料表

異動等が2回以上あった場合にあっては、仮定異動期間末日の前日にそれらの給料表異動等が順次あり、

同日から異動日の前日までこれらの給料表異動等後に適用されている給料表及び初任給基準表におけ

る初任給の定めが引き続き適用されているものとした場合）の同日のその者の号給等に対応する給料

月額に相当する額（これらの場合において、仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間の

その者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額があるときは、そのうち最も多い給

料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

（2）仮定異動期間末日から異動日までの間に降格（初任給規則第24条第3項に該当するものを除く。以下

この号において同じ。）又は降号をした職員（第4号に掲げる職員を除く。） 異動日の前日のその者

の号給等に対応する給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給

等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当

する額）から、当該降格又は降号をした日に当該降格又は降号がないものとした場合の同日のその者

の号給等に対応する給料月額に相当する額と当該降格又は降号後のその者の号給等に対応する給料月

額との差額（降格又は降号を2回以上した場合にあっては、それぞれの当該差額を合算した額）に相当

する額を減じた額に100分の70を乗じて得た額 

（3）仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員 次に掲げる職員の区分に応じ、次に

定める額 

ア 異動日以後に現に育児短時間勤務等をしている職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する

給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料

月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分

の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未

満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）に算出率を乗じて得た額（その額に1円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた額） 

イ アに掲げる職員以外の職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額（仮定異動期間

末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い

給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 
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（4）仮定異動期間末日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 人事委員会の承認を

得て定める額 

（5）仮定異動期間末日の前日から異動日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた

職員 異動日の前日のその者の号給等に対応する異動日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額（仮

定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する異動日の給料表の給

料月額欄に掲げる給料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に

相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第6条基礎給料月額と異動日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する職員であって、第5号に掲げる職員に該当する職員に

対する前2項の規定の適用については、当該職員は第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する職員

であるものとし、当該職員について適用される第6条基礎給料月額は、同項第1号から第3号までに規定す

る給料月額について異動日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとする。 

4 第1項第1号から第5号までのうち2以上の号に掲げる職員に該当する職員（前項の規定の適用を受ける

職員を除く。）には、人事委員会の承認を得て定める日以後、人事委員会の承認を得て定める額を、条

例附則第16項の規定による給料として支給する。 

（降任等相当給料表異動をした職員に対する条例附則第17項の規定による給料の支給） 

第7条 降任等相当給料表異動（法第28条の2第1項ただし書に規定する他の職への転任に伴う給料表異動

のうち、当該給料表異動後の職員の職務の級が当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとした

場合の職員の職務の級より下位の職務の級となる場合のものをいう。以下この条及び次条において同

じ。）をした職員（第1項特例任用職員又は第3項特例任用職員から降任等相当給料表異動をした職員を

除く。第4項において同じ。）であって、降任等相当転任日（当該降任等相当給料表異動をした日をい

う。以下この条及び次条において同じ。）の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（第4項各号

に掲げる職員を除く。）のうち、特定日に条例附則第12項の規定により当該職員が受ける給料月額（以

下この項において「特定日給料月額」という。）が降任等相当転任日の前日に降任等相当転任日におい

て適用される給料表の適用を受けるものとした場合に当該職員が受けることとなる給料月額に相当する

額に100分の70を乗じて得た額（当該額に50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100

円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条において「第7条基礎給料月額」

という。）に達しないこととなる職員には、特定日以後、第7条基礎給料月額と特定日給料月額との差

額に相当する額を、条例附則第17項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第7条基礎給料月額と特定日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 降任等相当転任日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた職

員に対する前2項の規定の適用については、当該職員について適用される第7条基礎給料月額は、第1項に

規定する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとす

る。 

4 降任等相当給料表異動をした職員であって、降任等相当転任日の前日から引き続き給料表の適用を受

ける職員のうち、条例附則第12項の規定の適用を受ける職員であって、次に掲げる職員には、人事委員

会の定める日以後、人事委員会の定める額を、条例附則第17項の規定による給料として支給する。 

（1）降任等相当転任日後に給料表異動等をした職員 

（2）降任等相当転任日から特定日までの間に降格又は降号をした職員 

（3）降任等相当転任日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員（降任等相当転任日以後に育児短時間
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勤務等を開始し、特定日前に当該育児短時間勤務等を終了した職員を除く。） 

（4）降任等相当転任日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

第8条 第1項特例任用職員又は第3項特例任用職員から降任等相当給料表異動をした職員であって、降任

等相当転任日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（第4項各号に掲げる職員を除く。）のう

ち、降任等相当転任日に条例附則第12項の規定により当該職員が受ける給料月額（以下この項において

「転任日給料月額」という。）が降任等相当転任日の前日に降任等相当転任日において適用される給料

表の適用を受けるものとした場合の降任等相当転任日の前日のその者の号給等に対応する給料月額に相

当する額（仮定異動期間末日の前日に当該給料表の適用を受け、同日から降任等相当転任日の前日まで

当該給料表が引き続き適用されているものとした場合に、仮定異動期間末日の前日から降任等相当転任

日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額があるときは、

そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を

生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。

以下この条において「第8条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員には、降任等相当転

任日以後、第8条基礎給料月額と転任日給料月額との差額に相当する額を、条例附則第17項の規定によ

る給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第8条基礎給料月額と転任日給料月額との差額」

とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 仮定異動期間末日の前日から降任等相当転任日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定

をされた職員に対する前2項の規定の適用については、当該職員について適用される第8条基礎給料月額

は、第1項に規定する給料月額について降任等相当転任日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用い

て、算出するものとする。 

4 第1項特例任用職員又は第3項特例任用職員から降任等相当給料表異動をした職員であって、降任等相

当転任日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のうち、条例附則第12項の規定の適用を受ける

職員であって、次に掲げる職員には、人事委員会の定める日以後、人事委員会の定める額を、条例附則

第17項の規定による給料として支給する。 

（1）降任等相当転任日後に給料表異動等をした職員 

（2）仮定異動期間末日から降任等相当転任日までの間に降格（初任給規則第24条第3項に該当するものを

除く。）又は降号をした職員 

（3）仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員 

（4）仮定異動期間末日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

（特例任用期間降格等職員に対する条例附則第17項の規定による給料の支給） 

第9条 特例任用期間降格等職員（第3項特例任用職員のうち、仮定異動期間末日から法第28条の2第1項に

規定する他の職への昇任、降任又は転任をされる日の前日までの間において、降格（初任給規則第24条

第3項の規定によるものに限る。）をされた職員又は給料表異動により当該給料表異動後の職員の職務

の級が当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとした場合の職員の職務の級より下位の職務の

級となった職員をいう。以下この条において同じ。）であって、仮定異動期間末日の前日から引き続き

給料表の適用を受ける職員（第4項各号に掲げる職員を除く。）のうち、特例任用期間降格等職員とな

った日（当該日が2以上あるときは、当該日のうち最も遅い日。以下この条において同じ。）に条例附

則第12項の規定により当該職員が受ける給料月額（以下この項において「降格等相当日給料月額」とい

う。）が、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額（当該額に50円未満の端数を生じたときは

これを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条に

おいて「第9条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員には、特例任用期間降格等職員と

なった日から法第28条の2第1項に規定する他の職への昇任、降任又は転任をされる日の前日までの間、
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第9条基礎給料月額と降格等相当日給料月額との差額に相当する額を、条例附則第17項の規定による給

料として支給する。 

（1）次号に掲げる職員以外の職員 特例任用期間降格等職員となった日の前日のその者の号給等に対応

する給料月額（仮定異動期間末日の前日から特例任用期間降格等職員となった日の前々日までの間の

その者の号給等に対応する給料月額に、これより多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料

月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

（2）仮定異動期間末日以後に給料表異動（当該給料表異動後の職員の職務の級が当該給料表異動の前日

に給料表異動があったものとした場合の職員の職務の級より下位の職務の級となるものに限る。）を

した職員 特例任用期間降格等職員となった日の前日に特例任用期間降格等職員となった日において

適用される給料表の適用を受ける職員への給料表異動があったものとした場合の特例任用期間降格等

職員となった日の前日のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額（仮定異動期間末日の前日

に当該給料表異動があり、同日から特例任用期間降格等職員となった日の前日まで当該給料表異動後

に適用されている給料表が引き続き適用されているものとした場合に、仮定異動期間末日の前日から

特例任用期間降格等職員となった日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、これ

よりも多い給料月額があるときは、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得

た額 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第9条基礎給料月額と降格等相当日給料月額との

差額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 仮定異動期間末日の前日から特例任用期間降格等職員となった日までの間の給料表の給料月額が増額

改定又は減額改定をされた職員に対する前2項の規定の適用については、当該職員について適用される第

9条基礎給料月額は、第1項各号に規定する給料月額について特例任用期間降格等職員となった日の給料

表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとする。 

4 特例任用期間降格等職員であって、仮定異動期間末日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員

のうち、条例附則第12項の規定の適用を受ける職員であって、次に掲げる職員には、人事委員会の承認

を得て定める日から法第28条の2第1項に規定する他の職への昇任、降任又は転任をされる日の前日まで

の間、人事委員会の承認を得て定める額を、条例附則第17項の規定による給料として支給する。 

（1）特例任用期間降格等職員となった日の翌日から法第28条の2第1項に規定する他の職への昇任、降任

又は転任をされる日の前日までの間に初任給規則第2条第2号に規定する昇格をした職員 

（2）特例任用期間降格等職員となった日以後に給料表異動等（給料表異動のうち、当該給料表異動後の

職員の職務の級が当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとした場合の職員の職務の級より

下位の職務の級となる場合のものを除く。）をした職員 

（3）仮定異動期間末日から特例任用期間降格等職員となった日までの間に降格（初任給規則第24条第3項

に該当するものを除く。）又は降号をした職員 

（4）仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員 

（5）仮定異動期間末日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

（人事交流等職員に対する条例附則第17項の規定による給料の支給） 

第10条 初任給規則第17条各号に掲げる者から人事交流等により引き続いて管理監督職以外の職に採用さ

れた職員（以下この条において「人事交流等職員」という。）のうち人事交流等職員となった日（当該

日が2以上あるときは、当該日のうち最も遅い日。以下この条において同じ。）前に職員であったもの

とした場合に異動日とみなされる日（以下この条において「みなし異動日」という。）がある者であっ

て、人事交流等職員となった日から引き続き給料表の適用を受ける職員（第4項各号に掲げる職員を除

く。）のうち、特定日に条例附則第12項の規定により当該職員が受ける給料月額（人事交流等職員とな

った日が60歳に達した日後における最初の4月1日（以下この条において「仮定特定日」という。）後で
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あるときは、仮定特定日に職員であったものとして条例附則第12項の規定が適用された場合に仮定特定

日に当該職員が受けることとなる給料月額に相当する額。以下この項において「特定日給料月額」とい

う。）がみなし異動日の前日に職員となったものとした場合に当該職員が受けることとなる給料月額に

相当する額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、5

0円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条において「第10条基

礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員には、人事交流等職員となった日（特定日前に人事

交流等職員となった場合にあっては特定日）以後、第10条基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相

当する額を、条例附則第17項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が上限額を超え

る場合における同項の規定の適用については、同項中「第10条基礎給料月額と特定日給料月額との差

額」とあるのは、「上限額と当該職員の受ける給料月額との差額」とする。 

3 給料月額の改定をする条例の制定により、みなし異動日の前日から特定日（人事交流等職員となった

日が仮定特定日後であるときは、仮定特定日。以下この項において同じ。）までの間の給料表の給料月

額が改定された場合における前2項の規定の適用については、人事交流等職員について適用される第10条

基礎給料月額は、第1項に規定する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用

いて、算出するものとする。 

4 人事交流等職員のうちみなし異動日がある者であって、人事交流等職員となった日から引き続き給料

表の適用を受ける職員のうち、条例附則第12項の規定の適用を受ける職員であって、次に掲げる職員に

は、人事委員会の承認を得て定める日以後、人事委員会の承認を得て定める額を、条例附則第17項の規

定による給料として支給する。 

（1）かつて第1項特例任用職員又は第3項特例任用職員として勤務していた者で、人事交流等により引き

続いて初任給規則第17条各号に掲げる者となり引き続いて人事交流等職員となったもの及びこれに準

ずるもの 

（2）人事交流等職員となった日後に給料表異動等をした職員 

（3）人事交流等職員となった日から特定日までの間に降格又は降号をした職員 

（4）人事交流等職員となった日（特定日前に人事交流等職員となった場合にあっては特定日）以後に育

児短時間勤務等をした職員 

（5）人事交流等職員となった日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された職員 

（この規則により難い場合の措置） 

第11条 条例附則第14項、第16項又は第17項の規定による給料の支給について、この規則の規定による場

合には部内の他の職員との均衡を著しく失すると認められるときその他の特別の事情があるときは、あ

らかじめ人事委員会の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。 

（雑則） 

第12条 この規則に定めるもののほか、条例附則第14項、第16項又は第17項の規定による給料の支給に関

し必要な事項は人事委員会が定める。 

附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第67号 

警察職員の給与に関する条例附則第12項、第14項、第16項又は第17項の規定による給料に関する規則を

次のように定める。 

令和4年12月23日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正  

警察職員の給与に関する条例附則第12項、第14項、第16項又は第17項の規定による給料に関する規
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則 

（趣旨） 

第1条 この規則は、警察職員の給与に関する条例（昭和29年和歌山県条例第21号。以下「条例」とい

う。）附則第12項、第14項、第16項又は第17項の規定による給料に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第2条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（1）管理監督職 職員の定年等に関する条例（昭和59年和歌山県条例第3号。次号、第3号及び第6条第1

項において「定年条例」という。）第6条に規定する職をいう。 

（2）異動期間 定年条例第9条第1項に規定する異動期間（同条各項の規定により延長された期間を含

む。）をいう。 

（3）特例任用後降任等警察官 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第28条の2

第4項に規定する他の職への降任等をされた警察官であって、条例附則第12項に規定する異動日（以下

「異動日」という。）の前日において第1項特例任用警察官（定年条例第9条第1項又は第2項の規定に

より異動期間を延長された管理監督職を占める警察官をいう。以下同じ。）又は第3項特例任用警察官

（同条第3項又は第4項の規定により異動期間を延長された管理監督職を占める警察官をいう。以下同

じ。）であったものをいう。 

（4）特定日 条例附則第10項に規定する特定日をいう。 

（5）降格 警察官の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成5年和歌山県人事委員会規則第3号。

以下「初任給規則」という。）第2条第3号に規定する降格のうち、法第28条の2第4項に規定する他の

職への降任等に伴うものを除いたものをいう。 

（6）初任給基準異動 職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第51号）第8条第1項、教育職員

の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第52号）第8条第3項、市町村立学校職員の給与に関する

条例（昭和28年和歌山県条例第53号）第10条第1項及び条例第7条第3項の給料表（以下「給料表」とい

う。）の適用を異にしない初任給規則別表第6に定める初任給基準表（第6条第1項第1号において「初

任給基準表」という。）に異なる初任給の定めがある他の職種に属する職務への異動をいう。 

（7）給料表異動 給料表の適用を異にする異動をいう。 

（8）降号 初任給規則第2条第4号に規定する降号をいう。 

（9）上限額 条例第7条の2第2項の規定により警察官が属する職務の級における最高の号給の給料月額

（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成3年法律第110号）第10条第1項又は第17条の規定による

勤務（以下「育児短時間勤務等」という。）をしている警察官にあっては、当該給料月額に職員の勤

務時間、休暇等に関する条例（平成7年和歌山県条例第6号）第2条第2項の規定により定められた当該

警察官の勤務時間を同条第1項に規定する勤務時間で除して得た数（第5条第1項第3号、第7条第1項第3

号及び第11条第1号において「算出率」という。）を乗じて得た額（その額に1円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額））をいう。 

（10）その者の号給等 当該警察官に適用される給料表並びにその職務の級及び号給をいう。 

（条例附則第12項の人事委員会規則で定める警察官） 

第3条 条例附則第12項の人事委員会規則で定める警察官は、次に掲げる警察官とする。 

（1）法第28条の2第4項に規定する他の職への降任等をされた警察官（特例任用後降任等警察官を除

く。）のうち、次に掲げる警察官 

ア 異動日以後に初任給基準異動をした警察官 

イ 異動日から特定日までの間に降格又は降号をした警察官 

ウ 異動日の前日以後に育児短時間勤務等をした警察官（異動日以後に育児短時間勤務等を開始し、

特定日前に当該育児短時間勤務等を終了した警察官を除く。） 

エ 異動日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された警察官 
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（2）異動日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定（給料月額の改定を

する条例が制定された場合において、当該条例による改定により当該改定前に受けていた給料月額が

増額又は減額されることをいう。以下同じ。）をされた警察官 

（条例附則第14項の人事委員会規則で定める警察官） 

第4条 条例附則第14項の人事委員会規則で定める警察官は、同項に規定する任命をされた日（第11条に

おいて「特定任命日」という。）以後に育児短時間勤務等をした警察官とする。 

（他の職への降任等をされた警察官に対する条例附則第16項の規定による給料の支給） 

第5条 法第28条の2第4項に規定する他の職への降任等をされた警察官（特例任用後降任等警察官を除

く。）であって、異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける警察官のうち、次の各号に掲げる警

察官となり、特定日に条例附則第10項の規定により当該警察官が受ける給料月額（特定日後に第1号、

第3号又は第4号に掲げる警察官となったものにあっては、特定日に当該各号に掲げる警察官になったも

のとした場合に特定日に同項の規定により当該警察官が受けることとなる給料月額に相当する額。以下

この項において「特定日給料月額」という。）が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額（第3号ア

に掲げる警察官以外の警察官にあっては、当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条において「第5条基

礎給料月額」という。）に達しないこととなる警察官（次の各号のうち2以上の号に掲げる警察官に該

当する警察官（第3項の規定の適用を受ける警察官を除く。）を除く。）には、特定日以後の当該各号

に掲げる警察官となった日以後、第5条基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を、条例

附則第16項の規定による給料として支給する。 

（1）異動日以後に給料表異動又は初任給基準異動（以下「給料表異動等」という。）をした警察官（第4

号に掲げる警察官を除く。） 異動日の前日に当該給料表異動等があったものとした場合（給料表異

動等が2回以上あった場合にあっては、同日にそれらの給料表異動等が順次あったものとした場合）に

同日において当該警察官が受けることとなる給料月額に相当する額に100分の70を乗じて得た額 

（2）異動日から特定日までの間に降格又は降号をした警察官（第4号に掲げる警察官を除く。） 異動日

の前日に当該警察官が受けていた給料月額から、当該降格又は降号をした日に当該降格又は降号がな

いものとした場合の同日のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額と当該降格又は降号後の

その者の号給等に対応する給料月額との差額（降格又は降号を2回以上した場合にあっては、それぞれ

の当該差額を合算した額）に相当する額を減じた額に100分の70を乗じて得た額 

（3）異動日の前日以後に育児短時間勤務等をした警察官（異動日以後に育児短時間勤務等を開始し、特

定日前に当該育児短時間勤務等を終了した警察官を除く。） 次に掲げる警察官の区分に応じ、次に

定める額 

ア 特定日以後に現に育児短時間勤務等をしている警察官 異動日の前日のその者の号給等に対応す

る給料月額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）に算出率を乗じて得た額

（その額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額） 

イ アに掲げる警察官以外の警察官 異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額に100分の70

を乗じて得た額 

（4）異動日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された警察官 人事委員会の承認を得て定め

る額 

（5）異動日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた警察官 異

動日の前日のその者の号給等に対応する特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額に100分の70を

乗じて得た額 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される警察官の受ける給料月額との合計額が上限額を超

える場合における同項の規定の適用については、同項中「第5条基礎給料月額と特定日給料月額との差
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額」とあるのは、「上限額と当該警察官の受ける給料月額との差額」とする。 

3 第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する警察官であって同項第5号に掲げる警察官に該当する

警察官に対する前2項の規定の適用については、当該警察官は第1項第1号から第3号までのいずれかに該

当する警察官であるものとし、当該警察官について適用される第5条基礎給料月額は、同項第1号から第3

号までに規定する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出する

ものとする。 

4 第1項第1号から第5号までのうち2以上の号に掲げる警察官に該当する警察官（前項の規定の適用を受

ける警察官を除く。）には、人事委員会の承認を得て定める日以後、人事委員会の承認を得て定める額

を、条例附則第16項の規定による給料として支給する。 

（特例任用後降任等警察官に対する条例附則第16項の規定による給料の支給） 

第6条 特例任用後降任等警察官であって、仮定異動期間末日（定年条例第9条第1項から第4項までの規定

による異動期間の延長がないものとした場合における異動期間の末日をいう。以下同じ。）の前日から

引き続き同一の給料表の適用を受ける警察官のうち、異動日に条例附則第10項の規定により当該警察官

が受ける給料月額（以下この項において「異動日給料月額」という。）が異動日の前日のその者の号給

等に対応する給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応

する給料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に

100分の70を乗じて得た額（当該額に50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未

満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この項において「第6条基礎給料月額」とい

う。）に達しないこととなる警察官（次条第1項第1号から第5号まで、第3項並びに第4項に該当する警

察官を除く。）には、異動日以後、第6条基礎給料月額と異動日給料月額との差額に相当する額を、条

例附則第16項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される警察官の受ける給料月額との合計額が上限額を超

える場合における同項の規定の適用については、同項中「第6条基礎給料月額と異動日給料月額との差

額」とあるのは、「上限額と当該警察官の受ける給料月額との差額」とする。 

第7条 特例任用後降任等警察官であって、仮定異動期間末日の前日から引き続き給料表の適用を受ける

警察官のうち、次の各号に掲げる警察官となり、異動日に条例附則第10項の規定により当該警察官が受

ける給料月額（異動日後に第1号、第3号又は第4号に掲げる警察官となったものにあっては、異動日に

当該各号に掲げる警察官になったものとした場合に異動日に同項の規定により当該警察官が受けること

となる給料月額に相当する額。以下この項において「異動日給料月額」という。）が当該各号の区分に

応じ当該各号に定める額（第3号アに掲げる警察官以外の警察官にあっては、当該額に、50円未満の端

数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた

額。以下この条において「第7条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる警察官（次の各号の

うち2以上の号に掲げる警察官に該当する警察官（第3項の規定の適用を受ける警察官を除く。）を除

く。）には、異動日以後の当該各号に掲げる警察官となった日以後、第7条基礎給料月額と異動日給料

月額との差額に相当する額を、条例附則第16項の規定による給料として支給する。 

（1）仮定異動期間末日以後に給料表異動等をした警察官（第4号に掲げる警察官を除く。） 仮定異動期

間末日の前日に当該給料表異動等があり、同日から異動日の前日まで当該給料表異動等後に適用され

ている給料表及び初任給基準表における初任給の定めが引き続き適用されているものとした場合（給

料表異動等が2回以上あった場合にあっては、仮定異動期間末日の前日にそれらの給料表異動等が順次

あり、同日から異動日の前日までこれらの給料表異動等後に適用されている給料表及び初任給基準表

における初任給の定めが引き続き適用されているものとした場合）の同日のその者の号給等に対応す

る給料月額に相当する額（これらの場合において、仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日まで

の間のその者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額があるときは、そのうち最も

多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 
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（2）仮定異動期間末日から異動日までの間に降格（初任給規則第22条第3項に該当するものを除く。以下

この号において同じ。）又は降号をした警察官（第4号に掲げる警察官を除く。） 異動日の前日のそ

の者の号給等に対応する給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の

号給等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に

相当する額）から、当該降格又は降号をした日に当該降格又は降号がないものとした場合の同日のそ

の者の号給等に対応する給料月額に相当する額と当該降格又は降号後のその者の号給等に対応する給

料月額との差額（降格又は降号を2回以上した場合にあっては、それぞれの当該差額を合算した額）に

相当する額を減じた額に100分の70を乗じて得た額 

（3）仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務等をした警察官 次に掲げる警察官の区分に応じ、

次に定める額 

ア 異動日以後に現に育児短時間勤務等をしている警察官 異動日の前日のその者の号給等に対応す

る給料月額（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給

料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100

分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円

未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）に算出率を乗じて得た額（その額に1円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額） 

イ アに掲げる警察官以外の警察官 異動日の前日のその者の号給等に対応する給料月額（仮定異動

期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、これよりも

多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

（4）仮定異動期間末日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された警察官 人事委員会の承認

を得て定める額 

（5）仮定異動期間末日の前日から異動日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた

警察官 異動日の前日のその者の号給等に対応する異動日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額

（仮定異動期間末日の前日から異動日の前々日までの間のその者の号給等に対応する異動日の給料表

の給料月額欄に掲げる給料月額に、これよりも多い給料月額がある場合は、そのうち最も多い給料月

額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される警察官の受ける給料月額との合計額が上限額を超

える場合における同項の規定の適用については、同項中「第7条基礎給料月額と異動日給料月額との差

額」とあるのは、「上限額と当該警察官の受ける給料月額との差額」とする。 

3 第1項第1号から第3号までのいずれかに該当する警察官であって、第5号に掲げる警察官に該当する警

察官に対する前2項の規定の適用については、当該警察官は第1項第1号から第3号までのいずれかに該当

する警察官であるものとし、当該警察官について適用される第7条基礎給料月額は、同項第1号から第3号

までに規定する給料月額について異動日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するも

のとする。 

4 第1項第1号から第5号までのうち2以上の号に掲げる警察官に該当する警察官（前項の規定の適用を受

ける警察官を除く。）には、人事委員会の承認を得て定める日以後、人事委員会の承認を得て定める額

を、条例附則第16項の規定による給料として支給する。 

（降任等相当給料表異動をした警察官に対する条例附則第17項の規定による給料の支給） 

第8条 降任等相当給料表異動（法第28条の2第1項ただし書に規定する他の職への転任に伴う給料表異動

のうち、当該給料表異動後の警察官の職務の級が当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとし

た場合の警察官の職務の級より下位の職務の級となる場合のものをいう。以下この条及び次条において

同じ。）をした警察官（第1項特例任用警察官又は第3項特例任用警察官から降任等相当給料表異動をし

た警察官を除く。第4項において同じ。）であって、降任等相当転任日（当該降任等相当給料表異動を

した日をいう。以下この条及び次条において同じ。）の前日から引き続き給料表の適用を受ける警察官
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（第4項各号に掲げる警察官を除く。）のうち、特定日に条例附則第10項の規定により当該警察官が受

ける給料月額（以下この項において「特定日給料月額」という。）が降任等相当転任日の前日に降任等

相当転任日において適用される給料表の適用を受けるものとした場合に当該警察官が受けることとなる

給料月額に相当する額に100分の70を乗じて得た額（当該額に50円未満の端数を生じたときはこれを切

り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以下この条において

「第8条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる警察官には、特定日以後、第8条基礎給料月額

と特定日給料月額との差額に相当する額を、条例附則第17項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される警察官の受ける給料月額との合計額が上限額を超

える場合における同項の規定の適用については、同項中「第8条基礎給料月額と特定日給料月額との差

額」とあるのは、「上限額と当該警察官の受ける給料月額との差額」とする。 

3 降任等相当転任日の前日から特定日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定をされた警

察官に対する前2項の規定の適用については、当該警察官について適用される第8条基礎給料月額は、第1

項に規定する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するもの

とする。 

4 降任等相当給料表異動をした警察官であって、降任等相当転任日の前日から引き続き給料表の適用を

受ける警察官のうち、条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官であって、次に掲げる警察官には、

人事委員会の定める日以後、人事委員会の定める額を、条例附則第17項の規定による給料として支給す

る。 

（1）降任等相当転任日後に給料表異動等をした警察官 

（2）降任等相当転任日から特定日までの間に降格又は降号をした警察官 

（3）降任等相当転任日の前日以後に育児短時間勤務等をした警察官（降任等相当転任日以後に育児短時

間勤務等を開始し、特定日前に当該育児短時間勤務等を終了した警察官を除く。） 

（4）降任等相当転任日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された警察官 

第9条 第1項特例任用警察官又は第3項特例任用警察官から降任等相当給料表異動をした警察官であって、

降任等相当転任日の前日から引き続き給料表の適用を受ける警察官（第4項各号に掲げる警察官を除

く。）のうち、降任等相当転任日に条例附則第10項の規定により当該警察官が受ける給料月額（以下こ

の項において「転任日給料月額」という。）が降任等相当転任日の前日に降任等相当転任日において適

用される給料表の適用を受けるものとした場合の降任等相当転任日の前日のその者の号給等に対応する

給料月額に相当する額（仮定異動期間末日の前日に当該給料表の適用を受け、同日から降任等相当転任

日の前日まで当該給料表が引き続き適用されているものとした場合に、仮定異動期間末日の前日から降

任等相当転任日の前々日までの間のその者の号給等に対応する給料月額に、これよりも多い給料月額が

あるときは、そのうち最も多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円

未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切

り上げた額。以下この条において「第9条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる警察官には、

降任等相当転任日以後、第9条基礎給料月額と転任日給料月額との差額に相当する額を、条例附則第17

項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される警察官の受ける給料月額との合計額が上限額を超

える場合における同項の規定の適用については、同項中「第9条基礎給料月額と転任日給料月額との差

額」とあるのは、「上限額と当該警察官の受ける給料月額との差額」とする。 

3 仮定異動期間末日の前日から降任等相当転任日までの間の給料表の給料月額が増額改定又は減額改定

をされた警察官に対する前2項の規定の適用については、当該警察官について適用される第9条基礎給料

月額は、第1項に規定する給料月額について降任等相当転任日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を

用いて、算出するものとする。 

4 第1項特例任用警察官又は第3項特例任用警察官から降任等相当給料表異動をした警察官であって、降
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任等相当転任日の前日から引き続き給料表の適用を受ける警察官のうち、条例附則第10項の規定の適用

を受ける警察官であって、次に掲げる警察官には、人事委員会の定める日以後、人事委員会の定める額

を、条例附則第17項の規定による給料として支給する。 

（1）降任等相当転任日後に給料表異動等をした警察官 

（2）仮定異動期間末日から降任等相当転任日までの間に降格（初任給規則第22条第3項に該当するものを

除く。）又は降号をした警察官 

（3）仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務等をした警察官 

（4）仮定異動期間末日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された警察官 

（特例任用期間降格等警察官に対する条例附則第17項の規定による給料の支給） 

第10条 特例任用期間降格等警察官（第3項特例任用警察官のうち、仮定異動期間末日から法第28条の2第

1項に規定する他の職への昇任、降任又は転任をされる日の前日までの間において、降格（初任給規則

第22条第3項の規定によるものに限る。）をされた警察官又は給料表異動により当該給料表異動後の警

察官の職務の級が当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとした場合の警察官の職務の級より

下位の職務の級となった警察官をいう。以下この条において同じ。）であって、仮定異動期間末日の前

日から引き続き給料表の適用を受ける警察官（第4項各号に掲げる警察官を除く。）のうち、特例任用

期間降格等警察官となった日（当該日が2以上あるときは、当該日のうち最も遅い日。以下この条にお

いて同じ。）に条例附則第10項の規定により当該警察官が受ける給料月額（以下この項において「降格

等相当日給料月額」という。）が、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額（当該額に50円未

満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り

上げた額。以下この条において「第10条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる警察官には、

特例任用期間降格等警察官となった日から法第28条の2第1項に規定する他の職への昇任、降任又は転任

をされる日の前日までの間、第10条基礎給料月額と降格等相当日給料月額との差額に相当する額を、条

例附則第17項の規定による給料として支給する。 

（1）次号に掲げる警察官以外の警察官 特例任用期間降格等警察官となった日の前日のその者の号給等

に対応する給料月額（仮定異動期間末日の前日から特例任用期間降格等警察官となった日の前々日ま

での間のその者の号給等に対応する給料月額に、これより多い給料月額がある場合は、そのうち最も

多い給料月額に相当する額）に100分の70を乗じて得た額 

（2）仮定異動期間末日以後に給料表異動（当該給料表異動後の警察官の職務の級が当該給料表異動の前

日に給料表異動があったものとした場合の警察官の職務の級より下位の職務の級となるものに限

る。）をした警察官 特例任用期間降格等警察官となった日の前日に特例任用期間降格等警察官とな

った日において適用される給料表の適用を受ける警察官への給料表異動があったものとした場合の特

例任用期間降格等警察官となった日の前日のその者の号給等に対応する給料月額に相当する額（仮定

異動期間末日の前日に当該給料表異動があり、同日から特例任用期間降格等警察官となった日の前日

まで当該給料表異動後に適用されている給料表が引き続き適用されているものとした場合に、仮定異

動期間末日の前日から特例任用期間降格等警察官となった日の前々日までの間のその者の号給等に対

応する給料月額に、これよりも多い給料月額があるときは、そのうち最も多い給料月額に相当する

額）に100分の70を乗じて得た額 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される警察官の受ける給料月額との合計額が上限額を超

える場合における同項の規定の適用については、同項中「第10条基礎給料月額と降格等相当日給料月額

との差額」とあるのは、「上限額と当該警察官の受ける給料月額との差額」とする。 

3 仮定異動期間末日の前日から特例任用期間降格等警察官となった日までの間の給料表の給料月額が増

額改定又は減額改定をされた警察官に対する前2項の規定の適用については、当該警察官について適用さ

れる第10条基礎給料月額は、第1項各号に規定する給料月額について特例任用期間降格等警察官となった

日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額を用いて、算出するものとする。 
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4 特例任用期間降格等警察官であって、仮定異動期間末日の前日から引き続き給料表の適用を受ける警

察官のうち、条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官であって、次に掲げる警察官には、人事委員

会の承認を得て定める日から法第28条の2第1項に規定する他の職への昇任、降任又は転任をされる日の

前日までの間、人事委員会の承認を得て定める額を、条例附則第17項の規定による給料として支給する。 

（1）特例任用期間降格等警察官となった日の翌日から法第28条の2第1項に規定する他の職への昇任、降

任又は転任をされる日の前日までの間に初任給規則第2条第2号に規定する昇格をした警察官 

（2）特例任用期間降格等警察官となった日以後に給料表異動等（給料表異動のうち、当該給料表異動後

の警察官の職務の級が当該給料表異動の前日に給料表異動があったものとした場合の警察官の職務の

級より下位の職務の級となる場合のものを除く。）をした警察官 

（3）仮定異動期間末日から特例任用期間降格等警察官となった日までの間に降格（初任給規則第22条第3

項に該当するものを除く。）又は降号をした警察官 

（4）仮定異動期間末日の前日以後に育児短時間勤務等をした警察官 

（5）仮定異動期間末日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された警察官 

（警察法第56条の4第1項の規定による任命により警察官となった者に対する条例附則第17項の規定によ

る給料の支給） 

第11条 警察法（昭和29年法律第162号）第56条の4第1項の規定による任命をされた警察官のうち、特定

任命日以後に育児短時間勤務等をした警察官であって、次の各号に掲げる警察官となり、特定任命日に

条例附則第10項の規定により当該警察官が受ける給料月額（特定任命日以後に第1号又は第2号に掲げる

警察官となったものにあっては、特定任命日に当該各号に掲げる警察官となったものとした場合に特定

任命日に同項の規定により当該警察官が受けることとなる給料月額に相当する額。以下この条において

「特定任命日給料月額」という。）が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額（以下この条において

「第11条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる警察官には、特定任命日以後の当該各号に掲

げる警察官となった日以後、第11条基礎給料月額と特定任命日給料月額との差額に相当する額を、条例

附則第17項の規定による給料として支給する。 

（1）特定任命日以後に現に育児短時間勤務等をしている警察官 特定任命日の前日に当該警察官が適用

を受けていた一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号。次号において「給与法」とい

う。）第6条第1項に規定する公安職俸給表（1）の職務の級及び号俸に対応する俸給月額に100分の70

を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端

数を生じたときはこれを100円に切り上げた額）に算出率を乗じて得た額（その額に1円未満の端数が

あるときは、その端数を切り捨てた額） 

（2）前号に掲げる警察官以外の警察官 特定任命日の前日に当該警察官が適用を受けていた給与法第6条

第1項に規定する公安職俸給表（1）の職務の級及び号俸に対応する俸給月額に100分の70を乗じて得た

額（当該額に50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたとき

はこれを100円に切り上げた額） 

（人事交流等警察官に対する条例附則第17項の規定による給料の支給） 

第12条 初任給規則第16条各号に掲げる者から人事交流等により引き続いて管理監督職以外の職に採用さ

れた警察官（以下この条において「人事交流等警察官」という。）のうち人事交流等警察官となった日

（当該日が2以上あるときは、当該日のうち最も遅い日。以下この条において同じ。）前に警察官であ

ったものとした場合に異動日とみなされる日（以下この条において「みなし異動日」という。）がある

者であって、人事交流等警察官となった日から引き続き給料表の適用を受ける警察官（第4項各号に掲

げる警察官を除く。）のうち、特定日に条例附則第10項の規定により当該警察官が受ける給料月額（人

事交流等警察官となった日が60歳に達した日後における最初の4月1日（以下この条において「仮定特定

日」という。）後であるときは、仮定特定日に警察官であったものとして条例附則第10項の規定が適用

された場合に仮定特定日に当該警察官が受けることとなる給料月額に相当する額。以下この項において
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「特定日給料月額」という。）がみなし異動日の前日に警察官となったものとした場合に当該警察官が

受けることとなる給料月額に相当する額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた額。以

下この条において「第12条基礎給料月額」という。）に達しないこととなる警察官には、人事交流等警

察官となった日（特定日前に人事交流等警察官となった場合にあっては特定日）以後、第12条基礎給料

月額と特定日給料月額との差額に相当する額を、条例附則第17項の規定による給料として支給する。 

2 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される警察官の受ける給料月額との合計額が上限額を超

える場合における同項の規定の適用については、同項中「第12条基礎給料月額と特定日給料月額との差

額」とあるのは、「上限額と当該警察官の受ける給料月額との差額」とする。 

3 給料月額の改定をする条例の制定により、みなし異動日の前日から特定日（人事交流等警察官となっ

た日が仮定特定日後であるときは、仮定特定日。以下この項において同じ。）までの間の給料表の給料

月額が改定された場合における前2項の規定の適用については、人事交流等警察官について適用される第

12条基礎給料月額は、第1項に規定する給料月額について特定日の給料表の給料月額欄に掲げる給料月額

を用いて、算出するものとする。 

4 人事交流等警察官のうちみなし異動日がある者であって、人事交流等警察官となった日から引き続き

給料表の適用を受ける警察官のうち、条例附則第10項の規定の適用を受ける警察官であって、次に掲げ

る警察官には、人事委員会の承認を得て定める日以後、人事委員会の承認を得て定める額を、条例附則

第17項の規定による給料として支給する。 

（1）かつて第1項特例任用警察官又は第3項特例任用警察官として勤務していた者で、人事交流等により

引き続いて初任給規則第16条各号に掲げる者となり引き続いて人事交流等警察官となったもの及びこ

れに準ずるもの 

（2）人事交流等警察官となった日後に給料表異動等をした警察官 

（3）人事交流等警察官となった日から特定日までの間に降格又は降号をした警察官 

（4）人事交流等警察官となった日（特定日前に人事交流等警察官となった場合にあっては特定日）以後

に育児短時間勤務等をした警察官 

（5）人事交流等警察官となった日以後に人事委員会の承認を得てその号給を決定された警察官 

（この規則により難い場合の措置） 

第13条 条例附則第12項、第14項、第16項又は第17項の規定による給料の支給について、この規則の規定

による場合には部内の他の警察官との均衡を著しく失すると認められるときその他の特別の事情がある

ときは、あらかじめ人事委員会の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。 

（雑則） 

第14条 この規則に定めるもののほか、条例附則第12項、第14項、第16項又は第17項の規定による給料の

支給に関し必要な事項は人事委員会が定める。 

附 則 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 
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